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執筆者紹介

＊本欄はお書きいただいた資料からできるだけ統一し、掲載しました。
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本学は、「豊かな社会の実現に貢献できる意欲

と能力を持ったビジネスパーソン」を育成するこ

とを教育の目標としている。ここでいう「ビジネ

スパーソン」とは、企業はもちろんのこと、自治

体やその他の団体、地域などにあっても、事業と

しての実現性、継続性を念頭に置きながら、豊か

な社会の実現に向け、具体的な行動をもって貢献

できる人をいう（本学「卒業認定・学位授与の方

針（ディプロマ・ポリシー)｣)。「ビジネス」を単

に企業活動として捉えるのではなく、自治体やそ

の他の団体、地域などの事業活動もビジネスに含

まれるものと位置づけている。

こういった意味でのビジネスの世界は、大小

様々な課題に日々満ちあふれている。そんなビジ

ネスの世界でビジネスパーソンとして力強く生き

抜いていくためには、変化を恐れず、ときには自

ら課題を見つけ出して、直面する課題を解決して

いく力が求められる。一般の問題集に掲載された

問題とは異なり、これらの課題には予め用意され

た正解は存在しない。また、これらの課題は必ず

しも自分ひとりで解決しなければならないという

ものではなく、多くの場合、仲間とのチームワー

クで解決することになる。

現代はVUCAの時代と言われる。未来が、移ろ

いやすく、不確実で、単純ではなく、曖昧である

ことは、今に始まったことではない。ただ、現代

はそれらの傾向がより顕著になり、その分、ビジ

ネスの世界で取り組むべき課題の解決を難しくし

ている。デジタル社会の進展は、このような

VUCAの流れを加速する一方、課題解決を助ける

様々な情報やツールを提供している。

本学では、2022年度後期から「流通科学入

門」や「経営学入門」といった全学共通の専門基

礎科目の一つとして「デジタル社会の基礎知識」

を新たに開講した。この科目は、１年次後期開講

科目とされ、「情報が社会にどのような変化をも

たらしてきたのかを振り返り、IoTとビッグデー

タとの関わりと我々の生活への影響、AI（人工知

能）がもたらすライフスタイルの変革を身近に捉

え、今後の『社会』の在り方について考えるこ

と」および、「日常生活の中の疑問を統計の視点

から見直すことで、データの基本的な扱い方を知

り、新しい観点を養うことで、日常生活や社会の

課題解決の糸口になり得ること、新たな価値を創

出することを知り、社会の変化とそれにともなう

リスクや配慮事項を理解し、自身や周囲の安全を

守るために必要な知識を学ぶこと」を主題とする

科目である（同科目のシラバスより）。選択必修

科目の１つではあるが、１年生については、個々

の学生につき受講すべきクラス（曜日・時限）を

大学から予め指定するなどの方法により、大半の

学生が履修するよう促している。この結果、

2022年度後期においては、新入生909名のうち

650名（71.5％）がこの科目の履修登録を行い、

うち484名（74.5％）が単位を修得している。

2023年度からは、１年次未履修者・単位未修得

者のために、２年生以上を対象としたクラスも別

途設置することになっている。

また、この科目では、「グループワークや個人

ワークを通して」、数理、データサイエンス、AI

が、「日常生活や社会の課題解決の糸口になり得

ること、新たな価値を創出し得ること」を実感す

ることを到達目標の一つとしている（同科目のシ

ラバスより）。先にも述べたように、ビジネスの

世界において直面する課題には予め用意された正

解はない。また、ビジネスパーソンは、自ら、あ

るいはグループのメンバーとともに考え抜くこと

で、直面する課題の解決を図っている。本学で

は、この科目も含め、グループワークや個人ワー

クを採り入れた授業を実践することにより、学生

たちが４年間の学生生活を通じて、こういったビ

ジネスシーンの疑似体験を重ねられるような教育

を目指している。

この科目に取り組むことにより、多くの学生た

ちがデジタル化を味方に付け、VUCAの時代を力

強く生き抜く力を手にすることを願っている。

流通科学大学
学長 藤井　啓吾

VUCAの時代を生き抜く

ビジネスパーソンの育成　



１．はじめに
大学における歴史が長いことはご承知の通りと思い

ますが、これまでは既存の教育・研究形態を大きく変

更することなく、その支援手段として情報通信技術

（以下、ICT）を利活用することが基本でした。今後は、

可能なものはすべてがデジタル化されることを前提と

して、教育・研究形態そのものを変革し、新たな価値

を創造するデジタルトランスフォーメーション（DX）

の段階に入っています。

そこで本学では、10年後の情報環境及びデジタル技

術を活用した教育・研究・事務業務等のあり方を見据

えて、令和３年１月に広島大学DX推進基本計画（以下、

基本計画）を策定しました[1]。ただし、ICT分野の発展

は目覚ましいことに加え、日本政府のデジタル化政策

も大きく変化しようとしていることから、今すぐ実行

すべきDX推進方針及び優先的に取り組むべき教育、研

究、健康、IR、事務業務の各分野に関する全学的な重

要事項を示した、令和２〜４年度の３か年計画として

策定されています。

２．広島大学DX推進基本計画
基本計画では、「既存人材の研修体制強化とデジタル

人材の強化」「集約化・共通化・協働化を目指す」「個

人情報保護、情報セキュリティ対策等への対応」など

図１に示す５つの基本方針のもと、先に述べた５つの

全学的な重要事項に優先的に取り組むことで、図１に

示すような成果を達成することを目指しています。そ

して基本計画の最終年度となる令和４年度末には、３

か年の取組みから得られた成果の評価をもとに、次期

（令和５年度以降）の取組み事項を策定するというPDCA

サイクルを構築することになります。
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本稿で紹介する事業は、基本計画における教育分野

に関する優先事項である「教育・学習データの活用と

教育コンテンツのデジタル化」を具体化するものです。

新型コロナウイルス感染症対策としてのオンライン授

業の実施等により、教育のデジタル化が急速に進展し、

様々な学習データが生成されてきています。これらを

適切に収集・蓄積し、学習者へ効果的にフィードバッ

クすることや教育方法の改善に利活用することは、教

育に変革をもたらす仕組みとして非常に重要です。ま

た、デジタル化の特徴を活かした優れた教育コンテン

ツを作成し、学内のみならず学外で活用することも視

野に入れることで、これまでの大学教育の形態を抜本

的に見直すことも教育改革には欠かすことができない

と思われます。

３．バーチャルクラスルームデジタルラーニ
ング（VCDL）環境の構築
本学は、平成30年の西日本豪雨災害に伴う交通途絶

により、１週間以上に亘って教育を停止せざるを得な

い状況を経験しました。そこから得た教訓から、非常

時における各種対応を進め、教材のデジタル化やネッ

トワーク環境の整備などを行いました。しかしその際

の想定は、各キャンパスは機能しており、ICTによっ

ていかにキャンパス間の接続を維持するか、教育支援

サービスを継続するか（デジタルラーニング主体）と

いうことでした。平成27年度からすべての学部入学生

に実施しているパソコン必携化とこれらの取組みは、

今般のコロナ禍において、短期間でオンライン授業の

実施環境を整えることに奏功しましたが、学生、教職

員がキャンパスに集うことができない状況、つまりキ

ャンパス内に限らずあらゆる場所で授業を行えること

（バーチャルクラスルームの観

点を追加）へと取組みを昇華さ

せる必要がありました。

先に紹介した取組み「次世代

オンライン教育を実現する『バ

ーチャルクラスルームデジタル

ラーニング（VCDL）』環境の

構築」[2]は、既存LMSの性能、

拡張性、柔軟性の改善、教育・

学習データの幅広い利活用、オ

ンラインと対面が混在するハイ

ブリッド授業などの支援体制の

強化、新たな学習環境に関する

きめ細かな支援を実現するもの

DXで拓く学びのパラダイムシフト
〜ニューノーマルの新たな教育実現に向けた

「バーチャルクラスデジタルラーニング（VCDL）」環境の構築〜

広島大学
情報メディア教育研究センター長
財務・総務室情報部長

西村　浩二

図１　広島大学DX推進基本計画の概要

学修者本位の教育の実現、学びの質の向上を目指した大学教育のDX構想（その３）



たデジタル教材を連

携大学で活用・改善

するとともに、それ

ぞれの大学における

教育DX推進の事例等

（デジタル教材の開

発を始めとする各種

取組み）を共有して

います。その際に得

られた知見をもと

に、さらなる連携大

学の拡大や初等中等

学校へのデジタル教

材の提供が計画され

ています。

４．おわりに
本稿では、「DXで

拓く学びのパラダイ

ムシフト〜ニューノーマルの当たらな教育実現に向け

た『バーチャルクラスルームデジタルラーニング

（VCDL）』環境の構築〜」の背景及び具体的な取組み

の概要について、基本計画のうち教育分野を中心に紹

介しました。本取組みは、先に紹介した「VCDL環境

の構築」を基盤あるいは前提として、本学の全学的な

取組みをさらに連携大学での取組みに繋ぎ拡げていく

ことを目的としたものです。

2023年３月15日には、各大学における教育DX推進

の取組みを紹介するとともに、本取組みで開発したデジタ

ル教材の利用促進を目的として、「教育DX（デジタル

トランスフォーメーション）セミナー・展示会」が開

催されました（写真１、２）。これらの取組みの一部は、

国立情報学研究所が主催する「大学等におけるオンラ

イン教育とデジタル変革に関するサイバーシンポジウ

ム『教育機関DXシンポ』」においても発表、公開され

ています[3]。
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でした。本取組みでは、これらを教育DX推進の基盤あ

るいは前提として、学内外での連携体制を構築し、デ

ジタル教材の開発、普及、改善を図ります（図２参照）。

以下では図２に基づいて説明します。

（１）学びを止めない：災害等に強い、サステイナブル

な学習環境の構築

先の取組みにより実現される教育DX推進のための基

盤及び体制の構築に相当します。VCDL環境を支える

新LMSは、情報メディア教育研究センターが中心とな

り、クラウド基盤上に構築されたスケーラブルで持続

可能、かつ学認連携により他大学の学生等も利用可能

なシステムとして構築されています。令和４年度から

運用を開始し、既存LMSへの移行期間を経て、令和５

年度から完全運用に移行します。

（２）学びを深める：デジタル教材の開発

VR（Virtual Reality）技術等を活用したデジタル教材

による新しい学修体験を実現するため、これまでの

「広大名講義100選」などのオンデマンド教材を継続的

に開発するとともに、VR OSCE（客観的臨床能力試験

向けVR教育システム）やIVR（画像誘導下治療）VRシ

ミュレータ、キャンパス内のリソースを活用したデジ

タル教材開発とデジタルミュージアムからの発信、VR

動画による農場実習、発達障害の児童に対する支援VR

学習システムなどの開発が行われている。

（３）繋がって創る：学内外での連携による開発

前述のデジタル教材は、教育学習支援センターによ

るデジタル教材の開発方針のもとで、AI・データイノ

ベーション教育研究センターとデジタルものづくり教

育研究センターを中心とした効率的・効果的な共同開

発のための体制を構築して開発されています。本学に

おけるデジタル教材の開発体制が一元化されることで、

他大学等との連携や普及を効率的・効果的に行うこと

が可能となります。

（４）繋げて拡げる：学内外での連携による普及

具体的な連携として、本取組みでは島根大学、愛媛

大学、熊本県立大学を連携大学として、本学で開発し

図２　本事業で取組む内容

関連URL
[1] 広島大学DX推進基本計画

https://www.hiroshima-u.ac.jp/about/initiatives/jyoho_ka/dx，

[2] “「次世代オンライン教育を実現する『バーチャルクラスルー

ムデジタルラーニング（VCDL）』環境の構築」”，大学教育と

情報，2021年度No.4，

https://www.juce.jp/LINK/journal/2203/pdf/02_01.pdf，

[3] 佐伯勇，本田有紀子，“ピンチをチャンスに！コロナ禍におけ

るVRを利用したシミュレーション教育”，教育機関DXシンポ

ジウムアーカイブズ，第56回，

https://edx.nii.ac.jp/lecture/20220930-05，

写真１　事業概要を説明す

る小澤孝一郎広島

大学副学長

(全学共通教育担当)　

写真２　IVR VRシミュレー

タを体験する参加者
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学修者本位の教育の実現、学びの質の向上を目指した大学教育のDX構想（その３）

１．はじめに

本学では文部科学省「デジタルを活用した大

学・高専教育高度化プラン」に２件の事業が採択

されました。うち１件の本学におけるデータ駆動

型教育の推進計画は本誌2021年度No.４に、本学

岡田氏により詳しく書かれていますので、そちら

を参照してください[1]。本稿ではもう１つの事業

「『教育DX』推進事業〜LA活用による学習者本位

の教育の実現〜」を紹介します。

２．取組みの概要

本学では2021年度より全学のラーニングアナ

リティクスセンター（以下、LAセンター）を設

立し、LAの研究と実践を進めてきました。しか

し、デジタル教材配信システムや学習管理システ

ムに蓄積されたアクセスログである学習ログが分

散的に管理されていることでLAを用いた学習行

動の可視化が難しい状況でした。そこで本事業で

はLAデータベースを構築し、教育データを一元

管理することで、データ利用のワンストップサー

ビスを実現しました。また教育データを活用した

LA機能の開発や学習支援を行うにも、LAデータ

ベースのみを参照することで対応できるようにな

りました。以下に本事業で開発したLA機能につ

いて紹介します。

３．Activity Charts

Activity Chartsは学習管理システムのログを可

視化するシステムです。指定した日を中心に前後

7日間のアクセス、小テスト、課題、デジタル教

材配信システムなどへのアクセス頻度をヒートマ

ップ上に可視化することや授業におけるToDoリ

ストであるMyコレクションを登録することが可

能です。次ページ図２にそのインターフェースを

示します。図２では上記で示した、学習管理シス

テムにおけるコース内で行われた主たる学習行動

の頻度を可視化しています。

４．Status Viewer

Status Viewerでは１つの

授業内で過去の受講者によ

る学習行動と現在の自分の

学習行動を比較できるツー

ルです。過去のデータにつ

いては成績別で可視化して

おり、アクセス日より過去

１週間の範囲をハイライト

し、過去の受講者のデータ

を比較して、上昇傾向、不

山田　政寛

九州大学「教育DX」推進事業
〜LA活用による学習者本位の教育の実現〜

九州大学
基幹教育院

図１　『教育DX』推進事業の全体構想
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に、授業間で学習行動を比較で

きるツールを載せるプラットフ

ォームになっています。Panorama

Board上に乗る１つのLA機能が

授業間学習時間比較です。これ

は受講している各授業において、

学習管理システム、デジタル教

材配信ビューワー、LAプラット

フォームへアクセスした合計時

間をシンプルにグラフ化して比

較できるようになっています。

図４にてそのインターフェース

を示します。

６．おわりに

今回、開発した機能は自律的

に学習行動を管理して、改善し

ていくことを目指したものです。

今後はLA機能活用を学内で展開

していくと同時に、これら機能

の評価をしていく予定です。ま

た本事業とは別で開発したLA機能も併せて、総

合的に教育DXを推進していきます。

関連URL
[1] 九州大学「教育DX」推進事業　〜先端ICT活用に

よる学びの質の向上〜

大学教育と情報，2021年度No.4

https://www.juce.jp/LINK/journal/2203/pdf/02_02.pdf

図２　Activity Chartsのトップ画面

図３　Status Viewerトップページ

変、下降傾向なのかを判断しています。こういっ

たシステムのことをEarly-warning（早期警告）

システムといいます。図３に、そのシ

ステムのインターフェースを示しま

す。図３の画面では、アクセス日より

１週間前のデータから見て、学習行動

が過去の受講者と比べて下降傾向にな

るので、警告を出しています。

５．Panorama Boardと授業間

学習時間比較

これまで紹介したLA機能は１つの

授業内で他の受講者と比較をしなが

ら、その授業における学習行動に対し

て改善点を見いだすことを目指したも

のになっています。しかし、学生は１つの授業の

みを集中して受講しているわけではなく、多くの

授業を受講し、自分が持ちうるリソースを振り分

けて、各授業の学習を行っています。Panorama

Boardは学習行動をもう少し俯瞰して見えるよう

図４　授業間学習時間比較



8 JUCE Journal 2022年度 No.4

特　集

学修者本位の教育の実現、学びの質の向上を目指した大学教育のDX構想（その３）

１．はじめに

本学では学生・教員・大学間の情報共有を円滑

にするため、20年以上にわたり各種教学情報シ

ステムを継続的に整備してきました。図１にその

概要を示します。2020年のパンデミック時には

それまでの情報基盤整備が奏功して、緊急対策と

してWebテレビ会議システム（Zoom）を導入す

るとともに、動画配信システムMicrosoft Stream

と遠隔協調システムMicrosoft Teamsにおいても

全開講科目の履修学生と教員をグループ化し動画

配信や遠隔授業を円滑に行える環境を整えるだけ

で、なんとか乗り切ることができました。

このような経緯を踏まえた本学のさらなるDX

推進に係る目標は「教育ビッグデータの有効活用

とAIに基づく学びの個別最適化と高度化」ですが、

これまでに整備してきた各種教育情報システム基

盤のデータを連携させて有効活用する方策につい

ては大きな課題が残っています。これまでも、履

修登録データ、成績データ、授業評価アンケート

や学習経験調査の回答データなどの総合的な分析

は大学教育センター教学IR部門が行ってきました

が、限られた人員・時間の中では分析範囲が限定

的にならざるを得ず、学生個々人の学習行動に対

する詳細な分析を行い、個々の学生にフィードバ

ックするまでには至っていませんでした。学びの

ソムリエAIはこのような状況を改善し、さらに

DXを推進することを目指して企画・開発されま

した。

２．大学全体のDX推進計画

本学のDX推進計画は2000年代から2010年代

にかけて実施してきた教育情報システム基盤環境

の整備・活用と、今後2020年代を通して継続的

に取り組む「教育ビッグデータの有効活用とAIに

基づく学びの個別最適化と高度化」から構成され

ています。前者の基盤環境整備はほぼ完了してい

ますが、その継続的な改善と情報資産のさらなる

有効活用が今後の課題となっています。このため

に同システム基盤のビッグデータに基づいて学生

の学習行動の自動分析とその結果に依拠した推奨

学習情報の提供を行う「学びのソムリエAI」の活

用・発展と、仮想現実（ VR）・拡張現実

（AR）・混合現実（MR）などの新しい技術を実

験・実習・実技などへ活用する「XR（eXtended

Reality）シミュレーション教育」の検証・導入の

２つを進める計画です。

塙　　雅典

学びのソムリエAI
〜教育データの集積と有効活用による学生個々の学び支援〜

山梨大学教育統括機構
大学教育・DX推進センター センター長

図１　山梨大学のDX推進状況と今後の計画
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３．学びのソムリエAI取組み概要

学びのソムリエAIは、学生の専攻、授業履修状

況、修学状況などからAIエンジンを使った分析に

よって学生の志向を抽出し、卒業に必須の科目に

加えて履修することが望ましい選択科目や学生の

興味関心に適合した学内講演会または連携大学の

単位互換科目などを紹介・推奨しようという試み

です。オンライン販売サイトにおいて、検索結果

や購買履歴に応じて「おすすめ商品」が提示され

ることは現代では当たり前になっていますが、こ

の大学教育版が学びのソムリエAIと考えればわか

りやすいでしょう。

図２にその概要を示します。本学ではこれまで

も、学生の学籍データと授業履修データ、教員の

所属等データと担当科目データは有機的に連携さ

れ、効率的な学内教育情報システム基盤が構築さ

れてきましたが、本取組みでは、これをさらに発

展させ、学生の科目毎の成績データやLMSのアク

セスログや小テストの回答状況、LMS上

で集められる授業の振り返り（授業で理

解したことやわからなかったこと）への

入力テキストなど、学生の学習過程で集

められるビッグデータを異種混合データ

のAI分析エンジンを活用して分析するこ

とで、学生の学びの志向や、得手不得手、

学習行動における課題などを自動的に抽

出し、その分析結果に基づいて、学生に

次の学習行動を常時推奨することを想定

しています。これにより学生は、卒業に

必須の科目の履修登録を取りこぼしなく

確実に行えるだけでなく、興味関心や学

習の進捗状況に応じて情報にたどり着く

ことができ、学びの深さ・幅が広がるこ

とが期待されます。先々は、LMSに入力

される大量のテキストをAI分析すること

で個々の学生の文章表現力を可視化し、

普段から「認知の外化」の訓練を積むこ

とで、思考力・表現力の向上にもつなげ

たいと考えています。

４．おわりに

学びのソムリエAIは令和２年度第３次補正予算

（Plus-DX）の補助を受けて令和３年度１年間を

かけて開発され、令和３年度末にサービス開始し

ました。学籍情報や成績データなど各種教育用情

報システムのデータを集積するデータ集積サーバ

とAI分析サーバに加え、学生への情報提示用の複

数のMoodleプラグインから構成されています。

MoodleプラグインをMoodle 3.x用に開発したた

め、最新の安定環境であるMoodle 4.xへの移行の

阻害要因になってしまっていることが目下の課題

です。また授業ごとの学生データが必要なシステ

ムであるため、履修者の少ない科目を除外したり

カリキュラム改正に対応したりするなどの細かな

チューニングが必要になることにも対策が必要で

す。今後も試験的な取組みを含めて様々な改良を

重ねていく予定です。

図２　学びのソムリエAI 取組み概要
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学修者本位の教育の実現、学びの質の向上を目指した大学教育のDX構想（その３）

１．はじめに

1987年に開学した本学は外国語学部のみの単

科大学でしたが、2021年にグローバル・リベラ

ルアーツ学部を新たに開設しました。それまでも

先進的な教育手法をいち早く取り入れ、システム

の導入や組織の設置を進めて、効果的な外国語教

育や情報教育に努めてきました。しかしながら、

昨今のデジタル環境の中においては全体像が不明

瞭となり、教職員と学生が一体となって教育の質

向上に資することに課題が生じてきていました。

そのため、新学部の開設に合わせて、本学が第

一義とする自立学習者の育成を実現できるよう、

学生自らが学習成果を把握し、振り返りや活用が

できる新たなデジタル環境の構築に着手すること

となりました。

なお、文中の“KUIS”は本学の英語名称Kanda

University of International Studiesの略称で、「クイ

ス」と呼称しています。

２．取組みの概要

まず、全体の目指す方向を明確にするため、す

べての学習者がデジタル技術及びデータを学びの

パートナーとして効果的かつ適切に活用し、個人

及び社会のウェルビーイングを実現する「KUIS

DXビジョン」を掲げ、学生を中心としたすべて

のステイクホルダーがデジタル技術及びデータを

安全かつ適切に利用できる統合的デジタル環境の

構築を目指すこととしました。（図１参照）

取組みの中心として、LMSと連動した本学独自

のｅポートフォリオ（以降、KUISポートフォリ

吉野　知義

KUIS DX Experience
〜デジタル・パートナー・プラットフォームの構築〜

神田外語大学　
学術・研究支援部ゼネラルマネージャー

図１　神田外語大学　デジタルを活用した大学・高専教育高度化プラン
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オ）を開発・運用し、学習者を中心として正課

内・外を含むあらゆる学習機会において多様なス

テイクホルダーと学び合うデジタル・プラットフ

ォームを構築していくことを計画しました。

さらに、個別最適化された学びを実現するため

に、キャンパス内の学習施設の利用状況等の「人

の行動履歴」と、学習を支える設備や教材等の

「モノに関する履歴」を含む統合データシステム

を構築し、学習者がデジタル技術とデータを積極

的活用することで質の高い学修を保証し、生涯に

わたって学び続けることができる自立学習者の育

成に寄与することを目指しています。

３．重点施策

KUISポートフォリオに加えて、全体計画では

下記の６つを重点施策として設定して計画を立て

ています。（太字はPlusDX補助での取組み事業）

①　感染症対策を含めたオンライン及びハイブリ

ッド型学習環境のさらなる向上

②　LMSと連動したKUIS ポートフォリオの構

築及び運用

③　感染症対策を含めたキャンパス内での人の行

動履歴の収集と情報活用

④　感染症対策を含めたキャンパス内での「モノ」

の動きに関する情報収集と活用

⑤　全学デジタル技術・データ活用基盤環境

「KUIS Digital Platform」の構築及び運用

⑥　上記の運用を効果的に機能させるための人材

育成及び教職員等の能力開発

中心となる②は、Salesforce社の高等教育機関

向け製品であるEducation Cloudを基盤とした

KUISポートフォリオの開発・運用、Google

Classroomとの連携、そしてキャンパス内での学

生の行動に関するデータを収集・活用するための

施設入退館履歴システムで構成されています。

その核となるKUISポートフォリオでは、学習

者の「学びのパートナー」としてゆたかな学習体

験と自立学習を支えることを目的とした、他には

類をみない機能を持つユニークなｅポートフォリ

オとなっています。その機能として、授業等の正

課の学習機会に加え、クラスメイトやアドバイザ

ーとの学び合いや、キャンパス外のステークホル

ダーとの学外活動を含めた多様な学習活動に関す

る情報を統合的に可視化するだけでなく、学習者

が自身の学習を多面的な角度から把握し、さらな

る学習活動に連続させるための「学びのサイクル」

を提供しています。

このように、本学のDX推進計画では、学習者

の生涯にわたる学びを支えるデジタル・プラット

フォームの構築を目指し、キャンパス内に設置さ

れた各種ハードウェアやインターネット環境、キ

ャンパス内外を問わず利用するPC、スマートフ

ォン等の端末、LMSを含むクラウド・アプリケー

ションサービス、さらにはKUISポートフォリオ

等を有機的に統合し、デジタル技術の利用を通じ

て生成される膨大なデータを効果的かつ適切に活

用することで、学習者に高度な学習体験及び教育

機会の提供を実現するものとなっています。

４．期待される成果

本取組みは、研究・教育・業務全体を対象にし

たものであり、学内の各部門のみならず学校法人

及びステークホルダーとの連携を射程にした計画

であることから、全学的かつ多面的な効果が期待

されています。

すでに2020年度にはコロナ禍によるオンライ

ン授業実施において、非常勤教員を含めた多くの

教員がGoogle Classroom やZoom を活用し、これ

らを効果的に活用した授業設計に取り組んだ結

果、授業全体の目的及び到達目標がこれまで以上

に明確化され、学生・教員ともに高い授業満足度

及び習得度を実感できたことが、アンケート結果

より明らかとなっています。このことは本取組み

を継続的に実行することで一層の教育内容の高度

化につながることを実証していると考えられます。

また、2021年度以降は、KUIS ポートフォリオ

の運用が始まり、学習者が自身の学習に関するデ

ータを主体的に活用し、自らの学習に還元できる

ようになることで、学習者が自身の学びの特性を

メタ認知することが可能になり、卒業後も自らの

学びに責任を持つ自立学習者として自信を持って

活躍できるようになることが徐々に実現しつつあ

ります。

今後は、KUISポートフォリオの活用により、

教職員が担う教育活動や業務を適切に振り返るこ

とが可能となり、学習者それぞれの個別性に対応

した教育及び学習支援が可能になるため、教育内

容の一層の高度化が合わせて期待されています。

５．おわりに

コロナ禍により、学生の学習行動や生活様式が

大きく変容した今、デジタルの力を活かして本学

の教育の質向上を継続できるよう、様々な可能性

を模索し続けたいと考えています。
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学修者本位の教育の実現、学びの質の向上を目指した大学教育のDX構想（その３）

１．はじめに
本学では、建学の精神である『個性の伸展によ

る人生練磨』に則り、学生一人ひとりの能力を伸

ばす教育に力を入れています。経済学部・経営学

部の２学部の中に18の多様なコースがあり、学

生が興味・関心に応じたカリキュラムを履修でき

る体制を整えています。

2020年からは、コロナ禍での教育を模索し、

遠隔授業やLMSの導入等を実施してきました。情

報基盤が整ってくる一方で、対面・アナログで行

っていたことをオンライン・デジタル化すること

に留まっているなと感じていました。

そこで、文部科学省より『デジタルを活用した

大学・高専教育高度化プラン（Plus-DX）』の事

業公募が開始されたことをきっかけに、デジタル

だからこそ実現ができる教育を計画・実行するこ

とを決めました。

今回は、『デジタルを活用した大学・高専教育

高度化プラン（Plus-DX）』に採択された「『仲間

とともに個性を伸ばす』全学DXプログラム」を

紹介します。本学は九州・沖縄地区の私立大学と

して唯一の実施機関として選定されており、いわ

ゆる「地方私立大学」の取組み事例でもあると考

えています。

２．デジタル活用に至った課題
本学では、学生一人ひとりの能力

を伸ばす教育に力を入れてきました

が、学生の興味・関心や目標などの

情報をデジタルデータとして十分に

取得できていませんでした。また、

当時の大学の情報基盤は旧態依然と

したもので、大学のニーズに沿って

改修したり、データ分析したりする

ことが容易ではありませんでした。

例えば、学生の興味・関心や目標

などの情報を新規取得する、取得し

たデータを他のデータテーブルとリ

レーションを組む、複数のデータテ

ーブルを結合して分析をするといったことを実現

するには、その都度大きな改修費や作業期間をか

ける必要がありました。学生の興味・関心や目標

等、これまでに取得できていなかった情報を取得

し、それらのデータを分析し教育に活用すること

で、学生が興味・関心に合った目標を実現してい

くことをサポートする仕組みを実現できる情報基

盤を必要としていました。

３．解決策の計画・実行
２．で述べた課題を解決するために、どのよう

に学生の興味・関心や目標等の情報を取得し、大

学側が目標達成を支援するかアウトラインを検討

しました。検討の結果、学生の目標決定や達成に

必要なマイルストーンを個性（Personality）・知

識（Knowledge）・経験（Experience）、達成

（Achievement）と定め、それぞれの英語の頭文字

を並べて『PEAKモデル』と名付けました。（図

１参照）

まずは学生自身が自分の興味・関心といった

「個性」について考え、それに合った授業を履修

する等で「知識」をインプットし、知識を様々な

「経験」を通してアウトプットする。それを繰り

返すことで「目標達成」に至る、といった流れで

田代　雄三

一人ひとりの個性を伸ばす目標・学修支援 
〜「日経大PEAK」の開発・導入〜

日本経済大学 
業務推進部長・准教授
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図１　目標達成モデル『PEAK』
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す。この『PEAKモデル』をコンセ

プトにシステム開発を行いました。

４．システム開発の要件
システム開発にあたっては、大学

や学生の様々なニーズに対応できる

柔軟性や、高度なデータ分析・活用

への応用力を備えた開発プラットフ

ォームを検討し、ローコードで開発

ができるプラットフォームを利用す

る方針としました。複数のローコー

ド開発プラットフォームを検討した

結果、CRM（Customer Relationship

Management）基盤としてグローバ

ル展開しているSalesforceを活用することを決定

しました。SalesforceはEDA（Education Data

Architect）という教育機関向けのデータアーキテ

クトを持っており、米国ではトップレベルの大学

を含め、教育機関にも幅広く普及しています。今

ではEducation Cloudの名称で日本国内に展開して

います。

Salesforceを開発プラットフォームとして利用

することに決めた理由は、ノーコードで学内の教

職員が改修できる範囲が非常に大きく柔軟性が高

かったことがあります。また、分析機能が優れて

おり、標準の分析機能でもExcelのピボットテー

ブルで可能なレベルの集計・分析は画面上で即座

に実行できます。さらに、BI（Business

Intelligence）として定評のあるTableau

（Salesforceのグループ企業）と相性がよく、

複数のデータテーブルを結合して高度な

分析やデータの可視化を行うことが、こ

れまでよりもずっと簡単になりました。

開発は教育機関向けのSalesforce開発支

援実績が多かったコンサルティングファ

ームをパートナーとして行いました。ロ

ーコード開発プラットフォームであるこ

とを活かし、最初に要件定義を固めきる

ウォーターフォール型の開発ではなく、

機能ごとに画面イメージを確認しながら

要件を固めるアジャイル型の開発を行い

ました。

開発を進めていくにつれて、データ閲覧・集

計・分析を中心に利用する教職員はPCでの利用

が適切で、データ閲覧を中心に利用する学生はス

マートフォンでの利用が適切であることがわかっ

てきました。そのため、SalesforceのMobile

Publisherという製品を導入して、学生向けには

iOS・Androidアプリとしてリリースする形を取り

ました。学生向けにSalesforceという名称はわか

りにくいので、『日経大PEAK』と名付け、学生

に利用してもらっています。（図２参照）

５．運用・定着に向けて
最後に、この新しい仕組みをどのように運用・

定着を目指しているのかをお話します。アプリを

リリースしただけでは、自主的に興味・関心や目

標を入力する学生は少ないだろうと予想できまし

た。したがって、本学では1年生からゼミに所属

するため、ゼミの中で目標設定や進捗管理をする

運用方法を取りました。教員の先生方に研修をさ

せていただき、運用・定着に取り組んでいます。

（図３参照）

図２　iOS・Androidアプリ『日経大PEAK』

図３　ゼミでの目標設定・振り返り

リリース初年度は６〜７割の学生が利用するに

留まりました。目標を入力はしたが、進捗確認や

振り返りができていないケースも多くあります。

データが増え、分析・活用ができる機会が増えて

いけばさらに役立ちを高めていくことができま

す。学生が目標達成し、希望する進路に進めるよ

う新しい仕組みの定着に粘り強く取り組んでいき

ます。
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学修者本位の教育の実現、学びの質の向上を目指した大学教育のDX構想（その３）

１．はじめに

大阪公立大学（以下、本学）は、2022年４月

に大阪府立大学と大阪市立大学とが統合してでき

た大学です。新型コロナウィルス感染症パンデミ

ックが起きたのは、まさに統合の準備を進めてい

る真っ最中でした。教職員の負担面を考えると最

悪のタイミングではありましたが、一方で、大学

全体のDX化がまさに必要とされるタイミングで

あったとも言えます。本稿では、そのような状況

下で「デジタルを活用した大学・高専教育高度化

プラン」に採択された大阪府立大学の取組みにつ

いて、簡単に紹介します。

２．取組み概要

大阪府立大学では、以前より、オンライン上の

学習・教育基盤プラットフォームとして「学習・

教育支援サイト」を運営し、LMSや出席管理シス

テムとの一体的な運用、学習・教育ポートフォリ

オ機能の提供などを行ってきました（次ページ図

１）。そして、コロナ禍と大学統合によって、こ

のプラットフォーム上に展開するシステムの重要

性は、大きく増すこととなりました。

そこで、これらシステムの機能を強化し、この

プラットフォームを中心に行われる教育と学習の

高度化をさらに推し進めるための取組みを、「守

りのDX」として進めていくことにしました。ま

た、学内で議論が進められているスマートユニバ

ーシティ構想に繋がる新たな挑戦的取組みとし

て、このプラットフォーム上に蓄積されるデータ

を含む様々な教育データをAI分析し教育学習支援

につなげる試みを、「攻めのDX」として進めてい

くことにしました。

３．「守りのDX」

「守りのDX」として進めた取組みは、以下の

２つの取組みに大別されます。

取組１　対面型授業における教育手法の高度化推進

コロナ後の多くの授業は、対面の形に戻ってい

くことが予想され、実際にそうなりつつあります。

一方で、コロナ禍によるオンライン授業の経験を

通じて、授業内外でのICTの有用性と重要性に多

くの人が気づくことになりました。そこで、対面

型授業において、ICTを活用した教育手法の高度

化を進めるため、以下の取組みを行いました。

・ ICT活用支援体制整備

大学統合後の本学では、学生はPC必携となり

ました。そこで、PCや大学で利用するシステム

の利用方法に関する問い合わせの急増を見込み、

チャットボットを導入するなどサポート体制を充

実させました。また、教員向けには、反転授業の

セミナーを開催するなど、新たな教育手法の周知

を図りました。

・Webクリッカー開発

授業でのアクティブラーニングを支援するツー

ルの一つであるWebクリッカーの追加機能開発を

行いました。選択式・記述式に加えて描画式の回

答を可能にするとともに、各授業回・授業科目全

体・各受講生のアクティビティを可視化して授業

改善等に活かせるようにしました。また、LMSと

のデータ連携により、正規の授業科目以外でも利

用できるようにしました。

・看護学習支援システムVR教材開発

先駆的なデジタル教材として、大阪府立大学で

は、2007年より「看護学習システム」（通称CanGo）

上で看護事例動画教材を学生に提供してきまし

た。これを、Webテクノロジーの進展に追随する

星野　聡孝

統合的学習・教育支援プラットフォームを核とした
自律的学習者支援と教育高度化支援

大阪公立大学
国際基幹教育機構教授
教育学修支援室　教育支援系システム部門長



15JUCE Journal 2022年度 No.4

特　集

図１　大阪府立大学の取組み概要

形で機能強化し、個々の学生の学習履歴の保存と、

学生間の比較ができるようにしました。加えて、

新規VR教材開発を行うとともに、より幅広い学

生に提供できるよう、運用体制整備を行いました。

取組２　自律的学習者育成の高度化推進

先に述べた通り、大阪府立大学の学習・教育基

盤プラットフォームは、学習・教育ポートフォリ

オ機能を備え、以前より進めてきた自律的学習者

育成の取組みの要となってきました。この取組み

をさらに推し進めるため、本学向けに追加を予定

していたショーケース機能について、その利用価

値を高めるための追加機能開発を行いました。具

体的には、運用管理者により成果物を個々の学生

のショーケースに一括登録する機能、タグ付け・

検索機能、教育成果物を蓄積するための教員用プ

ライベートショーケース機能などを追加しました。

４．「攻めのDX」

取組３　AIによる教育ビッグデータを活用した教

育学習支援の高度化推進

オンラインでの教育・学習活動やデータ収集が

活発になるほど、そこには様々なデータが蓄積さ

れていくことになります。これら教育ビッグデー

タの分析をうまく行うことができれば、学生への

きめ細かな履修指導や教育の内部質保証などに役

立つと考えられます。そこで、教務・入試・ｅポ

ートフォリオ、LMS、就職といったデータについ

て、AIシステムでの分析を繰り返して仮説検証を

行いました。これにより、学生の学修成果に関し

て幾つかの知見が得られた一方、収集するデータ

に関する課題も明らかになりました。

５．おわりに

本学では、新たに設置した教職協働組織「教育

学修支援室」内に「教育支援系システム部門」を

設け、「守りのDX」の成果を引き継ぐ形で、授業

内外でのICT利活用促進の取組みを進めていま

す。今後は、「攻めのDX」で得られた知見を踏ま

えながら、教育ビッグデータ活用についてさらな

る検討を行い、本学の教育DXのレベルをさらに

高めるための取組みを進めていきたいと考えてい

ます。
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１．はじめに
本学は、地域学部、医学部、工

学部、農学部の４学部からなり、

鳥取大学憲章に掲げる基本理念

「知と実践の融合」のもと、実学を

中心として地域の課題を解決し、

それを普遍的な知へと展開して我

が国及び国際社会に貢献してきま

した。現在、我が国では人口減少

と東京一極集中が進む中で、地域

の持続的な発展のため、地域にあ

る大学は地方創生に貢献すること

がますます強く期待されています。

本学では、「地域大学力」をキーワ

ードとして地（知）の拠点大学と

してのさらなる機能強化を進めて

います。その中で「教育力」のた

めのDXの目標は、総合的学生支援

（Quality of college Life）の充実、「自ら学ぶ」教

育の効果の最大化をキーワードとしています。

以上の取組みを進める中で、2020年度に文科

省「デジタルを活用した大学・高専教育高度化プ

ラン」の採択を受けました。本稿では、本プラン

の概要について紹介します。

２．取組み名称
総合的学生支援（Quality of College Life）の充

実を達成するLMS-eポートフォリオビルディン

グシステムの構築

３．大学全体のDX推進計画
本学における教育のDX化推進計画（申請時点）

（図１）では、以下の２点を柱としています。

・ 学生自らが学びと成長を促す仕組み

・ 現場実践力を修得させる授業の最適化や

学び場の提供

本事業は、教育のデジタライゼーションを進め

る双方の柱にかかる基盤となるシステムとして位

置付けています。システムを全学で活用できるよ

うに機能拡張するとともに、教育関連システム等

と連携します。全ての学生が、「自立的学びと経

験的成長の可視化」をもって学修成果を示す、教

育の人材育成デジタライゼーションを目指します。

４．取組みについて
本学では、これまでに学生の学修成果を可視化

し、１年間の学びの成果を振り返ってさらに発展

へ繋げるといった全学的なシステムがありません

でした。そこで、今回の事業採択を受け、申請時

における教育DX推進計画に基づき、次ページ図

２に示すような、学生の成長の実感と学修成果の

把握により「総合的学生支援（Quality of College

Life）の充実を達成するLMS-eポートフォリオビ

ルディングシステム」を構築することを目的に進

めています。本システム構成は、LMS→学修（フ

ォーマル学習、インフォーマル学習）→学修成果

の蓄積・可視化→自己アピールショーケースの作

成へと積み上げていくビルディングをイメージし

三好　雅之

鳥取大学における総合的学生支援
（Quality of College Life）の充実へ向けた

DX推進の取組み
鳥取大学
教育支援・国際交流推進機構　
高等教育開発センター准教授

図１　鳥取大学デジタルキャンパス構想及び教育のDX化（申請当時の推進計画）
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ています。正課であるフォーマ

ル学習を従実させることはもち

ろん重要ですが、一方で学習機

会に関する研究では、約70％

が学校教育外の学修であるイン

フォーマルによる学びともいわ

れています（Kimら,2013）。以

上のことから正課であるフォー

マル学習のみならず、インフォ

ーマル学習が促進される学修環

境を整備するとともに、その成

果をアピールでき、評価できる

システム構築を進めています。

５．具体的内容
今回の事業では、特に図２の

（１）〜（３）についてシステ

ム構築を進めています。

（１）AI解析による個別最適な学修方略のサポート

各学生への個別最適な学修サポートを実施する

ことを目的に、AI解析機能を導入しLMS中に表示

します。具体的な機能は、LMSや学務支援システ

ムに入力されている学修データ（希望職種、成績

得点、DP自己評価得点、授業アンケート等）か

ら未来のDP能力別修得度等の学修成果を予測し、

学修者へ提示します。学修者の「強み」を明確化

するとともに、留年予測等のデータを教員へ通知

し、未然に防ぐための必要なサポートを早期に提

供可能とします。これにより本学のデジタルキャ

ンパス構想の理念である「誰一人取り残さない地

（知）の拠点」の形成に貢献します。

（２）学修者ニーズに沿った多種多様な学びのコ

ンテンツの充実及びリコメンドシステムの導入

本学では学部編成上、教養教育における人文社

会分野の学修選択肢が少ない状況であり、学生ア

ンケートにおいても要望があり、学修コンテンツ

の充実が急務でした。そのため、フォーマル、イ

ンフォーマル双方の学びの充実のため、MOOC等、

様々な学びの分野を揃えた学修コンテンツが活用

できるよう、企業と連携を進めています。また、

多様なコンテンツがある中、学修者がニーズに沿

ったコンテンツを効率よく探すことができるよう

にするため、関連コンテンツのリコメンド機能を

構築し、効率的な学びへのアクセスを支援します。

（３）デジタルにおける社会性構築能力を涵養す

るバーチャルクラスルームの導入

当初はコロナ禍で学生が大学に来られない状況

でも学びを止めないことを目的とした導入でした

が、現在はバーチャル空間での授業やアバター同

士のコミュニケーションをはじめ、様々な活用を

始めています。例えば医学部のあるサークルでは、

学生が入院中の子どもたちへの学修支援や交流を

メタバース空間で創造しています。

６．今後の展望
本事業におけるAI解析による学修支援等を実施

するため、また、教学IRとしてのデータ分析を実

施するには、各システムに分散している教育関連

データを集める必要がありました。このため、デ

ータレイク構築と各システム間の連携も進めてき

ました。今回、全学共通のシステムを構築してき

たことで、各学部の分析ニーズにも応えられる体

制が出来上がりつつあります。本事業実施におけ

る学生の学修成果に関するモニタリングと分析を

進めながら、次のステップとしては、全学的な運

用に加えて、各学部の活用ニーズにも沿ったシス

テム構築に繋げることができたらと思います。

レコメンド機能に関しては、在学生のみではな

く卒業生にも活用してもらいつつデータを蓄積す

ることで、例えば銀行に就職した卒業生のログか

ら銀行で活躍するにはどのようなスキルが必要

で、どういうコンテンツで学ぶのがいいのかとい

うデータを収集し、在学生に還元できます。こう

いった発展的なログ活用を実践し、将来的には他

大学の学生ともログを共有することで、大学を超

えた学びを促進できると期待しています。また、

県や地域と連携しながら大学の学修コンテンツや

レコメンド機能を県民の皆さんや社会で働く企業

の方と共有するなど、誰もが学びたい時に学びや

すい環境を整備し、学びの一大コンソーシアムを

形成するといった地域貢献も進めていきたいと考

えています。

図２　LMS-eポートフォリオビルディングシステム概要図
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学修者本位の教育の実現、学びの質の向上を目指した大学教育のDX構想（その３）

１．はじめに

変化の激しい時代においては、自ら学びを進め

て常に自分の知識の幅を広げ、質を高め、仲間と

ともに課題解決に取り組んでいくことができる力

が不可欠です。こうした力を大学生に身につけさ

せようとするにあたり、種々のブレンディッド・

ラーニングは適した教育手法であり、こうした手

法を全学展開する取組みが急務であると言えま

す。さらに、この取組みを有効に機能させ、学生

を、学修の自己管理と学びのバージョンアップが

できる自律的学修者に育て上げるためには、様々

な教育実践の効果を丁寧に検証し、教育・学修成

果の測定と改善を重ね、より質の高い教育と学び

を生み出していく体制とシステムの整備が不可欠

です。

こうした考えに基づき、本学では教育DX化に

向けた取組みをコロナ禍前より行ってきました。

本稿では、機関全体のDX推進計画の概要説明の

後、2020年度に「デジタルを活用した大学・高

専教育高度化プラン」に採択された取組み（以下、

「Plus-DX事業」と表記）の全体像を紹介します。

２．機関全体のDX推進計画の概要

本学では、機関全体のDX推進計画として、情

報基盤の高度化と、学修環境・学修支援の高度化

を推進しています。このことを通じて、大学全体

のDXを加速させ、オンライン授業の高度化と、

次のステップとしてのブレンディッド・ラーニン

グの全面展開を目標としています。具体的には以

下の取組みを行っています。

①　新たなクラウドサービスと旧来の学内ネッ

トワークの双方に対応した認証基盤の導入

②　学内のあらゆる場所にWi-Fi環境を整備

③　全学生のPC必携化

④　BYOD化のサポート

⑤　LMSとe-ポートフォリオとを連携させた

新たな学修支援システムの構築

本学のPlus-DX事業は、①〜④の取組みを基盤

として、⑤の取組みを推進するものです。

３．Plus-DX事業の全体像

本学のPlus-DX事業は、種々のブレンディッ

ド・ラーニングを実践し、効果的で質の高い授業

と学修の在り方を追求するとともに、多面的評価

の実施により、明確な目的意識と自己評価能力を

身につけた自律的学修者を育成することを目的と

しています。

この目的を達成するために、以下に述べる３つ

の取組みを実施してきました。

（１）Plus-DX推進チームの設置

まず、Plus-DX事業の推進を統括するために、

教育DX担当学長特別補佐（現副学長）を中心と

したPlus-DX推進チームを設置しました。このこ

とにより、本学に適したブレンディッド・ラーニ

ングの検討と試行、新学修支援システムの整備、

授業実施のための支援、取組み成果の検証を組織

的に行う体制が確立しました。

（２）新学修支援システムとICT環境の整備

次に、ブレンディッド・ラーニングをより効果

的に実施することを可能にするために、Plus-DX

推進チームでの検討を経て、新たな学修支援シス

テムを構築しました。

ブレンディッド・ラーニングを通じて高い学修

効果を得るためには、学生自身が現在の学修状況

を確実に把握し、次の学びでどのような取組みが

必要かを自ら考えていくことが必要です。

そこで、新学修支援システムは、LMSにe-ポ

ートフォリオを連携させ、常に自身の学修状況を

石井　和也

ブレンディッド・ラーニングの推進と
多面的評価による自律的学修者の育成

宇都宮大学　
大学教育推進機構基盤教育センター准教授　
Plus-DX推進チーム
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と受講学生を対象としたアンケートを実施

するとともに、その結果と実践例を全学の

FDで共有しました。その際には、ブレン

ディッド・ラーニングと多面的評価を通じ

て成長実感を得られたということや、従来

型授業との違いに戸惑ったということな

ど、学生の生の声も紹介しました。さらに、

学外有識者との意見交換も行い、本学の取

組みを高等教育の大きな潮流に位置付ける

ことで、各教員の理解を深めることができ

たと言えるでしょう。

４．今後の展望

ブレンディッド・ラーニングの深化と拡

充に加え、下記の取組みを行います。

（１）カリキュラムの改訂と継続的な見直し

新学修支援システムを活用し、本学で養成する

汎用的能力「宇大スタンダード」を体系的に身に

つけさせることを目的として、主に１、２年次生

が受講する基盤教育科目のカリキュラム改訂を行

いました。今後、すべての学年において同様の目

的を達成するために、専門教育科目においてもカ

リキュラム改訂の検討が行われています。また、

新学修支援システムで得られた各種データをもと

に、カリキュラムの継続的な見直しを行うことも

予定しています。

（２）ディプロマサプリメントの開発

新学修支援システム上に表示されるレーダーチ

ャートにより、学生は「宇大スタンダード」の獲

得状況を視覚的に把握することが可能となりまし

た。これを学びの成果の１つとして示すディプロ

マサプリメントを開発しています。

新学修支援システムやディプロマサプリメント

を活用し、自らの学びや活動とその成果・課題に

ついて、自分自身の言葉で説得力のある説明がで

きるようになることこそが、自律的学修者の完成

と言えるのではないでしょうか。

５．おわりに

本稿では触れられませんでしたが、本学では

EMIRのさらなる推進も図っています。多様なデ

ータの分析に基づき、新たなシステムや、そのシ

ステムを活用して実施される教育を継続的に改善

し、より質の高い教育と学修を追求していきま

す。

図１　新学修支援システムにおける多面的な評価

意識できるシステムとして設計されました（図１

参照）。e-ポートフォリオは、学修プロセスにお

ける自己評価やピアコメント、ルーブリックを基

にした教員のフィードバックなどの形成的評価を

もとに、学生の学修状況を多面的に可視化するこ

とで、次の学びを学生自身が計画することを促す

ものとなっています。

こうした学修計画を立てる際には、評価に留ま

らず、第三者からの様々な助言があることが大き

な助けとなります。そこで、新学修支援システム

では、教員と学生間だけではなく、学生同士のコ

ミュニケーションを促す機能を実装しました。こ

のことで、着実に学びを進めるための学修コミュ

ニティの形成も図っています。

また、ブレンディッド・ラーニングを通じた学

修をより深化させるために、学修状況に応じたデ

ジタル学修コンテンツをいつでも利用できるデー

タベースを構築しています。これらの機能は、段

階的に活用が進むことにより、学修効果のさらな

る向上が見込まれています。

（３）授業での試行とFDの実施

最後に求められる取組みは、新学修支援システ

ムを活用したブレンディッド・ラーニングを実際

の授業で試行し、そこから明らかとなった成果と

課題を、FDを通じて全学的に共有することです。

このことを通じ、一人ひとりの教員が、自律的学

修者を育成するという意識を持ち、積極的にブレ

ンディッド・ラーニングを実践する状況をつくり

出すことが重要です。

そこで、複数の授業でブレンディッド・ラーニ

ングの実施と新学修支援システムの活用を試行し

ました。Plus-DX推進チームは、試行授業の教員
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学修者本位の教育の実現、学びの質の向上を目指した大学教育のDX構想（その３）

１．はじめに
本学は、日本初の情報工学部を設置以来「キャ

ンパスは情報社会のモデルであるべき」との基本

方針のもと、複合的学習空間の整備を進め、キャ

ンパス環境の充実と共に、各種サービスの情報化

とネットワークを活用した教育を推進してきまし

た。本学では、単純なデジタル化にとどまること

なく、共創空間の利用や教室設備の充実など、組

み合わせを別途考慮することで、キャンパスの多

様性を促進し、未来思考の「学びの環境」の構築

を目標としたDX計画を策定しました。

本稿では、「デジタルを活用した大学・高専教

育高度化プラン」（以下、Plus-DX）の本学の取

組みについて紹介させて頂きます。

２．本学における教育DXの推進
本学では、オンライン教育と対面教育を柔軟か

つ適切に組み合わせ、シームレスに連携させる環

境を構築するため、統合学修環境とその方法論を

整備することを重要視しました。つまり、学生

個々の環境や担当教員・対象科目に依らず、

・ 質が高く効率的な学習（学生にとっても

教員にとっても）

・ 時間や場所に拘束されない持続可能な学習

・ 学修者個々の違いに対応できる学修環境

・ 公平で効率的な学修達成度評価

・ グローバル社会に対応し社会環境の変化

に適応できる学修

の実現を目指します。そのための具体的な基盤整

備の課題として、本事業では、①対面教育とオン

ライン教育の有機的連携を可能とする学習データ

や多様なツールを統合的に管理するデジタル教育

基盤の確立、②時間・場所の制約を受けない実践

力習得を可能とする仮想演習環境の確立、③デジ

タル教育の準備および実践を効率化するための適

切なユーザインタフェースを持つ支援環境の確

立、等を推進することにしました。

３．取組み内容
（１）デジタル教育基盤の確立

学習活動や学習履歴といった学習データを分析

し活用するためには、各種処理システムの強化と

データの流れの最適化が必要です。また、学生の

学習活動や教員の教授活動をできるだけ細かく把

握するためには、システム間の連携も不可欠です。

そこで、複数のシステムやサービスを統合的に管

理する「デジタル活用仮想基盤」を整備（図１参

照）しました。そのうえで、拡張性や柔軟性に優れ

た認証システムを構築しました。採用した認証シ

ステムは、オープンソースソフトウェアであるた

め、他の教育機関での導入も容易であり、必要な

ノウハウを本学から提供することもできます。

大西　淑雅

学修活動分析を利用した教育高度化のための
デジタル活用仮想基盤整備

九州工業大学
情報統括本部情報基盤センター准教授
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図１　デジタル活用仮想基盤整備の概要

（２）演習環境の確立

本学では、2019年度入学生からノートパソコ

ンを必携とし、個人が管理する情報デバイスを活

用した学習活動を推進してきました。一方、理工

系大学では実験や演習を伴う科目も多いため、こ

れらの環境をどのように実現するかが課題となっ

ていました。本取組みでは、「デジタル活用仮想

基盤」のリソースを使って、Linuxの演習環境を
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提供・管理する仕組みを試行しています。具体的

には、Webブラウザで演習用サーバに接続し、デ

ータベースやサーバ構築などの情報演習を行うこ

とを目指しています。

（３）デジタル教育の効率化

①　ツール間連携
複数のビデオ会議サービス（Zoom,WebEX）を

シームレスに活用できるように、認証システムを

経由した利用法と学習支援サービス（Moodle）

からLTI（Learning Tools Interoperability）経由で

の利用法の２つを用意しました。Zoomについて

は、会議主催者（ホスト）をすべての教職員およ

び学生に付与し、教職員の授業や会議での活用に

加え、学生の自主利用も可能にしました。学年や

所属情報を認証システム（Keycloak）に提供する

ことで、利用の制限や許可もコントロールするこ

とができます。

②　Moodle間の連携プラグイン
利用目的の異なる複数のMoodleを、教員や学

生が手軽に利用できるように、Keycloakを用いた

SSO認証をはじめ、異なるMoodleシステム間にお

けるコースの複写（バックアップ＆リストア）が

できるように、API機能を持つプラグインを開発[1]

しました。これにより、コースの再活用や共同開

発が行いやすくなります。また、学生向けの復習

専用のMoodleや学生が過去に提出したレポート

などの参照が可能なMoodleなどの運用も可能に

なります。また、将来的には大学連携による教材

配信も可能なプラグインとしました。

③　エフォート把握と教材検索機能
学生の学習負担を教員が簡単に把握し、適切な

課題設定（分量や締め切り）が可能な仕組みを、

Moodleのプラグインとして開発[2]しました。これは、

学生の学習エフォート状況を簡易に観測する仕組

みとしても使用でき、学生の学習指導への活用へ

の展開も可能です。その他にも、教員が作成する

コース上の教材の構成状況を許可されたユーザー

が把握あるいは検索できるプラグインも併せて開

発しました。このプラグインは、デジタル教材の

再活用などを図る目的もあると共に、コース間の

連携を支援する際への活用も計画されています。

４．データの収集と分析ツールの充実
学習／教育／活用データの一元収集に向け、デ

ータレイクとデータウェアハウスとなる基盤の整

備にも着手しました。これは、教学IR専任教員が

戦略的な分析を、教育DX専任教員が学習分析

（LA）を進めていくために、不可欠な基盤となり

ます。さらに、大学内に散在していた様々なデー

タを収集し、データ分析の処理の効率化を図るため

に、データ成形などを行うETL（Extract Transform

Load）ツールも別途、導入しました。これにより、

様々な教育ツール群からのデータを収集し、デジ

タル教育の分析が可能な環境の提供が可能とな

り、既存システムとの連携も強化できました。な

お、国際標準化を意識しLRS（Learning Record

Store）への収集も引き続き行い、収集データ項

目の拡張についても、持続的に検討を進めています。

５．今後の展開
学習支援サービス（Moodle）を核とした教育

の定着を図るために、分析項目の多角化と学生・

教員へのデータ提供・提示などを進めていく予定

です。他大学の分析手法や活用事例を参考に、即

時性の高い分析結果の提示方法の開発とその自動

化を目指します。将来的には、クラウドサービス

上の分析機能（API／LTI）の活用し、学生個々

人に適した学習アドバイス（分析結果）の提供、

学習・教育に関する支援機能の充実を構想中です。

６．まとめ
デジタル教材や教育ツールといった教育／学習

コンテンツの充実とその活用方法の確立するため

には、教職員に対しても持続的に提供可能なデジ

タル教育環境の構築と効率的な連携が必要です。

今回整備したデジタル活用仮想基盤を足掛かり

に、教職員の教育の質向上と生産性の向上を支援

し、教育の高度化に努めます。また、DX推進室

では、Kyutech DXビジョンとして、さらなる計

画の充実を検討しています。

なお、Plus-DXの趣旨に従い、本事業で開発し

たプラグインや機能などは、無償での公開を予定

しています。また、他機関との連携を深め、学習

データの活用と分析結果の活用についても、広く

情報の交換と発信を行う予定です。
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学修者本位の教育の実現、学びの質の向上を目指した大学教育のDX構想（その３）

１．はじめに
本学は早期からLMSとして導入し、基本を対面

授業としつつも、立地の問題から非常勤をお願い

しづらい分野を中心にｅラーニングの導入を進め

てきました。また近年「デジタルを活用した大

学・高専教育高度化プラン（Plus-DX）」と「デ

ジタルと専門分野の掛け合わせによる産業DXを

けん引する高度専門人材育成事業」の採択を受け、

さらに教育のデジタル変革を進めています。

Plus-DX事業では、学内各部署に散らばる学生

の学修データを統合して教育改善にすぐに活用で

きるようにすることを一つの柱としています。こ

れは近年様々な大学から報告がある学修情報の利

活用体制の整備であり、特異なところはありませ

ん。こうした環境整備については、導入のための

導入ではなく、現場でそうした情報を実際に活用

する実装のための参考となる興味深い報告も多く

出ています（例えば田尻慎太郎、堀川靖子著「分

権型教学IRを成立させるための構成要素」）。本学

の試みで多少なりとも独自の点があるとすれば、

学生が各分野で鍵となる概念をどの程度把握でき

ているかを可視化するための仕組みの開発を進め

ているところでしょうか。これは英語圏では（日

本で言う）レポートの自動採点（採点補助）の仕

組みが早くから発達しているのを参照しつつ、類

似のアプローチで、学生と教員が少ないコストで

諸概念の理解の状況を簡単に（ある程度）アセス

メントできる環境を構築できないかというもので

す。ただ、ChatGPTのような大規模言語モデル

（LLM）の急速な普及は、こうしたアプローチを

高度に発展させられる可能性を示すと同時に、

LLMが当たり前に生活に組み込まれるようになる

時代に、卒業生たちが何をどのようにできるよう

になっていくべきかの再検討を迫ります。

また後者の事業では、伝統的に身体のふるまい

を見て真似て学ぶことが重要である介護の現場に

おいて、身体のふるまいを計測・可視化し、より

短期間で修得することができる仕組みを構築して

います。

しかし、デジタル変革においては――他の多く

の変革・改革同様に――他の組織での事例は参考

になるにせよ、そのまま持ってきてもシステムの

導入（購入）に留まることが多く、それを避ける

ためには、各組織の理念と目的に照らして自らの

現状を把握し、その組織固有の状況において何を

何のためにどうしたいかを明確にして、具体的な

ステップを描く必要があります。そこで本稿では、

デジタル変革を進めるにあたって見えてきた課題

を共有したいと思います。

２．デジタル変革の罠
（１）「自動化すなわちデジタル変革」という罠

デジタル変革（DX、デジタル・トランスフォ

ーメーション）へ至る段階を、①組織において流

れている情報をデジタルへ置き換えること

（digitisation）、②業務プロセスを自動化し効率化

すること（digitalisation）、③組織をデジタル変革

すること（digital transformation）の三段階で整理

する構図は広く知られています（例えば井上雅裕

編著（2022）『大学のデジタル変革――DXによ

る教育の未来』1.2参照）。この図式は、後の段階

が前の段階を前提とすることを強調します。その

際、②から③への移行について、段階②を重ねれ

ばいつの日か革新的③が到来するかのように語

り、まずはとにかく②までを実現することだと目

標が示されることがあります。しかし、現在の業

務を闇雲にデジタル化すれば良いのかといえばそ

うではありません。アプローチを間違えると、次

の段階への準備とはならない場合があることも同

時に指摘されています。

例えば、TRONプロジェクトやIoTと通底する

ユビキタス・コンピューティングで知られる坂村

健は、2021年出版の『DXとは何か』（角川新書）

の中で、業務プロセスを自動化し効率化すること

につながるように見えるRPA（Robotic Process

Automation）の両義性を指摘して、次のように述

べています。

「だが本来、仕事のやり方から見直してネット

関沢　和泉

デジタル変革に必要なこと
〜東日本国際大学の経験から〜

東日本国際大学
高等教育研究開発センター・副センター長
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なく業務量も増える――は、すでにこの時代にも

課題となっていたことになります。今日的には、

機械可読であることと人間によって読みやすいと

いうこととは別であるということを組織内で共有

できるかどうか。他の媒体（紙）で訓練された目

線からすれば（相対的に）見栄えが悪いことを許

容できるか（かつてヨーロッパで活版印刷術が使

われ始めた時、当初は手書き写本のレイアウトや

書体を真似していました）どうか。さらには「投

下した労働（手を動かした数）が多いほど勤勉に

働いた証拠である」という評価基準の変革も課題

となるかもしれません。

３．教育はデジタル変革を許容できるか
加えて、英国政府のデジタル化に尽力した人た

ちはイノベーションという罠――デジタル変革と

は何かあたらしいことをすること（イノベーショ

ン）であると考えてしまい既存業務の変革に繋が

らない――をあげています（アンドリュー・グリ

ーンウェイ他、岩嵜博論監訳（2022）『PUBLIC

DIGITAL――巨大な官僚制組織をシンプルで機敏

なデジタル組織に変えるには』）。結果として、既

存業務の変革を要求しないイノベーションは、デ

ジタル以前の組織運営を続ける組織でも奇妙に同

居しうるということにもなります。

しかし、デジタル変革は、より根本的な課題を、

高等教育に限らず、教育機関全体に突き付けてい

ます。

ディプロマ・ポリシーからさかのぼって各授業

を設計していく手法は伝統的なウォーターフォー

ル型の開発手法です。それに対してデジタル変革

は一般にまず作成・公開し、その改良を短いサイ

クルで重ねるアジャイル型の開発手法と相性が良

いとされ、上述の英国政府のデジタル化プロジェ

クトでも活用されました。この２つの手法には根

本的な考え方の違いがあります（デイビッド・フ

ァーリー、長尾高弘訳（2022）『継続的デリバリ

ーのソフトウェア工学』）。

「ウォーターフォールスタイルの思考は、『十

分に考えれば／仕事すれば、最初から正しい結果

が得られる』という前提からスタートします。

アジャイルの思考はこれを逆転させます。私た

ちは間違うことを避けられないという前提からス

タートするのです。『私たちはユーザーが望むこ

とを理解できない』、『最初から正しく設計するこ

とはできない』（……）」

そのため、間違いが起きては困るような伝統的

な公共工事には向かないとされるわけですが、教

育はどちらでしょうか。真剣に教育のデジタル変

革に向き合うと、そのような問に直面します。組

織として（国として）この問に一定の態度を決め

る必要があります。

連携できるシステムに変えれば、人間が行う操作

をなぞらえなくても、やりたいことをストレート

に実現できる。（……）こちらがDXの本筋だが、

日本はそれをしないで済ますためのRPAに飛びつ

いている。

日本の真のデジタルは、RPAを捨てる決断をし

たところから始まる。」

つまり、RPAは、これまで人間が行い自動化し

づらかったルーティーン業務（たとえばあるシス

テムからExcelによるレイアウトに凝った帳票を

出力して、分析のために一定の加工をするといっ

た業務が想定されます）を代替することを想定し

て導入されるわけですが、これらは人間が行うた

めに生じていた業務を場合によってはやや無理を

してデジタル化することであるため、デジタルに

よる変革につながらず、無駄な手続きをそのまま

残すだけにつながりかねないというわけです。本

当にするべきことは、データの流れを地図に描き、

各地で行われている業務を整理し、RPAが不要と

なるようなフローを構築することです（上の例で

あれば、帳票を作成せず、そのまま機械可読なデ

ータを次のプロセスへ流す）。だとすれば、それ

は単に新製品を購入すれば良いということではな

く、組織のなかでの情報の流れと生成・加工に関

する深い分析と、場合によっては各部局との長い

交渉が必要な作業であるということになります。

（２）「芸術活動としての文書事務」という罠

以上のようなプロセスこそが変革に重要である

ことは、1963年に「情報産業（論）」という言葉

により反響を呼んだ人類学者の梅棹忠夫によって

1960年代にすでに指摘されていました。彼は現

在『日本語と事務革命』というタイトルでまとめ

られている論文集において、タイプライターの発

明により欧米をはじめとした表音文字圏で19世

紀末から20世紀にかけて生じた事務作業（ビジ

ネス）への革命的な変化と、その成果を複雑な書

記体系を持つ日本語の世界にそのまま持ち込むこ

との困難から生じた停滞状況を分析しています。

たとえば同書所収「文書革命の現実と将来」で

1961年にすでに次のことを指摘していました。

「一般的にいって、日本の文書事務の実情は、

ほんとうは事務というようなものではない。それ

は、しばしば芸術活動の一種である。あるいは、

ひとつひとつの文書が文学的創作にも似た、高度

の知的活動の所産なのである。それは、事務のな

がれを管理するためのシンボルのながれという、

もともとの事務の要求を、はるかにうわまわる高

級な活動となっているのである。」

つまり、今日いわゆる「神Excel」の問題とし

て指摘されるような課題――素晴らしくレイアウ

トされた紙の文書を電子上で再現することを目的

とした結果、データの再利用が難しくなるだけで
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数理・データサイエンス・AI教育の紹介

数理・データサイエンス・AI教育プログラム認定制度は、学生の数理・データサイエンス・AIへの

関心を高め、それを適切に理解し活用する基礎的な能力（リテラシーレベル）や、課題を解決するた

めの実践的な能力（応用基礎レベル）を育成するため、数理・データサイエンス・AIに関する知識及

び技術について体系的な教育を行う大学等の正規の課程（教育プログラム）を文部科学大臣が認定及

び選定して奨励するものです。これにより数理・データサイエンス・AIに関する基礎的な能力及び実

践的な能力の向上を図る機会の拡大に資することを目的としています。

令和４年３月15日から５月20日までの間、「数理・データサイエンス・AI教育プログラム（リテラ

シーレベル）」の公募において、大学、高等専門学校139件申請があり、139件認定されました。また、

認定された教育プログラムの中から、先導的で独自の工夫・特色を有するものを「数理・データサイ

エンス・AI教育プログラム（リテラシーレベル）プラス」として７件が選定されました。これにより、

本制度における「認定教育プログラム（リテラシーレベル）」は217件、｢認定教育プログラム（リテ

ラシーレベル）プラス」は18件となっています。

本協会では、令和４年度の「認定教育プログラム＋（プラス）」７件の内、大学６件の取組みにつ

いて大学に協力を依頼し、提供いただいた教育実践などの取組みを（「その４」）などとして順次紹介

することにしています。また、令和４年度に初認定の「認定教育プログラム（応用基礎レベル）プラ

ス」は、本協会機関誌の令和５年度において順次紹介する予定にしています。

以下に「認定教育プログラム（リテラシーレベル）」、｢認定教育プログラム（リテラシーレベル）プ

ラス」の要件を掲載します。

｢数理・データサイエンス・AI教育プログラム
（リテラシーレベル）プラス」選定校における

教育実践取組みの紹介（その４）

● 認定手続き等

• 審査は外部有識者（内閣府・文部科学省・経済産業省が協力して選定）に

より構成される審査委員会において実施

• 審査の結果を踏まえ、文部科学大臣が認定・選定

• 取組の横展開を促進するため、３府省が連携して認定・選定された教育プ

ログラムを積極的に広報・普及

●　スケジュール

３月：公募開始 ５月：申請受付締切 ７〜８月：認定・選定結果の公表

プラス選定要件：大学等の特性に応じた特色ある取組が実施されて
いること
認定教育プログラム プラス ((MDASH-Literacy+)の認定手続き等

（「数理・データサイエンス・AI教育プログラム認定制度（リテラシーレベル）概要」より転載）

• 大学、短期大学、高等専門学校の正規の課程

• 学生に広く実施される教育プログラム（全学開講）

• 具体的な計画の策定、公表

• 学生の関心を高め、かつ、必要な知識及び技術を体系的に修得

（モデルカリキュラム参照）

• 学生に対し履修を促す取組の実施

• 自己点検・評価（履修率、学修成果、進路等）の実施、公表

• 当該教育プログラムを実施した実績のあること

認定教育プログラム（MDASH*-Literacy）の認定要件
（「数理・データサイエンス・AI教育プログラム認定制度（リテラシーレベル）概要」より転載）
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和歌山大学の数理・データサイエンス・AI教育プログラム
～実践的教育を軸とした文理隔たりのない体系的な取組み～
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図１　本学の教育プログラムの体系

では、Pythonを使用プログラミング言語としてい

ます。

次に、筆者たちが展開する数理・データサイエ

ンス・AI教育プログラムの特徴を整理して以下に

示します。

【特徴１】体系化された新しい科目群の提供
特徴１は、図１でも示したように、体系化され

た科目群の提供です。

皆さまのご所属では、既存科目の組合わせによ

る教育プログラムの構成を検討されることが多い

のではないでしょうか。本学では、今回、全学的

な方針の下、すべての構成科目を新規に立ち上げ

ることができました。教育に割ける資源が限られ

るなか、これは幸運なことでした。結果として、

教育プログラム全体を筆者たち自身が設計し、新

しい授業を創り、体系を整えることができたと考

えています。

【特徴２】すべての学部生が受講できる全学授業
特徴２は、学部生向けのすべての構成科目が、

１．はじめに
本稿では、本学における数理・データサイエン

ス・AI教育の取組みを紹介いたします。数理・デ

ータサイエンス・AI教育プログラムの作成にこれ

から取り組む、あるいは、すでにあるプログラム

の改善を考えている大学等担当者さまを読者とし

て意識しています。皆さまの一助になれば幸いです。

２．本学の数理・データサイエンス・AI
教育
図１に、全学向けに開講している本学の数理・

データサイエンス・AI教育プログラムの全体構成

を示します。本学では、数理・データサイエン

ス・AI教育プログラムを2019年度に立ち上げま

した。

当初から計画した科目は、「データサイエンス

への誘いA/B」「データサイエンス入門A/B」「デ

ータサイエンス基礎」（2020年度〜）「データサ

イエンス応用」（2020年度〜）「データサイエン

ス実践」（2021年度〜）「実践的データマイニン

グ１」「実践的データマイニング２」です。「人工

知能の初歩」「人工知能概論」「数理・データサイ

エンス・AI活用PBL」は、後から追加しています。

次ページ図２に、各科目の概要を示します。学

部１年生前期「データサイエンスへの誘いA/B」

は、講義とExcelによる演習を中心に構成してい

ます。「データサイエンスへの誘いA/B」は、

2022年度までは全学必履修科目です。2023年度

からは全学必須科目になります。学部１年生後期

「データサイエンス入門A/B」以降は選択科目で

す。「データサイエンス入門A/B」では、Rを使い

ます。学部２年生「データサイエンス基礎」以降

和歌山大学
データ・インテリジェンス教育研究部門部門長
システム工学部教授

吉野　　孝
西村　竜一
三浦　浩一

和歌山大学
データ・インテリジェンス教育研究部門講師

(左から　吉野、西村、三浦）
和歌山大学
データ・インテリジェンス教育研究部門講師
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画教材を視聴、繰り返し復習できることは、プロ

グラミングの演習等では大きなメリットになって

います。

【特徴４】実データを利用できる実践的授業
最後の特徴がもっとも重要です。本学の教育プ

ログラムでは、授業の中で実データを利用するこ

とにこだわっています。また、文理隔たりなく、

学生が参加しやすくなるように、具体性を伴う内

容の授業を展開するようにしています。

たとえば、「データサイエンス応用」では、「青

空文庫（著作権がきれた小説）」や「Wikipedia日

本語版ダンプデータ」、「声優統計コーパス」等の

オープンデータを活用しています。

また、非公開データが対象となりますが、「デ

ータサイエンス実践」では、「株式会社オークワ

（和歌山県を中心に近畿地方や東海地方で展開し

ているチェーンストア）」からご提供を受けた

ID-POSの加工データを扱ったデータマイニング

を実践します。

大学院の「実践的データマイニング１」は、オ

ークワとの協働をさらに発展させた授業です。膨

大な匿名加工済みID-POSデータを利用します。

それだけではなく、オークワ担当者が授業に常駐

全学向けに開講されていることです。

本学は、教育学部、経済学部、システム工学部、

観光学部の４学部で構成されています（2023年

４月からは、社会インフォマティクス学環を加え

て、４学部１学環）。所属に関係なく、すべての

学生を受け入れるために、教養教育と専門教育の

接続を目的に本学が独自に設置した「連携展開科

目」という全学向け科目の枠組みにプログラム構

成科目を配置しています。

なお、大学院生向け科目については、これまで

に、システム工学研究科、経済学研究科、観光学

研究科の大学院生が履修できるようになっています。

【特徴３】オンデマンド型オンライン授業の活用
特徴３は、構成科目の多くは、動画を活用した

オンデマンド型のオンライン授業であることです。

全学（本学では、１学年がほぼ1,000人）を受

け入れるためには、授業の履修人数上限を撤廃す

る必要がありました。そのため、グループワーク

を伴う一部の科目を除き、教室等の物理的な制約

を受けることが少ないオンデマンド型オンライン

授業に授業の形態を統一することにしました。

後述するように、オンデマンド型授業であって

も双方向性は確保しています。また、何度でも動

 

 

 

 
図２　数理・データサイエンス・AI教育プログラムの授業内容（概要）
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し、スーパーマーケットの経営や現場の知識を聞

くことができるようになっています。

もう一つの大学院向け授業の「実践的データマ

イニング２」では、「株式会社紀陽銀行（和歌山

県に本店を置く地方銀行）」からの協力を得てい

ます。加工がされているとは言え、貴重で膨大な

銀行データ（匿名加工済みATMデータ）を利用

できる授業は、他にあまり類がないと思います。

また、この授業でも企業の担当者が常駐し、学生

からの質問や疑問に答え、銀行業に関わる具体的

知識を教えています。

これらの取組みを実現するために、本学では、

データサイエンス分野における連携協定を以下の

ように企業、自治体、官公庁と締結しています。

・　2018年、株式会社オークワ、株式会社サイ

バーリンクスとの連携協定

・　2018年、総務省統計局、（独）統計センター、

和歌山県との４者連携協定

・　2019年、株式会社紀陽銀行、紀陽情報シス

テム株式会社との３者協定

このうち、県内のIT企業「株式会社サイバーリ

ンクス」からは、数十人規模の演習で、機械学習

を同時実行可能な高性能コンピューティング環境

のご提供をいただくとともに、大学院授業の受講

生サポートに参加していただいています。

2018年に和歌山市内に開設された「総務省統

計局統計データ利活用センター」には、「データ

サイエンスへの誘いB」の中で「公的統計データ

の利活用」という題目の講義をセンター長にご担

当いただいています。また、「和歌山県データ利

活用推進センター」からは、学部１年生向けの

「データサイエンス入門A/B」の教材提供のご協

力をいただいています。

３．「リテラシーレベルプラス」の認定
本学は、2021年度に文部科学省｢数理・データ

サイエンス・AI教育プログラム（リテラシーレベ

ル）｣に認定されました。早期に申請ができたた

め、第1回の11件に選ばれています。

また、2022年度には、「数理・データサイエン

ス・AI教育プログラム（リテラシーレベル）プラ

ス」に認定されています。「リテラシーレベルプ

ラス」の認定には、先導的で独自の工夫・特色の

ある教育プログラムが求められます。本学の教育

プログラムは、『地元企業提供のデータを利用し

た演習など、学生意欲の向上・学習効果が認めら

れる取組みを行うとともに、身近なLINEや

YouTubeを活用し、補完的な教育だけでなく、接

点の強化に繋がる取組みを実施している。（公表

された選定結果から引用）』ことが特色として評

価されています。

なお、本学の教育プログラムの構成科目のうち、

リテラシーレベルの科目は、「データサイエンス

への誘いA/B」です。それ以降の学部生向け科目

は、応用基礎レベルに相当します。本学では、応用

基礎レベルの申請を2023年度に予定しています。

４．「リテラシーレベルプラス」の特色
ここからは、本学の特色として評価されている

取組みを具体的に紹介いたします。

（１）企業・自治体・官公庁との連携

リテラシーレベルの「データサイエンスへの誘

いA/B」においても、オークワ提供のID-POSデ

ータを抽象化し、比較的小規模になるように加工

したデータを使用する演習を行っています。

ここでID-POSデータについての説明をするこ

とで、学生が本物のデータを見ることができる機

会をつくっています。これにより、後続の応用基

礎レベル科目の受講を促すことができると考えて

います。

（２）授業内容の工夫

「データサイエンスへの誘いA/B」は、本学に入

学した１年生全員が受講することになるため、学修

意欲の向上を目指した内容の工夫をしています。

①　講義の中で頻繁にクイズを出題
図３は、動画教材の一場面で、クイズを出題し

ているところです。飽きさせないようにするため

に、頻繁にクイズを出題し、疑問を持ったまま視

聴を継続するような状況を作っています。解答を

直接的に動画の中で明かすことはありません（こ

れには解答を明確に教えるべきだという反対意見

も多いです）。

また、動画視聴後には、 LMS（ Learning

Management System, 本学ではMoodleを使用）を

使った小テストとして、動画と同じクイズを出題

することで復習ができるようにしています。



②　LINEチャットボットSUSAN
独自に開発したLINEのチャットボットシ

ステムを使って質問や相談に常に対応できる体制

をつくっています。これは2021年度「データサ

イエンス入門A/B」からはじめた試みです。現在

では、「データサイエンスへの誘いA/B」でも利

用しています。

チャットボット

システムを独自に

開発しており、名

前はSUSANです。

図６に、学生が質

問する際に使用す

るインタフェース

を示します。

SUSANの機能

は大きく二つで

す。一つは、質問

できる機能です。

この機能では、受

講生が入力した質
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板）のほか、次の窓口（相談等の手段）を提供し

ています。

①　Teamsをつかったオンラインサポート室
Microsoftのビデオ会議・チャットサービスであ

るTeamsを用いて、週１回90分間のオンラインサ

ポート室を開設しています。図５は、オンライン

サポート室の様子です。テキストチャット、音声

通話、画面共有などを組合わせて、授業担当教員

が受講生のサポートを行っています。他の授業が

終わった18時以降に実施することで受講

生ができる限り参加しやすい環境の提供

を心がけています。

②　講義と演習をセットで構成する授業
オンデマンド型の講義のあとには、その内容に

関連した演習を必ず用意しています。「データサ

イエンスへの誘いA/B」では、基本はExcelを使っ

た演習を行っています。できる限り各学生で異な

るデータを用いて演習に取り組むことになるよう

に課題を設定しており、例えば、図４では、受講

生が住む街の気温と、その街の月別の商品の販売

個数との相関の分析を行っています。

（３）充実した授業サポートの提供
大学に入学したばかりの１年生向けにオンデマ

ンド型のオンライン授業を実施するにあたり、受

講の妨げが生じないようにするための注意が必要

になります。このため、筆者たちは、授業のサポ

ート体制の確立に特に注意を払ってきました。

「データサイエンスへの誘いA/B」では、従来か

ら存在する電子メールやLMSのフォーラム（掲示

図５　Teamsを用いたオンラインサポート室

図６　LINEによる質問（学生側UI）

図４　動画教材（Excelの演習）

図３　動画教材（クイズの出題）
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の例では、学生の質問が曖昧（情報が不十分）で

あるため、教員は、エラーが生じた画面のキャプ

チャー画像を送ることを求めています。学生が画

像を返信して、教員は適切な回答をすることがで

きました。

SUSANにはもう一つ、他の学生による質問

（これまでの質疑応答のリスト）を一覧できる機

能があります。図８のように、受講生は、過去の

質問を見て、類似の質問を発見することで、問題

解決の参考にすることができます。

（４）授業紹介動画の公開

本学は、いわゆる文系学生が３分の２を占めて

います。アンケートや受講状況を鑑みるに、本学

の学生には、データサイエンスを学ぶことの重要

性をさらに認識してもらう必要があると考えてい

ます。そのためには、授業外の取組みも重要です。

そこで、筆者たちは、2022年２月、YouTube

で「和歌山大学のデータサイエンス教育（授業紹

介）」の動画を公開しました（図９）。この授業紹

介動画では、関連授業を受講した学生及びティー

チングアシスタント（TA）の大学院生が登場し

ます。この動画の出演に参加をよびかけたところ、

すべての学部から学生の協力を得ることができま

した。また、予想していたよりも熱心に、データ

サイエンスを本学の講義で学ぶことの魅力を語っ

てくれています。

（５）デジタルオープンバッジの導入

もう一つ、授業外での工夫を紹介します。本学

の数理・データサイエンス・AI教育プログラムで

は、当初から、リテラシーレベルと応用基礎レベ

ルをあわせて10単位を修得した学生には、なん

らかの修了証明書を発行する計画がありました。

そこで、筆者たちは、2022年度に、一般財団

図７　SUSANを通じた問題解決（教員側UI）

図８　他の人の質問を閲覧（学生側UI）

問に対して、過去に類似の質問があった場合には、

その質問と解答を提示することができます。

ここで、受講生が「求めた回答でない」を選ぶ

と、はじめて授業の担当教員に質問が届きます。

学生からの質問には、回答に必要な情報が含ま

れていない場合があるため、教員とのチャット機

能と画像の添付機能があります。図７のやりとり

図9　授業紹介動画
https://www.youtube.com/watch?v=BldPUgiDPTM
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５．おわりに
本稿では、本学の数理・データサイエンス・AI

教育の取組みを紹介いたしました。

筆者たちは、積極的に様々な取組みをすすめて

いますが、道半ばで、試行錯誤をする毎日です。

例えば、大学院向け授業の一つは、８月に夏季

集中として開講していますが、最初の受講生は、

わずか９名でした。学生の多くは、（よくわから

ない）面倒そうな授業を避けたように思います。

翌年度からは、積極的に宣伝するようにし、定員

一杯まで集めることができるようになりました。

２月に実施していた授業は、学生の就職活動と重

なるため、９月末（夏季インターンシップに参加

する場合でも戻ってくるだろうタイミング）に時

期を変更しました。

LINEのチャットボットによる学生サポートで

は、質問数が３倍（授業７回で120件）になりま

した。自動応答は、質問が蓄積されるまでは機能

せず、教員負担の増加が課題になっています。

2022年８月には、約6,000個のオープンバッ

ジを配布しました。しかし、受領率は30％程度

です。宣伝不足の可能性が高いため、授業内での

宣伝を増やしましたが、効果はまだ不明です。オ

ープンバッジの実効性を高めるには、工夫の追加

が必要です。

数理・データサイエンス・AI関連分野のより良

い教育を提供したいと日々考えています。今後と

もご助言等いただけましたら幸いです。

法人オープンバッジ・ネットワークに入会し、

2022年８月から教育プログラムの単位修得者に

オープンバッジの配布を始めました。紙の証明書

を発行するという方法もありましたが、今は、ス

マートホンを使って取得、管理ができて、国際標

準規格で知識・スキル・経験のデジタル証明とし

て使用することができるオープンバッジに将来性

を感じています。

発行するオープンバッジには、「科目バッジ」

と「単位積み上げ型バッジ」があります。図10

に、オープンバッジの構成を示します。

科目バッジは、単位修得で獲得できます。そし

て、複数の科目バッジを組み合わせることで、単

位積み上げ型バッジを獲得することができます。

具体的には、所定の４単位を取得すると「ブロン

ズレベル」が与えられます。ブロンズレベルのあ

とに、「データサイエンス基礎」を修得すると、

「シルバーレベル」、さらに、シルバーレベルのあ

とに、「データサイエンス応用」を修得すると

「ゴールドレベル」を獲得することができます。

ゴールドレベルを獲得したあとに、「データサイ

エンス実践」か「数理・データサイエンス・AI活

用PBL」の単位を修得できると、「ダイヤモンド

レベル」になります。

筆者たちは、この仕組みで、単位修得状況を可

視化し、魅力的なサーティフィケーションを実現

することができると考えています。

図10　オープンバッジの構成（黄色の枠上に配置しているのが単位積み上げ型バッジ）
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宮崎大学「データサイエンス・AI教育プログラム」の取組み
とそれを生かしたデジタル人材育成への展開

図１　本学「データサイエンス・AI教育プログラム」の概念図

です。データサイエンス・AIの分野は理系人材育

成に偏りがちでありますが、日本政府のAI戦略

2019で示されていますように、数理・データサ

イエンス・AIの教育は日本国内の全大学生が学ぶ

べき項目であり、デジタルノーマルを実現するこ

とが今後の日本の社会の発展のために必要不可欠

です。本学「データサイエンス・AI 教育プログ

ラム（リテラシー）」の目標として、ビッグデー

タを利活用できる数理的思考力を身に付けた地域

産業人材の育成を掲げ、“地域の問題、課題をデ

ータから理解でき、どのように数理・データサイ

エンス・AIが活用可能か理解できる人材を養成”

することを目的としています。宮崎県及び県内各

１．はじめに
本学は教育学部、医学部、工学部、農学部、地

域資源創成学部の５学部からなる総合大学です。

地域のニーズを捉えた産業人材の育成に力を注ぐ

なか、2021年度に「データサイエンス・AI 教育

プログラム（リテラシー）」の運用を開始し、

2022年８月に文部科学省の「数理・データサイ

エンス・AI教育プログラム」認定制度（MDASH）

におけるリテラシーレベルの認定と、リテラシー

プラスの選定を受けました。その概念図を図１に

示します。特徴としては、全学的にデータサイエ

ンス・AIを学ぶ必要性を示し、５学部の全入学生

が受講できる教育プログラムとして構成したこと

宮崎大学
学び・学生支援機構数理・データサイエンス部門

(左から　田村、秋山）
宮崎大学
学び・学生支援機構数理・データサイエンス部門

宮崎大学
学び・学生支援機構数理・データサイエンス部門
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内容としました。そのことにより、この１科目で

MDASHリテラシーレベルの範囲はカバーできる

ことになり、「データサイエンス入門」を修了要

件ではない選択科目としました。2022年度から

の教育プログラムは、５学部の全学生を対象に

「情報・データリテラシー」を必修にしているこ

とで、本学の全学生がMDASHのリテラシーレベ

ルのプログラム修了認定を受けることになり、

2021年度では、修了予定者が42名でしたが、全

学生の1,035名（本学１学年の総数）に認定対象

者が大幅に増加する予定です（現在変更申請準備

中）。

図２に本学「データサイエンス・AI教育プログ

ラム（リテラシー）」と工学部が2022年度に認定

された「工学部データサイエンス・AI教育プログ

ラム（応用基礎レベル）」の学生への紹介パンフ

レットを示します。このようなパンフレットだけ

でなく、MDASH認定時には本学HPにPR動画を

載せて、広く学生や社会に広報しました[1]。

企業ともに次世代へ産業を継続するためにそのよ

うな人材が必要であると、その重要性を認識して

います。

本学は、2019年に大学における数理・データ

サイエンス教育の全国展開の加速化を担う文科省

事業である｢数理・データサイエンス・AI教育強

化｣事業に協力校として参画しました。これをき

っかけに全学的にデータサイエンス教育を推し進

めるため、協力校となった2019年には全学組織

の大学教育委員会の下に「数理・データサイエン

ス部会」を設置し、各部局から１名以上の教員が

委員となって部会を構成しました。この部会を中

心に、本学の数理・データサイエンス・AI教育を

発展させるために、全学生が受講可能な科目「デ

ータサイエンス入門」と正課外の活動としての

「数理・データサイエンスコンペティション」を

開発いたしました。これが「数理・データサイエ

ンス・AI教育プログラム」認定制度（MDASH）

リテラシープラスの選定に繋がったと考えていま

す。

２．本学「データサイエンス・AI教育プ
ログラム（リテラシーレベル）」につ
いて
本学「データサイエンス・AI 教育プログラム

（リテラシー）」のカリキュラムは、リテラシーレ

ベルの“導入”及び“心得”のカリキュラム内容

で構成されている「データサイエンス入門」と、

すでに本学の基礎教育において全学１年生必修科

目として導入されていた統計学の初歩的な技能を

身につける「情報・数量スキル」（2021年度まで）

の２科目で構成されています。2022年度からは、

「情報・数量スキル」を「情報・データリテラシ

ー」に変え、内容をリニューアルしています。

「情報・データリテラシー」はICT を用いて、多

様な情報を収集・分析して適切に判断し、それら

を情報倫理に則って効果的に活用できる技能（情

報リテラシー）と、数量で示された事象を表やグ

ラフで適切に表現し、初歩的な統計判断を行うこ

とができる技能（数量スキル）を修得できる科目
図２　本学「データサイエンス・AI教育プログラム」の紹介

チラシ
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３．科目「データサイエンス入門」と
その利活用について
2019年度から「数理・データサイエンス部会」

を中心に、データサイエンス・AI教育のリテラシ

ーレベルに相当する動画コンテンツを作製し、科

目「データサイエンス入門」を開発しました。本

学の「データサイエンス・AI 教育プログラム」

の中でも最も重要な科目であり、2021年度から

オンライン（オンデマンド型）の科目として開講

しています。オンラインであることより時間割上

に定まった時間を設けず、後期集中科目としまし

た。ただし、学生には講義の進むスピードの目安

を提示し、課題等をため込まないように注意をし

ています。また、2022年度からは、対面とオン

ライン（同時双方向型）のハイブリット型を２回

ほど取り入れています。

「データサイエンス入門」は、数理・データサ

イエンス・AIが社会や研究の場でどのように関わ

っているのかを学ぶことを目的とし、医学、農学、

教育、地域ではどのような活用をされているのか、

幅広い分野での活用事例で構成し、５学部のそれ

ぞれの学生がデータサイエンスを学ぶ意義を実感

できる内容となっています。開講科目の一部を以

下に示します。
（図４参照）の動画及び小テストで構成されてい

ます。“まとめの解説”では、講義中に使用された数

理・データサイエンス・AIの要素技術の解説やデ

ータサイエンスを導入する理由等をダイジェスト

で解説しており、学生の講義理解に大きく貢献し

ていると考えています。このようなスタイルで学

部の教員、地元企業、自治体の専門家のより全

15回分の動画コンテンツにて構成されています。

「データサイエンス入門」は、オンデマンド型

のオンライン科目であることより、受講するのに

時間や場所の制約がありません。その利点を生か

し、宮崎県内の南九州大学や九州保健福祉大学等

の他大学にも横展開して、動画コンテンツの提供

を行っています。特に、南九州大学食品開発科学

科では2022年度から「データサイエンス入門」

動画コンテンツ15回分を用いた科目「数理・デ

ータサイエンス」を開始しています。南九州大学

図３　専門の教員による“講義”の動画コンテンツを2022
年度よりMoodleで配信

図４　数理・データイエンスを専門とする教員による“まと
めの解説”を図３の“講義”のまとめとして受講、
後からの振り返りにも有効

表１　「データサイエンス入門」の内容の一例

開講科目の一例 担当者
葉の形状解析～画像解析～
RESAS（地域経済分析シス
テム）等を活用した地域分
析と政策提言
保健医療分野におけるデー
タサイエンス
問題解決力と問題設定力～
シャッター商店街は誰にと
ってもの問題か～
イベント制作と映像におけ
るデータサイエンス

農学部教員
地域資源創成学部教員

県立看護大学  

日南市マーケティング
専門分析官

AVC 放送開発
株式会社

また、１回の授業は、各分野の専門の教員によ

る“講義”の動画（図３参照）と数理・データイエ

ンスを専門とする教員による“まとめの解説”
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ータを対象に、データサイエンスの技術を用いて

データを分析し、データの中から新たな課題発見

とその解決を導き出し、それをポスターにまとめ

る作業を行います。最後に全グループが参加して

ポスター発表会を行い、その発表は学内外の審査

委員が審査・論評するというコンペティションを

行っています。2022年度からは、企業の専門家

が学生相談窓口を担当し、専門家の視点からコン

ペティションに参加した学生へアドバイスも実施

しています。写真１に2022年度のコンペティシ

ョンにおけるポスター発表の風景を示します。

は、2022年度に本学が事業責任大学として採択

された文部科学省・大学教育再生戦略推進費「地

域活性化人材育成事業〜SPARC〜」SPARC事業

の協力校でもあり、MDASHのリテラシーレベル

にも認定されています。そのため、MDASHのリ

テラシーレベルの今後の教育に関しても継続的に

協力していける体制を整えています。また、

SPARC事業の中にも「DX/AI」分野において持続

可能な地域づくりを支える「未来共創人材」を育

成することが掲げられており、数理・データサイ

エンス・AI教育はこのSPARC事業においても重

要な教育要素として位置付けられています。

県内への数理・データサイエンス・AI教育の展

開への１つの取組みとして、県内の高校生に数

理・データサイエンス・AIの教育内容が学習でき

るように宮崎県立大宮高等学校のWWL（ワール

ド・ワイド・ラーニング）事業の一環として、本

学「データサイエンス入門」の動画コンテンツを

ベースとした「データサイエンス入門Ⅰ」、「デー

タサイエンス入門Ⅱ」という２科目を2022年度

から高校生向けに開講しています。高校生が受講

しやすいオンライン（オンデマンド型）での受講

が可能ということで、高校生への提供が実現しま

した。初年度である2022年度は延べ17名の高校

生が受講しています。高校生にデータサイエンス

を知ってもらうよい機会であり、参加した高校生

からは高い評価を得ております。

４．「数理・データサイエンスコンペティ
ション」について
本学では、正課外ではあるが学生に数理・デー

タサイエンス・AIの分野に興味・関心を持っても

らえるよう「数理・データサイエンスコンペティ

ション」を2021年度から開催しました。「数理デ

ータサイエンス部会」で実社会と直結する題材を

取りあげ、学内で特定の授業中に本学の全学生自

身がその題材に関するアンケートに回答するよう

依頼をして、アンケートデータを収集しています。

コンペティションに参加を希望した学生グループ

または個人が、学生自身が参加したアンケートデ

写真１　学生によるポスター発表とそれを審査する審査
委員の様子

コンペティションで用いたアンケート項目は、

2021年度は選挙に関するアンケート分析であり、

2022年度は人口減少・少子高齢化・進路に関す

るアンケート分析がテーマでした。2022年度の

コンペティションで最優秀賞を受賞した学生の発

表は、県政「未来みやざき創造プラン」を実現す

るために参考となるアンケート分析結果であり、

審査委員を務めていただいた宮崎市役所の方から

も高い評価をいただきました（次ページ図５参

照）。しかし、参加学生グループが５組程度と少

ないことが課題であり、今後学生への広報活動等

でイベントの面白さ・重要さをPRしていく必要

があります。

５．今後の展開について
本学は2022年10月に学内教育研究施設及び事
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育プログラムの特徴としては、学生の興味・理解

を高めるため科目「数理情報Ⅰ」、「数理情報Ⅱ」

では回帰分析の演習やpythonによるプログラミン

グなどの演習を取り入れており、「プロジェクト

演習（３年次科目）」では、異なる工学分野の混

合学生チームを結成し、現実のデータを対象に提

示された課題の解決を試みる、実践を重視した学

びを行っています。このような教育プログラムの

取組みがMDASHの応用基礎レベル認定に繋がっ

たと考えています。

工学部の教育プログラムの内容を全学展開し、

図６の右側に示したように、大学単位での応用基

礎レベルの認定を目指すよう教育プログラムを発

展・拡張していく計画を考えています。新たに

pythonによるプログラミングの演習を行う科目

図６　データサイエンス・AI教育プログラムの変更

務局体制の再編を行い、新たに学び・学生支援機

構という組織を設置しました。「数理データサイ

エンス部会」は、そのタイミングで「数理・デー

タサイエンス部門」となり、全学の数理・データ

サイエンス・AI教育をベースとした、デジタル人

材育成を担当する部門となっています。

（１）MDASH 応用基礎レベルへ

本学の工学部では、「工学部データサイエン

ス・AI 教育プログラム（応用基礎）」がMDASH

の応用基礎レベルに2022年度に認定さています。

2021年度に「分野融合とデータサイエンス強化」

を大きなテーマとして工学部改組をしており、専

任教員２名を配置するなどして、データサイエン

ス教育を強化した成果であると考えています。教

図５　令和４年度最優秀賞を受賞した学生とそのポスターのタイトル及び目的：県政「未来
みやざき創造プラン」のためのアンケートと仮定して分析し、問題提示をしている

令和４年度以降の新展開認定時（令和３年度）の概念図



36 JUCE Journal 2022年度 No.4

数理・データサイエンス・AI教育の紹介

さらに、株式会社デンサンと本学と県内企業と

の３者で、県内企業の有するまたは必要とする実

データに対して、AI技術等を活用して問題解決を

図る「地域課題解決型インターンシップ」事業も

2022年度から開始し、実践的なデジタル人材育

成の面でも貢献していただいています。

2023年度以降も新たな企業、団体等との連携

強化等を試み、様々な面でのデジタル人材育成を

行っていく計画であり、学んだ数理・データサイ

エンス・AIの社会実装、学生のスタートアップ支

援、さらには宮崎県内企業のデジタルによる地域

創生等にも繋げられるのではないかと期待してい

ます。

謝辞
平成４年度本学「数理・データサイエンスコン

ペティション」の最優秀賞の工学部 倉嶋順氏か
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せていただいております。ご協力ありがとうござ

いました。
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「データサイエンス応用」と統計処理・データサ

イエンスを用いて実データに対して分析し、解決

を提示するチームベースでの実践的な演習科目

「データサイエンス分析実践」などの科目を2022

年度から開講し、リテラシーでは選択とした「デ

ータサイエンス入門」にAIの歴史から機械学習の

要素技術の紹介等を新たに加えてリニューアルす

るなどして、より高度なデータサイエンス・ＡＩ

教育プログラムを提供しており、これらの教育プ

ログラムで応用基礎レベルの認定を計画していま

す。

（２）IT企業との連携によるデジタル人材育成

強化へ

デジタル人材育成を推進するためには地元IT企

業と大学との連携は必要であるとの考えのもと、

宮崎県内IT企業である株式会社デンサンと宮崎大

学学び・学生支援機構とで、数理・データサイエ

ンス・AI教育における産学共同教育体制ならびに

デジタル人材育成等を目的として、包括連携協定

を締結し、協力していく体制を整えました（写真

２参照）。株式会社デンサンは、すでに本学内に

て「ミヤダイミライ塾」[2]（図７参照）というAI、

DXの基礎から応用までの範囲を学生・一般向け

の講座として開催しており、すでに数理・データ

サイエンス・AI教育に貢献していただいています

が、包括連携協定により今後ますますの連携強化

が期待されます。

写真２　2022年10月の包括連携協定の調印式の様子
（右：宮崎大学学び・学生支援機構（新地辰朗機
構長）、左：株式会社デンサン（松方健二代表取
締役社長））

図７　ミヤダイミライ塾のチラシ：「DXを学ぶ～DXと
AIの基礎から応用まで～」というタイトルで2022
年度に10回公開講演を実施[2]

https://www.miyazaki-u.ac.jp/kscrs/sangaku/miraijuku.html
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前田　長子大正大学 
総合学修支援機構DACトランジション教育チーム教授

大正大学のデータサイエンス教育

育目標は「主観的な判断ではなく、データをもと

に意思決定を行うデータドリブンな思考を高め社

会の課題を解決し、価値を創造していく人材とな

る」としています。

繰り返しになりますが、本学は文系大学ですの

で、卒業後はデータエンジニアやアナリストなど

の職種につく学生は稀であると想定し、データを

扱う基本的な知識や技能を備えた上で、社会の課

題解決から価値創造する場面で活躍できる人材を

育成することを目標に教育プログラムを組み立て

ています。

３．チュートリアル教育とその体制
「地域戦略人材」を育成するという目標を卒業

までに達成するにあたり、本学では前期共通教育

においてチュートリアル教育を導入しています。

次ページ図１は、本学の学修支援の考え方を示

したものですが、チュートリアル教育では、「生

涯主体的に学び続けるため自律的に学ぶ姿勢」を

身につけることを目標に、前期共通教育の必修科

目における、探究科目・データサイエンス科目・

リーダーシップ科目において、複数の教員とチュ

ーターによるチームティーチングを実施し、学生

個別の学修状況を把握し、個別のアプローチを主

眼とした学修支援を展開しています。

また、「生涯主体的に学び続けるため自律的に

学ぶ姿勢」に必要な要素としては「主体的な学び

へのマインド（心）」「学びの基礎体力（体）」「学

びの技法（技）」があり、それぞれが影響しあっ

１．はじめに
本学では地域戦略人材育成事業として新時代の

地域を牽引するアントレプレナーシップを身に付

けた「地域戦略人材」（多面的な性質をもつ地域

の課題解決に向けて異なる専門分野の多様な人材

を統合し、調整する新しいリーダー）を育成する

ため、本学の特色である地域連携体制・産学協創

体制を生かして学融合・学際・課題解決型の教育

プログラムを構築しています。また本事業計画は、

社会が直面する課題を踏まえ、大学が社会・地域

に果たすべき役割や人材育成を明確に設定しなが

ら、本学が進めてきた「地域人材育成」を柱とす

る取組みを基に、これまでの地方自治体や企業等

との社会連携の実績を生かした地域連携型教育に

加え、アントレプレナーシップ、データサイエン

ス教育などを全学へと展開するものとなっています。

２．全学必修のデータサイエンス教育プ
ログラム
データサイエンス科目は前期共通教育科目で２

年間６単位取得するプログラムで、令和２年度に

３学部のみ先行して開始し、令和３年度の入学生

から全学部を対象として展開しています。本プロ

グラムでは、超スマート社会の中で地域を支え、

活躍する地域戦略人材を育成するために文系大学

における数理教育を研究し、社会に欠かせないス

キルを身に付けたデータに強い学生を育てるこ

と、そして最終的には社会・地域の問題発見力と

課題解決力の育成を目指しています。そのため教
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ます。２年次は産官学

連携に取り組むため、

１年次と比較すると高

度な学修支援スキルが

求められます。そのた

めチューターやSAを

対象に連携先から提供

されたデータを使って

の事前ハンズオン研

修を行い、学修支援に取り組んでいます。

SAは授業中のみの学修支援ですが、チュータ

ーは授業時間外もラーニングコモンズやオンライ

ン上でのやりとりを通して、学生の学修を継続的

にサポートしています。

４．データサイエンス科目ⅠからⅥ
（１）カリキュラム

データサイエンスⅠからⅢは１年次の科目で３

単位、ⅣからⅥまでは２年次の科目で３単位、２

年間で合計６単位の全学必修の科目です。（次ペ

ージ図２参照）ⅠからⅣでは自らとデータサイエ

ンスとをつなぐ道を開くために、データとは何な

のか、データを活用するとはどういうことなのか

を、統計の基礎をベースにExcelでの情報処理、

Tableauでの可視化を通じて学んでいきます。同

時にPCやデータ利活用時に必要となる情報リテ

ラシーも習得します。データサイエンスⅤとⅥは

このデータサイエンス教育プログラムの集大成と

して位置づけ、実データを使った演習を通じてこ

れまで学修してきた統計分析や論理的な思考スキ

ルを活用し課題抽出から社会への価値創造につな

がる仮説の構築を行う科目となっています。

なお、本学でTableauを採用した理由は大きく

３つあります。

①　学生の標準的なスペックのPCでも大量のデ

ータをストレスなく分析や可視化できる点で

す。Excelでは約104万行という行数制限があ

りますが、Tableauにはその制約がありません。

②　Tableau は直感的に使えるツールのため、ま

て育成されていくと考えています。その点を踏ま

え、１年次から２年次と学年が進む過程で重点を

置く要素を徐々に移行させていく教員とチュータ

ー協働による学修支援を展開しています。

チューターは専任職員であるコアチューターと

パートタイムで勤務するクラスチューターがいま

す。いずれも本学の「高等教育における総合的学

修支援者育成プログラム」を受講し、研修と専門

的なトレーニングを受けた社会人や大学院生で

す。オンデマンドを中心とした21時間のナレッ

ジセッションとインターンシップを含んだ14時

間のハンズオンセッション計35時間の養成プロ

グラムを終了後、採用面接を通過した受講生は、

その後４日間計15時間のデータサイエンス科目

の研修を受講して授業に臨みます。データサイエ

ンス科目のチューターはトータル50時間の事前

研修に取り組むことで本学の大学教育方針や学生

の特徴などの理解を深め、実践力を向上させてい

きます。

データサイエンス科目の令和４年度の１年次の

クラスは学部混成の編成で計12クラス、２年次

は学部・学科別で編成しており、計11クラスで

した。両学年ともクラス当たり学生約100名に対

して教員２名、チューター１、２名、SA4、５名

でチームティーチングを行っています。１年次は

入学時の数学の基礎学力テスト結果を元に習熟度

別クラスを導入していますが、どのクラスも教育

目標や教材は同一のため、教員・チューター・

SAの連携により資質・能力ともに多様な学生に

対応できる支援体制を敷いている点が特徴になり

図１　本学の学修支援の考え方
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だ十分な知識がない段階でも様々なデータを可

視化できる点です。数学が苦手・嫌いという学

生でも、Tableauならデータ分析や可視化に興

味を持ち、主体的に取り組めます。ただし、

様々なグラフや表を容易に作成できるため間違

ったデータの扱い方をしたまま分析を進めてし

まう学生も少なくありません。その点に関して

はチームティーチングの力を活かし、正しく指

導していく力が求められます。

③　Tableauのみでプレゼン資料を完成させるこ

とができる点です。一般的にはExcelなどで作

成したグラフや表をPowerPointに貼り付けてプ

レゼン資料を完成させるため、分析以外にも一

定の作業時間が必要になります。これに対して

Tableauのダッシュボードやストーリー機能を

使えば、Tableauだけで簡単にプレゼンを行え

る点も限られた時間で質の高いアウトプットを

出すためには重要な要素となっています。

（２）教育方針と教育方法

１）数学が苦手な学生に合わせた教育方法
本学の学生は、入学時の基礎学力テストでは国

語や英語と比較すると数学の点数は低めで、ばら

つきも大きいというのが特徴です。また令和４年

度の入学当初の学生へのアンケートでは「数学が

嫌い」と回答した学生は49％、「数学が苦手」と

回答した学生が69％いますが、その一方で「数

学が必要だと思うか」の問いでは、「強く思う」

16％と「やや思う」57％となっており、「あまり

思わない」24％と「全く思わない」２％を上回

り、70％以上の学生が数学の必要性を感じてい

ることが分かります。

「苦手」だけど「必要である」と感じている学

生が、高校の数学の延長上の視点ではなく、社会

に出た時に必要となる学問であるというバックキ

ャスティングの視点から捉えることができるよう

に、本プログラムの学修の意義を伝えています。

データサイエンス科目の教員の多くがIT業界、

DX推進やデータを扱う仕事をしている実務家の

非常勤講師です。各クラスの担当教員はタイムリ

ーでリアルな具体例を用いて、身近な社会で活用

されているデータや、またそのデータの活用領域

が広範囲であり日常生活や社会の課題を解決する

有用なツールであること、さらにデータ駆動型に

よる価値創造の事例など様々な角度から学修の重

要性も重ねて説いていくことで学生の意識を変化

させていきます。科目終了後のアンケートでも二

年間の学修経験を通して意識が変化した学生がい

ることが分かります。

【２年次終了時の学生のコメント】

・　数学は苦手だったので授業について行け

るか不安だったが、気づいたら楽しんで授

図２　データサイエンス教育プログラムの教育目標とプログラムの流れ
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います。担当教員は提出されたリフレクションや

小課題を確認し、授業回ごとの学生たちの習熟度

を測ります。毎週開催の講師会で前週の学修テー

マの理解度について教員間で意見交換を行い、必

要に応じて翌授業で再度学修する時間を設ける、

補足説明の資料を作成し配布するなど対応策を検

討・実行しています。当然ながら教材や説明が不

十分であったと判断した場合は教授法の見直しも

行います。

同時に安易に授業の難易度を下げない工夫も行

っています。学力の高い学生にとっても意義のあ

る学修であるべきだと考えているからです。その

ための具体的な方策は授業外学修支援体制の確立

と強化です。習熟度や理解度向上のための学修支

援は大きくわけて３つの方法をとっています。

①　テスト前の補習で、チューターが中心となっ

て企画・運営をしています。事前申し込み制で、

任意での参加形式ですが、習熟度が低い学生に

は個別に声掛けして参加を促しています。学修

テーマごとに参加できるアラカルト方式で、１

テーマ20から40分間程度でオンラインと対面

のいずれかが選択できます。令和４年度１年間

の実績として１年次と２年次のテスト前補習は

計183回開催し、延べ2,132人の学生が参加し

ました。補習参加経験率は１年次で25％を超

えており、また「分からないところだけを聞け

るので、時間がない時にも参加することができ

る」「練習問題を模擬試験のように行うことで、

時間配分や出題形式を知ることができた」「人

数が授業より格段に少ないため、親身になって

教えてもらえる」という声からも補習という補

完的教育も学生の習熟度を高める役割の一端を

担っていると言えます。

②　復習用のワークブックの配布です。基礎問題

と応用問題で構成されており、正答や解説も含

めた自習用の教材です。令和４年度は演習に関

するワークブック中心でしたが、学生からの要

望も多いことから令和５年度は知識問題に関す

るｅラーニングも作成する予定です。

業を受けている自分がいた。（社会共生学部）

・　データサイエンスは、やり方を覚えたり

先生のやっていることを真似したりすれば、

授業やテストを乗り越えることは簡単だっ

たと思うが、大切なことはその先であり、

学んだことを活かして自分なりにどのよう

に分析して課題を見つけ提案していくかと

いうことを考えることが難しいのだと、こ

の二年間学習してきて感じたことである。

（表現学部）

・　数学が苦手なため、全然できないのでは

ないかと心配していたが、論理的思考と数

学の公式を覚えて計算することなどは別物

であることに気づいた。データサイエンス

で重要となるのは、計算することではなく

論理的思考から分析を進めることである。

（心理社会学部）

教材の開発についてもまず学生が自分事として

学修できるように、多様な分野における身近なテ

ーマやデータを扱います。本科目では「頭で理解

する」と「手を動かす」のセットで学修の流れを

基本としており、さらにスパイラル型学修法を取

り入れています。分散や標準偏差を例にとると、

まずは分散や標準偏差についての基本的な知識を

インプットします。その理論を実践できるように

電卓で算出できるデータ量で分散や標準偏差の算

出ができるようにします。さらに手計算できない

量のデータでExcelの関数を使って算出できるよ

うにします。つまり「頭で理解」したことを「手

を動かす」ことでまずは知識の定着を目指してい

きます。基本的な内容を学んだのち、同じテーマ

について反復学修を行い、少しずつ難易度をあげ

ながら段階的に深めていくことでさらに知識とス

キルの保持レベルの向上を図ります。

２）チームティーチングによる教育と学修支援
「数学は苦手」とする学生が多いため、学生の

「わかりにくい」「わからない」状態をタイムリー

に且つ的確に把握した上での指導にも取り組んで
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４）補完的な教育
前述のテスト対策の補習以外にも様々な補完的

な教育を実施しています。

①　産官学連携のプレゼン学修相談会　

令和４年度の産官学連携のプレゼンに向けた学

修相談会はトータル16回開催し419名の学生が参

加しました。プレゼンの準備を授業時間内に完了

させることは難しく、多くの学生が授業時間外に

取り組んでいます。学修相談会への参加目的は

「プレゼンの内容について客観的な意見が欲しい」

「視野を広げて視座を高めたい」「個別にオープン

データの整形方法を指導してもらいたい」などが

主な参加理由ですが、中には「グループメンバー

で集まれる機会となる」という学生もいます。学

修相談会では連携先にプレゼンすることになった

代表の学生やチームがプレゼンの練習やリハーサ

ルなども行う場にもなっており、授業時間内にで

きない学修支援を行う貴重な場となっています。

②　春期／夏期の資格取得対策講座

令和３年度の春休みから学修したことを資格取

得につなげていく正課外の科目「データサイエン

ス科目特別プログラム」を定期的に開講していま

す。令和４年度の夏休みの特別プログラムでは

「統計検定４級 対策講座」「Tableau Desktop

表１　令和４年度　データサイエンスⅤ、Ⅵの連携先ごとのミッションと提供データ

③　一対一の学修支援です。10名前後のグルー

プ学修（補習）についていくことが厳しい学生

に対しては個別の学修支援に取り組みます。た

だし、個別支援からグループ学修（補習）での

支援に移行できるように教員チューター間で連

携してサポートを行います。

３）産官学連携との取組み
データサイエンスⅤ、Ⅵでは表１に示すように

産官学連携の契約や協定を締結し、実データを用

いた実課題の解決を目指す学修を行います。令和

３年度は三鷹市、サイゼリヤ㈱、㈱ニューラルポ

ケットの３社との連携でしたが、令和４年度は２

社１自治体に加えて、Softbank㈱、キリンホール

ディングスの２社とも新たに連携を開始しまし

た。初回授業では連携先から実データの提供と企

業や自治体が抱える課題について提示を受けま

す。最終回では代表学生やグループによるプレゼ

ンを行ったのち連携先から直接講評やフィードバ

ックをもらいます。フィードバックの内容は「社

会人」として求められる視点や考え方について具

体的な内容になっています。中には厳しいフィー

ドバックもありますが、学生たちにとってリアリ

ティのある指導がさらなる学修意欲向上につなが

ると考えています。
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ての質の向上を目指します。令和４年度は全担当

教員17人中11人が非常勤講師であったため、リ

アルタイムで参加できない場合は録画を試聴して

もらうなどの工夫も行っています。

５．おわりに
今後の課題は、学生の理解度と社会のニーズの

合致を考慮していくことです。現在も教材開発で

は実務家である非常勤講師からアドバイスを得て

作成していますが、実際に世の中で認められる能

力・資質と本プログラムで実施する内容が一致す

るのかどうかを評価していく必要があります。

さらに入学者が新学修指導要領の世代になる

と、高等学校での情報教育課程を踏まえての水準

の見直しとカリキュラムの再構築を行う必要があ

ります。この点においては高校訪問でのヒアリン

グや授業見学を通して現状把握と情報収集を行い

ながら、2025年度に向けて準備を進めていきま

す。

同時に全体傾向として入学時の学生のITリテラ

シー格差が年々開いている点についても対応を検

討していかなくてはなりません。現在の教育プロ

グラムの枠組みを大きく変更せず、毎年入学する

学生のレベルを的確に把握した上で授業設計と運

営を行っていく必要があります。

また令和５年度の４月より、本学でアントレプ

レナーシップ育成教育プログラムが開始され、デ

ータサイエンスの発展科目として「プログラミン

グ基礎」「データ分析技法」等が開講されます。

データサイエンス科目を履修した学生が、更に学

びを深めsociety5.0の社会で活躍できるよう人材

育成に取り組んでいきます。

関連URL
[1] データサイエンス教育プログラム-大正大学「知
識創生」

https://www.tais.ac.jp/p/tu-knowledge/learning/

data-science/

Specialist 対策講座」「MOS Excel一般レベル対策

講座」の３講座を開講し、延べ155名が受講しま

した。受講者数に対する合格率は54％で延べ83

名が資格を取得しました（統計17名、Tableau 10

名、MOS 56名）。令和５年度中には新たに「統

計検定３級対策講座」と「MOS Excel上級レベル

対策講座」の２講座を追加開講する準備を進めて

おり、より高いレベルの資格を目指す学生を支援

していきます。

③　学外コンテストへの参加支援

データサイエンス科目での学修を通して、学生

の学外コンテストへの参加支援も行っています。

令和３年度は公共政策学科の２年生（現３年生）

の有志学生が三鷹市の「学生によるミタカ・ミラ

イ研究アワード2021」へ参加し、「優秀賞・市長

賞」を獲得しました。令和４年度も同コンテスト

に２年生の有志学生が参加して２年連続の「優秀

賞」を受賞しました。また３年生SA（スチューデン

ト・アシスタント）から「企業分析AWARD2022」

に２チームが出場し、１チームは優勝を獲得しま

した。学外のコンテスト参加は学生にとって学修

の成果を発揮できる機会と捉え、学外での体験的

な学びを通し、自発的で自律的な成長を今後も支

援していきます。

５）教育の質保証のためのFD
データサイエンス科目の教員とコアチューター

（専門職員）で授業開講期間は毎週FD（年21回）

を実施しています。毎週１時間の中で１年次全体、

２年次全体、２年次産官学チーム別と順に会を進

行します。１年次・２年次の全体会では前週の授

業内容や教材、学修支援を振り返り、継続的な改

善・向上を図ると同時に、当該週の授業運営方法

や教材について意見交換を行い、ブラッシュアッ

プを図り準備をすすめます。２年次の産官学チー

ム別会議では、チームリーダーの専任教員を中心

に連携先のデータ特性に応じた講義内容や分析手

法について意見交換を行うことで、共通教育とし

https://www.tais.ac.jp/p/tu-knowledge/learning/data-science/
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高等教育における

デジタルトランスフォーメーション：

デジタル・ラーニングを強化する７つの領域
フローレンス・マーティン（ノースカロライナ州立大学　教授）、　

クイ・シー（オハイオ州立大学　教授）

本稿では、デジタル教育・学習を促進するために
高等教育機関が実施しうる戦略的対応と構造的変化
を支援するフレームワークを通じたデジタルトラン
スフォーメーションの実践の現状と方向性について
考察します。

高等教育はデジタルトランスフォーメーション
（Dx）の時代を迎えている。ラーニングテクノロジ
ーやデジタルプラットフォームは、もはや後付けで
はなく、教育や学習にとって不可欠なものとなって
います。COVID-19の大流行により、Dxが堰を切っ
たように促進され、大学、教員、学生は、急速にオ
ンラインへのシフトを余儀なくされました。このシ
フトへのスタンバイができていた教員・学生もおれ
ば、そうでない人たちもいて、彼らは大急ぎでこの
シフトに付いていかなければなりませんでした。1

デジタルトランスフォーメーションの定義
学習デザイン、教育指導、教育工学の専門家である私たちは、高等教育におけるデジタル学習のDxを次のように定義します。
すなわち、政策、計画、パートナーシップ、サポートを通じて、デジタル技術を活用し、教育を大きく改善し、学習者および
教員の体験を強化し、新しい教育モデルを構築すること。私たちの定義は、既存の研究とGregory Vialによる2019年のDxの定義
に基づいています。また、これはEDUCAUSEのDxの次の定義とも合致しています。すなわち、「新しい教育モデルや運営モデ
ルを可能にし、教育機関の運営、戦略的方向性、価値提案を変革する、深みがあり、かつ協調的な文化・人材・技術における
一連のシフト」という定義です。2

Dxは、デジタル技術によって推進され、デジタル技術の上に構築されます。Dxは、また教育のあり方を大きく変ええます。
Dxに対応することは、高等教育機関の効果的な運営、さらにはデジタル化が進む世界における競争力の維持に役立ちますし、
他方、学習者がデジタルワークプレイスに対応することにもつながるのです。

高等教育におけるデジタル学習のためのDxフレームワークの構築
私たちは、大学教授や教育工学の研究者としての仕事を通じて、高等教育機関におけるDxを目の当たりにしてきました。本
稿では、高等教育の場でDxを引き起こすために、デジタル技術の統合に焦点を当てたフレームワークを提案します。Vialは、Dx

には「組織構造」、「組織文化」、「リーダーシップ」、「従業員の役割とスキル」の４領域における構造的変化が重要であるとして
います。3

ここで提案する高等教育におけるデジタル学習のDxフレームワークは、この４つの領域のそれぞれにおいて、次の７つの側
面について論じることになります。すなわち、「デジタル学習技術」、「教育のモダリティ（様式）」、「人材とサポートサービス」、
「組織の方針と計画」、「教員の育成」、「学習者の育成」、そしてパートナーシップの７つです。（図１および訳者注の上段も参照
ください）。すでにDxの真っ只中にいる大学もあれば、これからという大学もあるかも知れません。

１．デジタル学習技術
Dxはデジタル技術を基盤としており、デジタル教育・学習において重要な役割を担っています。4 デジタル技術は、学習者
の学びを導くために、様々な教育手法において使用することができます。教員はこれらの技術を使って、魅力的なデジタル教
育および学習ソリューションを構築することができます。しかし、高等教育において効果的なデジタル教育・学習を行うには、
これらの技術をサポートするためのインフラの大幅な増強も必要です。以下では、一般的に使用されているデジタル教育およ
び学習技術について説明します。

本稿は、EDUCAUSEの許可を受けて、本協会の事業普及委員会翻訳分科会で邦訳したものです。

原文　 Digital Transformation in Higher Education: 7 Areas for Enhancing Digital Learning
Florence Martin and Kui Xie Tuesday, September 27, 2022
Digital Transformation (Dx)  Teaching and Learning
https://er.educause.edu/articles/2022/9/digital-transformation-in-higher-education-7-areas-for-enhancing-digital-learning

Credit: TierneyMJ / Shutterstock.com © 2022
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・学習管理システム（LMS）

LMSは、すべてのコース教材、モジュール、およ
びアクティビティを収納するために使用されます。
教員は、LMS上でお知らせを送ったり、ディスカッ
ションに参加したり、課題を作成して採点したり、
オンラインの成績表を管理したりすることができま
す。

・同期技術

同期技術は、リアルタイムのオンラインミーティ
ングを実施するために使用されます。同期技術には、
音声やビデオ、テキスト／チャット、画面共有、投
票、ホワイトボード、小グループでのディスカッシ
ョン用ブレイクアウトルームなど、様々な機能があ
ります。これらの機能により、教員はオンライン教
室でのインタラクションを維持することができます。
5

・マルチメディア・アプリケーション

マルチメディアを使うことで、学習者を学びへと
誘い、音声や動画、その他のインタラクションのた
めの要素を扱うことができます。6 マルチメディ
ア・アプリは、マイクロ・レクチャー、デモンスト
レーション、オリエンテーションなどを記録するた
めに使用することができます。アプリの中には、オープンアクセスのものもあります。より堅牢なアプリケーションを購入す
る必要があります。また、アプリの中には、簡単にアクセスして使用できるように、LMSに組み込むことができるものもあり
ます。

・協働学習用アプリケーション

ウェブベースまたはクラウドベースのワープロ・プレゼンテーション・ソーシャルネットワーク、およびホワイトボードア
プリを使うことで、学生は仲間や教員とオンラインで協働作業を行うことができます。

・クラウドベースのテクノロジー

大学やカレッジは、様々なクラウドベースのアプリケーションに依存しています。一部の教員は、クラウドベースのアプリ
ケーションを使用してファイルを保存することで、オフィスのコンピュータに縛られることなく、世界中のどこからでもファ
イルにアクセスできるようにしています。

・新たなテクノロジー

人工知能（AI）、拡張現実（XR エクステンディッド・リアリティ：現実と仮想の融合）、拡張現実（AR）、
仮想現実（VR）、アナリティクス（解析法）、その他の新しいテクノロジーによって、より革新的で魅力ある
教授法と学習体験が可能となります。7

上記は、デジタル教育と学習に使用できる技術の網羅的なリストではありません。テクノロジー・リーダー（技術担当者責
任者）は、個々のテクノロジーの成果を評価し、その品質とコストを検討した上で、キャンパス用に購入する必要があります。
また、テクノロジー・リーダーは、テクノロジー・インフラストラクチャーがデジタル教育と学習に適しているかどうかをよ
く吟味しなければなりません。8

２．教育のモダリティ（様式）
教育は、多くの教育様式を通じて提供することができます。大学やカレッジが複数の学習形態、または複数の形態でのコー
スを提供している場合、学生は自分に最も適した形態で履修することができます。以下は、一般的な教育様式の一覧です。

・オンキャンパス・テクノロジー・エンハンスト:

この様式では、授業と学習は対面で行われ、テクノロジーの利用は、指導の効果を高めるためとなります。

・ハイブリッド ／ ブレンデイド

対面授業とオンライン授業を組み合わせたもので、キャンパスでの学習とオンライン学習の柔軟性を学生に提供します。

・非同期オンライン

この様式では、リアルタイムのミーティングを行わずに、指導と学習がオンラインで行われます。

・同期オンライン

この様式では、教育と学習はオンラインでリアルタイムに行われます。

図１　高等教育におけるデジタル学習のための

デジタル トランスフォーメーション

画像提供：Florence Martin, Kui Xie

教育の様式
（モダリティ）

人材と
サポートサービス

組織的な政策と
計画

パートナーシップ

学習者の養成

デジタル学習
テクノロジー

教員の養成
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・バイクロノス（同期・非同期両用型）オンライン

この様式では、非同期型と同期型のオンライン教育および学習が混ざっています。学生は好きな時間に好きな場所で非同期
式授業に参加し、同期式授業にはリアルタイムで参加します。9　訳者注

・ハイフレックス

この方式は最も柔軟性が高く、対面授業とリモート授業が同じ教室で行われます。10 ハイフレックス型の学習は、ハイブリ
ッド／ブレンド学習に似ていますが、ハイフレックスでは学生が自分のニーズや日々の状況に応じて様式を選択することが可
能です。

これらの様式はすべて、デジタルな教授・学習要素を備えていますが、（最初に示した）オンキャンパス・テクノロジー・エ
ンハンスドの様式では、テクノロジーの統合が最小限にとどめられています。他の５つの様式は、デジタル教育・学習に大き
く依存しています。

オンラインコースを提供する教育機関やプログラムが増えるにつれて、学生の選択肢も増えました。学生は、いつでも、ど
こからでも、コースやプログラムを修了することができるようになりました。これまで、大学アドミニストレーター、教員、
学習者は、デジタル学習の効率性と有効性を検証してきたおかげで、現在では、こうした教育・学習モデルを受け入れる教育
機関が増えており、状況によっては、新しいモデルがさらに現れる可能性もあります。訳者注

表１　様式の特徴

様式の特徴 オンキャンパス・
テクノロジー・エ
ンハンスト

ハイブリッド/ 
ブレンディッド

非同期式
オンライン

同期型
オンライン

バイクロノス　
オンライン

ハイフレックス

教育と学習が実際の
教室で行われる

教育と学習が仮想の
環境で行われる

教育と学習がリアル
タイムで行われる

教育と学習がデジタ
ル技術によるインフ
ラを必要とする

教育と学習がデジタ
ル支援を必要とする

３．人材とサポートサービス
上で見たような、様々な教育様式におけるデジタル教育・学習が普及するにつれ、大学やカレッジでは、それに見合ったサ
ポートサービスや人材への追加投資が必要となります。ここでは、教育・学習分野におけるデジタル変革が成功するのに必要
な人材と支援サービスのいくつかを詳述します。11

・インストラクショナルデザイナー

高等教育機関では、過去数年に比べ、インストラクショナルデザイナーやテクノロジースペシャリストを雇用する割合が増
加しています。これは、デジタル学習におけるインストラクショナルデザイナーの専門知識に対する大学アドミニストレータ
ーや教員の理解が深まり、その認知度が上がっているからです。12インストラクショナルデザイナーは、教員とパートナーを組
みで、（上記の）様々な様式に対応した効果的なコースを設計するのです。

・技術サポートスペシャリスト

教育機関がデジタル教育や学習の提供を拡大する場合、ネットワークやテクノロジーを維持するために、より多くのスタッ
フが必要となります。テクノロジーサポートはすでにほとんどのキャンパスで提供されていますが、デジタル教育や学習の増
加により、学生や教員のための24時間365日のテクノロジーサポートが必要になっています。調査によると、教員は１対１やタ
イムリーなサポートなど、多面的なサポートを受けることに関心があるようです。13
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・学術・学生支援サービス

学生が図書館やライティングセンターにアクセスできるようにするための学術的な学生サポートが必要です。また、デジタ
ル教育と学習のためには、学生支援サービス（登録、アカデミックアドバイス、学習方略の相談など）も必要です。同様に、
ニーズのある学生に対して、デジタル学習を支援するサービスを利用できるようにする必要もあります。

・インセンティブと認知

教員は、デジタル教育の旗振り役であることを他からしっかり認知してもらいつつ、インセンティブや賞もまた受ける必要
があります。14 財政的なインセンティブを受けたり、いつからコースをオープンにするかを明確に示されたりすることによっ
て初めて、教員は自らの科目にデジタル改革を行う可能性を探り、それを実行するための時間と機会をもつことができるので
す。

このように、機関からのサポート、サービス、インセンティブ、認知などの条件が揃って初めて、教員は革新的なデジタル
手法を採用する動機づけを持つのです。

４．組織的な政策と計画組織
Dxのいかなる取組みにおいても、大学アドミニストレーターは、デジタル教育および学習の取組みをリードし、教科の枠を
超えたな教育および学習全般を支援するための体制を整えなければなりません。大学アドミニストレーターは、意思決定をす
る際に、常に研究に基づく実践を継続するとともに、テニュア（終身雇用資格）や昇進を含むすべてのプロセスにおいて、教
員がどれほど革新的にデジタル教育や学習を推し進めてきたかを評価する必要があります。

・方針と基準

まずは、デジタル教育と学習のための組織の方針と基準を設定する必要があります。大学アドミニストレーターは、教員に
かかる負荷、履修基準、業績・評価基準など、さまざまな方針を検討する必要があります。例えば、デジタル教育を評価する
ために、コース評価ツール新たに作ったり、既存のものを改良したりする必要があります。

・戦略的計画

戦略的計画とは、「企業の目標を達成するために、戦略を定義し、戦略を追求するために割り当てる資源を決定するプロセス」
です。15 大学アドミニストレーターは、その戦略的計画の中にDxを組み込み、教授陣からの同意を得る必要があります。

・財政支援モデル

大学アドミニストレーターは、様々な様式に対する財政支援モデルを検討する必要があります。オンラインコースでは、学
生がキャンパスにいる必要がなく、キャンパスにあるリソースに料金を支払う必要もないので、（それぞれの学生の学びのスタ
イルにあわせて）異なるレートの授業料を提供することになります。

・学習機会の均等化

テクノロジーへのアクセスに関して、学生間で不公平のあることが、パンデミックにより浮き彫りとなりました。教育機関
は、学生がオンラインコースに参加するために必要なハードウェア、ソフトウェア、およびインターネットアクセスを確保す
る必要があります。また、知的あるいは身体的なハンディキャップをもつ学生も、オンラインコースにアクセスできるように
する必要がある。デジタルデバイド（格差）を軽減するための政策と計画が不可欠です。

全体として言えることは、デジタル教育や学習を支援するための政策がもっと必要なことです。大学アドミニストレーター
はまた、資金、人材、技術、既存の政策など、デジタル教育と学習に関連して想定しうる、あらゆる不公平について考え直さ
なければなりません。

５．教員の養成
パンデミックが始まったとき、オンライン教育に不慣れな教員は、これに迅速に適応しなければなりませんでした。多くの
教員が、デジタル教育・学習の専門家養成のための活動に参加する必要があったのです。Dxが進むにつれ、教員育成のための
トレーニングの機会やリソースは、教員のニーズに基づいて進化していく必要があります。これらのリソースが目指すところ
は、教員の教育的・技術的スキルの向上、およびアクセシビリティ、知的財産、オンライン教育のベストプラクティス（実践）
に関する知識の向上です。

・教授上、および技術的スキル

教員には、教授上および技術的なスキルを向上させ、コンテンツを統合する方法を学ぶ機会を与えられるべきです。教員の
能力開発（FD）の専門家は、デジタル教育および学習に関する様々な研修の機会を継続的に提供する必要があります。

・教員の考え方

デジタル教育および学習に対する教員の姿勢は、消極的なものから積極的なものへと進化しつつあります。この進化をサポ
ートするのが専門家養成の機会です。その機会とは、技術やデジタル教育に対する肯定的な価値観を確立する方法、それぞれ
が頭に描く教育理念と、デジタル教育の実践とを整合させる方法、そういった方法を教員に重点的に教えることで可能となり
ます。16

・アクセシビリティ

アクセシブルなコースは、知的あるいは身体的なハンディを持つ学生にとって有益である。教員は、そういう学生たちに、
デジタルコースがアクセシブルなものになるよう準備をしなければなりません。これにはさらなる時間と労力が必要であり、
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大学アドミニストレーターからの支援、技術サポート（例：クローズドキャプションサービス）、およびインストラクショナル
デザインに関するサポートもまた必要です。17

・知的財産権および著作権

デジタル教育において、教員は知的財産権や電子教材の著作権に、より精通するためのリソースとサポートが必要です。

パンデミック時に教員がデジタル教育や学習に切り替えたとき、多くの教員がオンライン教育の原理を実践に応用するため
の時間が十分に取れませんでした。教授法上のベストプラクティス（実践）とは何かを再考し、それを実践に応用するための
時間を十分に取ることは、オンラインコースの質を高めることにつながります。

６．学習者の育成
デジタル学習は、様々な様式で学習する機会を学生に提供します。これからはほとんどの仕事でデジタルの知識とスキルが
必要となるため、学習機会提供は、彼らが将来仕事に就いたときの準備にもなるのです。

・コンピューターとインターネットへのアクセス

デジタル学習者として成功するためには、まず学生はコンピュータとインターネットにアクセスできなければなりません。
多くの学生がこれらのツールにアクセスできるようになったとはいえ、デジタルデバイド（格差）は依然として存在します。
教員や大学アドミニストレーターは、学生がデジタル教育に本格的に参加する前に、彼らのデジタル・アクセスの実情につい
て考慮しなければなりません。

・時間管理と自己管理

デジタル学習には柔軟性が求められます。しかしその反面、この柔軟性は自己管理型学習への依存度を高めることを意味し
ます。例えば、デジタル学習中に、学生たちは時間をうまく管理し、気が散ることを減らし、物事を先延ばしにしないように
しなければならないのです。18

・教育コンテンツと人材

教員が講義やポッドキャスト、ディスカッションをネット上にアップしたとき、学生は様々なコンテンツ形式（テキスト、
音声、ビデオ）を通して学習できなければなりません。また、デジタル環境において学生は、教員、仲間、コンテンツと共に
学習を進めることを学ばなければなりません。

・ヘルプ

デジタル学習環境では、学生は距離的に離れている可能性があり、助けが必要なときにすぐに手を差し伸べることができる
必要があります。ヘルプデスクやインストラクターは、この支援を提供することができます。

・コミュニティの構築

学生には、社会的コミュニティや人との交流のためのプラットフォームを構築する機会（例えば、オンラインオリエンテー
ション、学生が互いに会うためのオンライン交流時間など）が必要となります。学生は、デジタル学習において、他者とのつ
ながりを保ちつつ学びを進めるために、そういったコミュニティに依存することになるのですから。19

技術的なリソース、時間管理と自己管理、学びを進めつつ、助けを求める方略、そしてコミュニティの構築が、デジタル学
習者が成功するか否かの鍵を握っているのです。

７．パートナーシップ
パンデミックからは、質の高いデジタル教育と学習を発展させるために、様々なパートナーシップ（連携）を活用できるか
も知れないことが浮き彫りになりました。

・他大学との連携

すでにデジタル学習を提供している大学では、他の教育機関の教師をサポートするために、トレーニングやワークショップ
を提供しています。このような連携関係をグローバルに拡大することで、世界中のデジタル教育と学習を強化することができ
ます。

・専門組織との連携

デジタル・ラーニングをリードする専門機関が、トレーニングやワークショップ、リソースの提供を通じて高等教育機関を
サポートしています。

・産業界との連携

国によっては、高等教育機関以外の産業界が教育機関と提携し、インターネットや電子機器へのアクセスを提供したところ
もあります。産業界との連携は、デジタル技術の革新をより迅速に高等教育機関にもたらします。

大学、専門機関、外部産業界との連携は、連携の場を共有する専門家たちの知識を活用することで、デジタル教育および学
習の取組みを強化してくれるのです。
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結論
本稿のフレームワークは、７つの異なる分野にハイライトを当てている一方で、デジタル学習のDxを達成することは、（１度
限りで終わりではなく）反復的に繰り返されるプロセスです。デジタル技術の進化に伴い、高等教育機関にとってDxの取組み
は当たり前のものとなっていくでしょう。デジタル学習のDxは、学生に柔軟性とアクセシビリティをもたらし、彼らがデジタ
ル世界で問題解決を行う状況に備えることにも資します。

Dxの取組みは、高等教育における規範と実践を形成し続けていき、高等教育が社会と肩を並べて適応し進化していくことに
つながります。
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訳者注
バイクロナスオンライン
バイクロナスオンライン学習とは、同期型オンライン学習と非同期型オンライン学習をブレンドしたもので、学生たちは非同期セッションでは、いつ

でもどこでも学習に参加が可能で、その後に、同期型セッションでリアルタイムの授業参加が求められる。コースの種類や学生に求める活動によって、

同期型と非同期型のブレンドの割合を柔軟に変えられることが特徴である。反転学習をすべてオンライン上で行う様式に近いとも言えよう。

著者のフローレンス・マーティン教授は、バイクロナスオンラインについて他でも発表されている。

（BICHRONOUS ONLINE LEARNING: IS BLENDING ASYNCHRONOUS & SYNCHRONOUS THE BEST APPROACH?）

大学アドミニストレーター
「高等教育のアドミニストレーター」とか「高等教育のリーダー」、「スクールリーダー」などの表現が出てくるが、大学法人や事務局、あるいは校

長・学長を想起させる日本語の「管理者」（だけ）とは異なるので、あえて「大学アドミニストレーター」と訳出した。教員が教育実践の専門家である

のに対して、アドミニストレーターは教育行政・学校経営の専門家であって、一般的に、一定の経験を積んだ教員が管理職になる日本のシステムとは異

なる点に注意が必要である。
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10月中旬予定

本協会加盟校の特典
① 分野連携アクティブ・ラーニング対話集会で紹介された話題提供や、今後の課題に関する意見交換のビデオ

を視聴できます。 
②　「私立大学教員の授業改善白書」（調査結果）等を通じて、分野別にICTを活用し先進的に取り組んでいる

授業改善の動向を把握できます。 
③　加盟校限定の「教育改革FD/ICT理事長・学長等会議」「教育改革事務部門管理者会議」等、経営管理者向け

会議に参加することで、教育改革とICTを結びつけた最新の戦略情報を得ることができます。
④　加盟校専用のビデオ・オンデマンドの仕組みを通じて、アクティブ・ラーニングや教学マネジメント等に関

する話題性のある講演、教育改善・支援に関する事例発表の動画を教職員に配信することで、FD・SDの学内
研修に活用できます。

⑤　「ICT利用による教育改善研究発表会」「私情協　教育イノベーション大会」の加盟校参加者は講演・発表
時のパワーポイントを会議終了後に閲覧できます。

⑥　教育の質的転換等の補助金申請（とりわけICT関連）について、希望に応じて個別に相談し極め細かい助言
が受けられるとともに、大学組織向けの説明も個別に受けられます。 

⑦　加盟校個別による情報化投資の独自調査を通じて、情報環境の整備状況および活用状況の点検・評価を行う
ことで、今後の対策について助言が受けられます。 

⑧　本協会の賛助会員である情報産業の関係企業に本協会が仲立ちすることで、情報環境の整備に関して種々の
アドバイスを受けられます。 

⑨　会議・講習会の加盟校の参加費は、非加盟よりも有利に設定されています。

会議名 配信会場および実施方法月　日

９月５日（火）～７日（木）
９月22日（金）

10月30日（月）

アルカディア市ヶ谷（オンライン）
アルカディア市ヶ谷（オンライン）
THE HAMANAKO
アルカディア市ヶ谷（オンライン）

私情協　教育イノベーション大会
短期大学教育改革ICT戦略会議
大学職員情報化研究講習会［基礎講習コース] （対面開催）
教育改革FD/ICT理事長・学長等会議

1

私情協ニュース

令和５年度行事日程と加盟校の特典

令和５年予定

５月31日（水) アルカディア市ヶ谷（オンライン）第37回定時総会
８月25日（金） アルカディア市ヶ谷（オンライン）ICT利用による教育改善研究発表会

12月23日（土）予定

12月15日（金）
12月の第２週予定

アルカディア市ヶ谷（オンライン）
アルカディア市ヶ谷（オンライン）
アルカディア市ヶ谷（オンライン）

事業活動報告交流会
大学職員情報化研究講習会[ICT活用コース] 
アクティブ・ラーニング分野連携対話集会（文系・理系）

11月24日（金）予定 アルカディア市ヶ谷（オンライン）大学情報セキュリテイ研究講習会
11月30日（木） アルカディア市ヶ谷（オンライン）第38回臨時総会

２月下旬予定

会議名 配信会場および実施方法月　日

２月上旬予定
２月中旬予定

３月上旬予定

アルカディア市ヶ谷（オンライン）
アルカディア市ヶ谷（オンライン）
関西地域の大学予定
アルカディア市ヶ谷（オンライン）

学生による社会スタディ
大学教員の企業現場研修
FDのための情報技術研究講習会（対面開催）
産学連携人材ニーズ交流会

令和６年予定

１月11日（木）予定 アルカディア市ヶ谷新年賀詞交歓会（対面開催）
１月20日（土）予定 アルカディア市ヶ谷（オンライン）アクティブ・ラーニング分野連携対話集会（栄養・医療系）

３月27日（水） アルカディア市ヶ谷第39回臨時総会（対面開催）
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シンガポールの大学での
データサイエンス教育プログラムの実態

1

事業活動報告

１．はじめに

仮想空間と現実空間が融合し、経済発展と社会

的問題をどちらも解決することを目指す

Society5.0の実現に向けて、高度AI人材の育成が

喫緊の課題となっている。日本政府は、「数理・

データサイエンス・AI」の基礎などの必要な力を

全ての国民が育み、あらゆる分野で人材が活躍す

る環境を構築することを目指し、「AI戦略2019」

の中で「文理を問わず，全ての大学・高専生（約

50万人卒／年）が課程にて初級レベルの数理・

データサイエンス・AIを習得」ことを具体目標と

して設定した。それに伴い、文部科学省は「数

理・データサイエンス・AI教育プログラム認定制

度」を制定し、様々な大学において文理専門に関

わらず、AI・データサイエンス教育が導入され始

めている。

本報告は、コンピュータサイエンスの分野で高

い評価を得ているシンガポールの大学の学部で行

われている「データサイエンス」に関連する学位

プログラムや教育プログラムについて、ホームペ

ージを中心に調査した概要を報告し、日本の大学

においてプログラム構築の際、参考にできうる特

徴を整理する。なお、本報告は私情協の「大学に

おける数理・データサイエンス・AI教育支援プラッ

トフォーム[1]」内で示した「シンガポールの大学

等でのデータサイエンス教育関連について、主な

取組み状況のレビュー[2]」を再編集したものであ

り、調査は2022年４月に実施している。現在で

は状況が異なる可能性があることに注意されたい。

２．シンガポールにおけるAI戦略と人材

育成

シンガポールでは、首相府に設置されたシンガ

ポール国立研究財団（National Research Foundation

of Singapore: NRF）によって 2017年 に AI

Singapore （AISG）というプログラムが設置され

た。AI Singaporeのホームページ[3]によると、本プ

ログラムは６つのプログラム（AI Research, AI

Governance, AI Technology, AI Innovation, AI

Products, Learn AI）から構成されており、Learn

AIでAI AwareとAI Readyを持つ人材を育成するた

めの年代別AI能力プログラムを開発することを目

標としている。サイト内には、小学生、中学生以

上、大学生・社会人、それぞれを対象にした自己

学習教材も提供されている。また、AI Research

では、地域の科学人材の育成・確保も目標として

おり、大学・研究機関等は最先端の研究を進めな

がら人材を育成することが求められている。

さらに、NRFは、学術関係については図１のメ

ンバーから構成される「シンガポールデータサイ

エンスコンソーシアム（Singapore Data Science

Consortium, SDSC）」を立ち上げた。

Singapore 
Data Science
Consortium

Anchored by
NUS (National University of 
Singapore) Computing

Nanyang 
Technological 

University(NTU)

Singapore 
Management 

University (SMU) 

National 
University of 
Singapore 

(NUS)

Agency for Science, 
Technology and 

Research (A*STAR)

Singapore 
Institute of 
Technology

Singapore 
Polytechnic

Temasek 
Polytechnic

Singapore 
University of 
Techology 
and Design 

AcademiaFOUNDING INSTITUTIONS OTHER INSTITUTIONS

図１　SDSCの学術分野における関係団体

松尾　由美
情報教育研究委員会データサイエンス教育分科会
江戸川大学
メディアコミュニケーション学部講師

このコンソーシアムのホームページ [4]による

と、主なメンバーは、シンガポール国立大学

（National University of Singapore（NUS））、南洋

工科大学（the Nanyang Technological University

（NTU））、シンガポール経営大学（the Singapore

Management University（SMU））、科学技術庁

（the Agency for Science, Technology and Research

（A*STAR））であり、加えて企業もメンバーとな

っている。本コンソーシアムは、シンガポールが

データサイエンスとテクノロジーの力を十分に活
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用することを目標に、公的研究機関と産業界との

間にシームレスな関係を構築し、データサイエン

スの専門家を育成し、現実世界の課題に対応する

革新的なソリューションを創出することを使命と

している。産業界と大学・公的研究機関が連携し、

複数のプロジェクトが進行している。

３．SDSCに参加している大学の学部カ

リキュラム

以下、シンガポールデータサイエンスコンソー

シアム（SDSC）に参加している大学・学部のホ

ームページに掲載されている情報を基に、各大

学・学部の学位プログラムや教育カリキュラムを

紹介する。

（１）シンガポール国立大学

NUS Department of Statistics and Data Scienceの

ホームページ[5]によると、シンガポール国立大学

でデータサイエンス教育を担う学部として、

1998年４月１日にThe Department of Statistics

and Applied Probability (DSAP)が設立され、その

後、2021年７月１日にDepartment of Statistics

and Data Science （DSDS）に改称され、統計とデ

ータサイエンスの研究・教育を推進することを目

標としている。DSDSでは、下記の３つの学位プ

ログラムを提供している。

①　Major in Data Science & Analytics（DSA）

本専攻のホームページ[6]によると、本専攻では、

データサイエンス・データ分析を専攻し、特にデ

ータ取得、データマネジメント、データ探究につ

いて学び、Bachelor of Science（Honours）with a

major in Data Science and Analytics の取得を目指

している。また、到達すべき学修目標として、以

下の内容があげられている。

・　コンピューティング、数学、統計学の幅広い領

域から抽出されたデータサイエンスのための分析

手法とテクニックについて、概念的、方法論的基

礎を理解する。

・　工学、科学、行政・公共サービス、産業全般に

おける現在のデータサイエンス的な問題を理解し

適切に評価すること、さらに、適切に整理された

（curated）データを用いて、これらの分野や領域に

関連する現実的な科学的問題を特定、定式化、解

決することができるようになる。

・　様々な分野・領域における複雑なデータサイエ

ンスにかかわる問題を解決するために、適切な分

析ツールやテクニックを適用、または開発・実装

し、適切な分析ツールを用いて得られた知見や洞

察を明確に伝えることができるようになる。

また、カリキュラムの特徴として、３つ（学際

的なカリキュラム、深い専門知識、体験学習）が

あげられている。具体的には、数学、統計学、コ

ンピュータサイエンスのモジュールを選択し、デ

ータサイエンスの実践でこれらの３つの主要な領

域間の相互作用を経験する学際的なカリキュラム

となっている。さらに、第２専攻（副専攻）とし

て、人工知能、計算と最適化、コンピュータアル

ゴリズム、データベースとデータ処理、データマ

イニングと機械学習、高次の統計学に深く触れる

ことで深い専門知識の修得を目指している。加え

て、学生は、産業界主導によるcapstone moduleに

取り組み、現実世界のデータや職場で起こる課題

に関連する実践的な問題に取り組む機会を得る。

さらに、体験学習を促進するために、Data

Analytics and Consulting Centreが併設されており、

学生は、センターのコンサルティングサービスに

よる支援を得ることができる。センターでは、産

業界のプロジェクトを調達し、学科の教員と協力

してプロジェクトに関わる学生を指導する役割を

担っている。

②　Major in Statistics

本専攻のホームページ[7]によると、本専攻では、

データの収集、分析、プレゼンテーションの方法、

プログラミング、問題解決、データの可視化スキ

ルについて学び、調査、データベース、注意深く

計画された実験から情報を抽出する方法を修得

し、Bachelor of Science（Honours）with Major in

Statisticsの取得を目指している。

カリキュラムの特徴として、データサイエンス

や金融・ビジネス統計の専門を深める機会がある

ことがあげられている。「データサイエンス」で

は、大量のデータの収集、保存、分析を管理する

ためのコンピューティングに関する概念とスキル

に焦点を当てて学び、「金融・ビジネス統計」で

は、投資と金融に関する分析、保険、マーケティ

ング調査とマネジメントの分野に統計学を適用す

ることに焦点を当てて学ぶ。Major in Statistics

（統計学専攻）に加え、所定のリストから５つの

選択モジュールを履修することで、specialisation

の要件を満たしている。
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Statistics Major と Data Science & Analytics

Majorの違いとして、数学とコンピューティング

のモジュールの数があげられている。Data

Science & Analytics Majorは、シンガポール国立大

学の統計学部（Statistics department）と数学部

（Mathematics department）が共同で提供しており、

School of Computingの支援を受けているため、数

学とコンピューティングの必修科目が統計学専攻

より多くある。一方、Statistics Majorは、Data

Science & Analytics Majorよりも、必修の数学とコ

ンピューティングのモジュールが少なく、選択科

目としてこれらの数学とコンピューティングのモ

ジュールを選択できる。また、特定の統計アプリ

ケーションに必要な数学とコンピューティングに

ついては、統計モジュールの中で扱われている。

③　Major in Data Science & Economics

本専攻のホームページ[8]によると、本専攻では、

個人、組織、社会とグローバルな経済生態系にお

けるデータのローカルおよびグローバルな影響を

分析・解釈するために、データ科学と経済学だけ

でなく、経済データの実証分析の経験で強い基礎

知識を持つ学生を育成することを目的とし、

Bachelor of Science（Honours）with Major in Data

Science and Economicsの取得を目指している。本

専攻のカリキュラムは、コンピュータサイエンス、

数学、統計学を基礎とし、データサイエンスと経

済学の学際的な学修を取り入れており、金融市場、

労働市場、および教育、健康、住宅、産業組織に

おける他の応用経済問題へのデータサイエンスと

分析の適用に関連するモジュールから構成されて

いる。

また、到達すべき学修目標として、以下の目標

を設定している。

・　データサイエンスの分析手法の概念的・方法論

的基礎と、理論的・実証的な経済分析の基礎を理

解する。

・　経済学における現在のデータ科学的問題を理解

し、経済学の様々な側面、例えばマクロ経済や金

融モデリング、健康市場や労働市場などにおいて、

実務に関連する疑問や問題を特定し定式化するこ

とができるようになる。

・　経済学の様々な側面における複雑なデータ科学

的問題を解決するために、適切に管理されたデー

タを用いて適切な分析ツールやテクニックを適用

し、適切な可視化ツールを用いて得られた知見や
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洞察を明確に伝えることができる。

・　データサイエンスの専門家およびエコノミスト

として多様なキャリアで効果的に機能するように、

学生の自主的な学修と相互学修の実践を培うこと。

加えて、産業界との連携も力を入れており、産

業界と連携した統合モジュール（デジタル通貨、

FinTechとデジタル経済について産業界からの参

加を得て、教室で実施）やキャップストーンプロ

ジェクト（特定のパートナー機関や企業でプロジ

ェクトに参加する）をカリキュラムの中に取り入

れている。学生が、これらの活動を通してデータ

サイエンスの専門家と交流することで、正しい問

いを立て問題を定式化する能力や、問題解決と洞

察を得るためのデータ収集と分析の能力、コミュ

ニケーション能力を高めることが、データサイエ

ンスチームで働くことを通じて、建設的で責任あ

る社会の一員としての価値観を身につけることが

期待されている。

④　Bachelor of Science in Business Analytics (with Honours)

本専攻は、上記の３つの学位プログラムと異な

り（３つはDSDSによるプログラム）、School of

Computingによって提供されている。

本専攻のホームページ[9]によると、本専攻は、

ビジネススクール、工学部、理学部、芸術と社会

科学部が連携し、School of Computingが提供する

学際的な学位プログラムである。すべての学生が

最初の２年間に、数学、統計学、経済学、会計、

マーケティング、意思決定科学、産業とシステム

工学、コンピュータサイエンスと情報システムの

モジュールを履修し、３年次と４年次の学生は、

機能的または方法論的に関する選択モジュール

（functional or methodological elective modules）か

ら科目を選択できる。機能別選択モジュールは、

マーケティング、小売、ロジスティクス、ヘルス

ケアなどのビジネスに関するものであり、方法論

的選択モジュールは、ビッグデータ技術、統計学、

テキストマイニング、データマイニング、ソーシ

ャルネットワーク分析、計量経済学、予測、オペ

レーションズリサーチなどに関連するものである。

（２）南洋工科大学

①　Bachelor of Science in Economics and Data 

Science（Single Degree）

当該専攻のホームページ [10]によると、３つの

School（School of Social Sciences (SSS), School of



ログラムは、the College of Science（CoS）と

College of Engineering（CoE）が共同で運営して

おり、４年間のdirect honours programmeである。

また、シンガポールで唯一の海運ビジネス

（maritime business）の学位プログラムであり、

海外交流プログラムがカリキュラムの要件に含ま

れている。

⑤　Bachelor of Science in Biological Sciences with 

Second Major in Data Analytics（Single Degree 

with 2nd Major）

当該専攻のホームページ[14]によると、本学位プ

ログラムは、the College of Engineeringと提携し、

NTU's College of Scienceが提供する学際的なプロ

グラムである。以下３つのコアコースから構成さ

れている。

・　数学、統計学、アルゴリズムにおける基礎：確

率と統計、線形代数、アルゴリズム／プログラミ

ングに重点を置いている。

・　データ解析のエッセンシャルズ：データベース、

データマイニング、データの可視化・管理に焦点

を当ている

・　データ解析の上級選択科目：理学部と工学部の

異なる学部にまたがる様々な選択科目から選択で

きる主専攻である生物科学専攻では、人間、動物、

バクテリア、ウイルス、植物など、生物のバイオ

システムの研究を行い、第二専攻のデータ分析で

は、生物科学学位の研究面を補足する実用的な洞

察を得るためのデータ分析に焦点化して、生物科

学とデータ分析のクロストレーニングを行う。加

えて、全ての第２専攻のコースは、College of

ScienceとCollege of Engineeringの枠を超えて異なる

Schoolによって提供されている。

（３）シンガポール経営大学

シンガポール経営大学のホームページ[15]による

と、2019年８月よりすべての学部の学生を対象

に第二専攻として、Data Science and Analytics

majorが取得可能である。カリキュラムの特徴と

して、統計学と計算科学の両方の実用的なアプリ

ケーションを体験する機会が提供することがあげ

られている。

４．コンソーシアムに参加していない大

学の学部カリキュラム

本節では、シンガポールデータサイエンスコン
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Computer Science and Engineering (SCSE), and

School of Physical and Mathematical Sciences

(SPMS)）が合同で、経済学、数学、データサイ

エンスの３分野を学ぶ４年間の学位プログラムを

開始している。本学位プログラムのカリキュラム

は、経済学の強力な基盤を身に着けることに加え、

データサイエンスを通じてビッグデータを処理

し、対処するだけでなく、現代の大規模なデータ

分析を適用することで、経済的な意味を持たせる

ための能力を育てることを目標としている。

②　Double Degree in Accountancy & Data 

Science and Artificial Intelligence（Double 

Degree）

本学位プログラムのホームページ[11]によると、

本学位プログラムは、Nanyang Business Schoolと

the School of Computer Science and Engineeringが

連携して提供しており、４年半で、Bachelor of

AccountancyとBachelor of Science in Data Science

and Artificial Intelligenceの２つの学位の取得を目

指している。具体的には、データの管理、 プロ

グラムによるビジネスアナリティクスの実施、ビ

ジネスプロセスを自動化するためのAIモデルの作成、

収益性やリターンを高めるための予測モデルの作

成を学び、データ解析のための統計ライブラリの

統合や会計・財務プロセスを自動化するAIモデル

の作成ができるようになることを目指している。

③　Bachelor of Science in Data Science and 

Artificial Intelligence（Single Degree / Single 

Degree with 2nd Major）

当該専攻のホームページ[12]によると、本学位プ

ログラムは、School of Computer Science and

Engineering と the School of Physical and

Mathematical Sciencesの合同で運営され、統計学

とコンピュータサイエンスの相乗的な領域におけ

る厳格なトレーニングに基づくカリキュラムが用

意されている。具体的には、カリキュラムの中で、

科学技術、ヘルスケア、ビジネスと金融、環境の

持続可能性など、様々な応用領域における現実世

界の問題を解決する機会を提供されている。

④　Bachelor of Science（Maritime Studies）with 

Second Major in Data Analytics（Single Degree 

with 2nd Major）

当該専攻のホームページ[13]によると、本学位プ



ると、本プログラムは、AIソリューションの開発、

適用、展開する能力を持つICTの専門家育成のた

め に 設 立 さ れ た ３ 年 間 の direct honours

programmeであり、The Bachelor of Science with

Honours in Applied Artificial Intelligenceの取得を

目指し、ソフトウェアシステム内のAIの実装に焦

点を当て、以下の３つの領域について学ぶ。

・　Core-Software Engineering：機械学習スキルの習

得に不可欠な、基礎的なソフトウェア開発の基礎

となる学びに加え、クラウドコンピューティング、

ビッグデータ、DevOpsなどのトピックについても

学ぶ。

・　Core-Machine Learning：AIモデルをどのように開

発・適用・展開するかについてのスキルを修得する。

・　Professional Skills：様々なステークホルダーに対

して自分の考えを明確かつ自信を持って表現でき

るよう、関連するソフトスキルを修得する。

②　The Bachelor of Science with Honours in 

Applied Computing with a specialisation in 

Fintech

本学位プログラムの概要のホームページ[18]によ

ると、本プログラムは金融セクターのための金融

技術（フィンテック）に精通した情報通信技術

（ ICT）スキルを高めることを目的とする

Infocomm Media Development Authority（IMDA）

とMonetary Authority of Singapore（MAS）の提携

で、シンガポール工科大学が提供する３年間の

direct honours programmeであり、The Bachelor of

Science with Honours in Applied Computing with a

specialisation in Fintechの取得を目指す。プログ

ラムの大きな特徴として、企業で働きながら学ぶ

Integrated Work Study Programmeがあり、Term-

In-Term-Out（TITO）を採用した教育プログラ

ムが行われている。

③　The Bachelor of Engineering with Honours 

in Electronics and Data Engineering

Electronics and Data Engineeringの学位プログラ

ムの概要のホームページ[19]によると、本プログラ

ムは、シンガポール工科大学とミュンヘン工科大

学（TUM）が共同で提供する４年間のdirect

honours programmeであり、The Bachelor of

Engineering with Honours in Electronics and Data

Engineeringの取得を目指す。本プログラムのカ

リキュラムの特徴として、エレクトロニクスとデ

ソーシアム（SDSC）に参加していない大学にお

けるデータサイエンス教育に関する学位プログラ

ムやカリキュラムを紹介する。

（１）ジェームズ・クック大学シンガポール

（James Cook University Singapore）

Bachelor of Science のMajoring in Data Scienceの

ホームページ[16]によると、カリキュラムの特徴と

して以下の学修目標を達成することをあげている。

・　データサイエンスの領域において、基礎となる

概念や原理を含む一貫した理論的・技術的知識を

統合し、適用することができる。

・　社会における科学の役割と関連性、特に熱帯地

方における持続可能な未来づくりを批判的に評価

することができる。

・　科学的知識を発展させるための創造的プロセス

や、その争奪可能かつ検証可能な性質を含む科学

の方法について、幅広い理解を示すことができる。

・　様々な情報源から情報を入手・分析・合成・評

価することができる。

・　１つまたは複数の科学分野に適した方法、技術、

およびツールを選択し、適用することによって、

信頼性が高く、証拠に基づく実験室や野外実験を

計画し、実施することができる。

・　数学的、統計的、技術的なスキルを使用して、

科学的データを整理、分析、解釈することができる。

・　科学的なアイデア、議論、結論を、よく発達し

た書面および口頭でのコミュニケーションスキル

と様々なメディアを通じて、明確かつ首尾一貫し

て伝えることができる。

・　予測できない問題や複雑な問題に対して、科学

的知識とスキルを応用し、主体性と十分な判断力

をもって、特定、分析、解決策を生み出すことが

できる。

・　多様な状況下で効果的、責任ある、安全な仕事を

するために、規制要件、倫理原則、および適切な場合

には文化的枠組みを批判的に検討することができる。

・　現在のスキル、知識、態度を振り返り、自律的

に、また他者と協力して、専門的な学修の必要性

とパフォーマンスを管理することができる。

（２）シンガポール工科大学

（Singapore Institute of Technology）

①　The Bachelor of Science with Honours in 

Applied Artificial Intelligence

本学位プログラムの概要のホームページ[17]によ
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study/courses/course/bachelor-of-science-

majoring-in-data-science

[17] https://www.singaporetech.edu.sg/

undergraduate-programmes/applied-
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undergraduate-programmes/applied-

computing-fintech

[19] https://www.singaporetech.edu.sg/

undergraduate-programmes/electronics-and-

data-engineering

[20] https://www.mext.go.jp/content/20210315-

mxt_senmon01-000012801_4.pdf

[21] https://www.mext.go.jp/content/20210315-

mxt_senmon01-000020844_4.pdf

ータエンジニアリングの両方を学ぶことがあげら

れている。半導体技術、センサーと関連する電子

機器だけでなく、データ収集と分析の側面を含む

データサイエンスの実用的なアプリケーションで

必須の知識を中心に学ぶカリキュラムが用意され

ており、エレクトロニクス業界に必要な基本原理

だけでなく、データエンジニアリングの基礎を学

ぶことが本プログラムの特色である。

５．シンガポールの大学でのデータサイ

エンス教育から学ぶこと

シンガポールの大学でのデータサイエンス教育

について、以下、２点の特徴が見いだされた。

（１）産学連携の取組み

シンガポール国立大学（NUS）の学位プログラ

ムのように、産業界との連携をカリキュラムに取

り入れているプログラムが多数存在し、学部学生

でも、学外での経験を単位化できる。また、NUS

では産業Data Analytics and Consulting Centreが設

立されており、産業界と教員を結び付け、教員と

協力しながら学生の支援を行っている。

日本においても、「数理・データサイエンス・

AI教育プログラム認定制度」の審査項目として、

『実データ・実課題を用いた演習』（リテラシーレ

ベル）[20]や、『実践の場を通じた学習体験を行う学

修』（応用基礎レベル）[21]が設定されており、これ

らの学修が期待されている。したがって、日本の

大学においても、産業界等と連携を図りながら教

育プログラムを開発する必要性があるだろう。産

業界とどのように連携を図って教育プログラムを

実施すればよいのかについて、シンガポールの大

学の取組みが参考となると考えられる。

（２）データサイエンス副専攻の設置

様々な大学において、既存の複数の学部・学科

が連携・共同で、学生の専攻に関わらず副専攻と

してデータサイエンスを学ぶカリキュラムを提供

している。また、南洋工科大学のように主専攻と

関連の深い内容を扱うデータサイエンス副専攻を

設置するケースも見られた。日本においても、既

に行われているデータサイエンスに関する科目の

必修化や副専攻化に加えて、既存の複数の学部・

学科が共同・連携して教育プログラムを開発する

ことで、さらに専攻に問わずデータサイエンスを

学修する環境を構築できる可能性が示唆された。
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本協会では、毎年度、加盟校の情報環境に投資した教育効果を点検するため、決算情報に基づいて教育・
研究部門（蔵書目録検索システムおよびソフトウエア含む）、管理部門（学校法人部門、図書館含む事務部
門)における情報化経費を調査しています。

情報化経費の内訳は、人件費を除く物件費とし、①設備関係費、②ソフトウエア、データベース関係費、
③外部データセンター、クラウド利用経費、④工事関係費、⑤保守・管理関係費、⑥修繕費、⑦通信回線・
通信利用料、⑧消耗品費、⑨光熱水費、⑩その他情報化支出、⑪施設関係費としています。

ここで公表する調査結果は、令和３年９月中旬までに回答いただいた加盟の大学、短期大学で、大学140
校（回答率83.8％）、短期大学32校（回答率84.2％）となっており、10月に最終集計したものです。

集計は、大学は規模種別に６グループ、短期大学は１グループとして集計しています。大学は、①入学定
員３千人以上のＡグループ、②２千人以上３千人未満のＢグループ、③２千人未満、自然科学系学部有りの
Ｃグループ、④２千人未満、自然科学系学部なしのＤグループ、⑤自然科学系・医・歯・薬系の単科大学の
Ｅグループ、⑥社会科学系・人文科学系・その他系単科大学のＦグループとしています。集計方法は、加盟
校がグループでどのような状況にあるのかを把握できるよう、中央値と単純加算平均を並列して表示してい
ます。また、中央値による前年度との比較に際しては、ラスパイレス方式によっていますので、前年度公表
の単純加算平均の数値が異なります。

以下に、最終集計の結果について、主な内容を掲載します。

令和３年度

私立大学情報化投資額調査の結果

2

教育研究部門の規模・種別情報投資額のグループ別推移

177,203 67,273 35,978 17,443 27,420 15,803

263,459 70,255 38,584 17,823 24,534 16,343

32.7 6.8 2.1 11.8 3.3

33,345 2,295

32,328 1,728

2

24.7

210,207 72,796 37,746 22,722 37,593 19,660

257,365 84,800 40,138 24,160 39,839 22,763
18.3 14.1 6.0 6.0 5.6 13.6
61,833 26,393 13,520 8,081 11,398 7,266 19,500 803
46,257 18,127 9,640 5,239 10,654 4,085 13,152 410
4,688 2,893 582 1,149 782 563 1,593 46
5,887 2,400 626 668 670 765 1,539 53
70,753 18,391 7,049 4,927 8,957 5,006 15,666 624
1,043 236 392 127 157 50 306 10
5,363 1,953 838 686 1,881 494 1,528 77
8,542 1,608 1,526 852 1,873 902 2,146 143
2,617 1,546 930 449 532 304 942 40
2,429 683 1,369 393 666 156 883 16
795 30 1,274 150 22 68 437 4

2,739
14.5 24.7

2,06156,374

65,930

（万円）

＊１　令和２年度の中央値は、令和３年度と令和２年度の回答校を一致させたラスパイレス方式を導入しているため、前年作成の数値とは異なりま
す。また、下記の単純加算平均値対象校とも異なります。

＊２　Ａグループは、令和２年度に補正予算などにより大規模な遠隔講義等のICT環境整備を実施した大学が10校あったが、令和３年度は１校にな
ったため大きく減少しています。

＊３　Ｃグループは、令和２年度に遠隔講義等のICT環境整備を実施した大学が６校あったが、令和３年度は３校なったため減少しています。
＊４　Ｅグループは、令和３年度に遠隔講義等のICT環境整備を９校中３校が実施したため増加しています。
＊５　Ｓグループは、令和２年度に遠隔講義等のICT環境整備を実施した短期大学が10校あったが、令和３年度は３校なったため大きく減少してい

ます。

※　対象校数はラスパイレス調整数

＊１　単純加算平均の対象校は、令和３年度に回答した大学・短期大学としているため、上記の中央値の対象校とは異なります。
＊２　前年の平均値は、令和２年度に回答した大学・短期大学としています。



57JUCE Journal 2022年度 No.4

事業活動報告

教育研究部門経費における１大学当たり投資額の費目別推移

教育研究部門経費における１短期大学当たり投資額の費目別推移

教育研究部門の規模・種別投資額のグループ別推移
（グループ平均：単純加算平均）
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A 16.7% 83.3% 33.3% 66.7%

B 53.3% 46.7% 46.7% 53.3%

C 37.9% 62.1% 34.5% 17.2% 48.3%

D 35.4% 64.6% 41.7% 14.6% 43.8%

E 55.6% 44.4% 33.3% 22.2% 44.4%

F 21.4% 78.6% 50.0% 28.6% 21.4%

35.3% 64.7% 39.8% 13.5% 46.6%

14.3% 7.1% 78.6% 21.4% 42.9% 35.7%

主な情報化投資経費のグループ別増減状況（令和３年度 対 令和２年度）

【外部データセンタ（クラウド）の利用状況】
※ クラウドの利活用は、大学で94％（前年94％）短期大学は、67％（前年71％)となっている。
※　クラウドの利用経費は、大学全体では中央値645万円（前年643万円）と微増しており短期大

学では中央値67万円（前年35万円）と増加している
※  クラウド利用経費が１千万円以上は大学で56校（前年46校）、１億円以上の大学は６校（前年

６項）であり利用校の最大は2.7億円となっている。
※　クラウドの利用経費が５百万円以上の短期大学は１校、最大は９百万円となっている。
※　クラウドの利用経費が情報化投資額の中に占める割合は、中央値で大学で2.3％と前年の

1.9％から0.4ポイント増加している。短期大学は中央値で1.2％と前年から0.6ポイント増加し
ている。

昼間部学生一人当たりの教育研究・管理経費
における情報化投資額（大学）

昼間部学生一人当たりの教育研究・管理経費
における情報化投資額（短期大学）

↗
↗
↗
↗
↘
↘
↗

↗
↗
↗
↗
↘
↗
↗

↗

↗

【外部データセンター（クラウド）の利用割合と投資額全体に占める割合】
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本協会では、公益目的事業に対する理解の促進及び普及を図るため、全国の大学関係者に公益目的事業に
ついて理解の普及を拡大するため､事業活動報告交流会を令和４年12月９日、オンラインで実施し、48大学
２短期大学の109名、４賛助会員が参加した。

アンケート結果では、32名（教員12名、職員17名、賛助会員３名）の内31名から「参考になった」、１名
から「参考にならなかった」との評価であった。以下にアンケートの記述について、主な内容を紹介する。

・ 「大学教育の現状と方向性がデータにより定量的な理解ができ、より多くの情報技術を利用しようと
思った｡」

・   ｢政府の動き（政策・予算）など情報提供していただき、業務に反映させております｡｣
・ 「他国に遅れをとっている情報教育に関しては、今後益々重要になる教育部門であり、更なる事業展

開が期待されます｡」
・   ｢教学DXを教員にどのように理解していただけるか、資料を基に丁寧に説明を行いたいと強く感じた。

特に反転授業の実施は､大学として真剣に向き合うことが必要に感じています｡｣
・ 「ホームページ上の資料についても、もう少し先生方に使っていただけるような取り組みを進めてい

きたいと思います｡」
・ 「平素より少し疑問に感じていること、強化していかないといけないと感じていることについて１歩

踏み出すために自分なりの確認ができたと思います。今後も、このような機会にできるだけ参加がで
きればと思います。また、Webでの交流会を開催頂きましたことで、参加し易くなり感謝申し上げま
す｡」

などであった。

2022年度

事業活動報告交流会の実施結果

3

13：30 開会
13：31 会長挨拶
13：40 ＜情報提供＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

「教育DXを活用した学びの強化・充実を考える」
14：05 ＜事業別報告＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

1．教育・学修方法の改善に向けた活動
・　問題発見・解決型教育等(PBL)の研究

(分野連携アクティブ・ラーニング対話集会、分野横断フォーラム型実験授業、思考
力等の外部点検評価・助言モデル構想)

・　私立大学教員授業改善白書

14：30　２. 情報教育の改善充実に関する活動
(情報活用教育コンソーシアムの活動、産学連携「SDGsサイバーフォーラムコモン
ズ」構想の研究、データ　サイエンス・AI教育のプラットフォーム)

14：55　３．大学連携・産学連携による教育支援等の振興・推進活動
・　授業目的公衆送信補償金制度に対する課題提起　　　　　　　　　　　　　　　　　
・　産学連携支援事業
（学生による社会スタディ、大学教員の企業研修、産学連携人材ニーズ交流会）

15：25　４．情報環境の整備充実に向けた活動
・　情報化関係補助金予算の要望と概算要求　　　　　　　　　　　　　　　　　
・　私立大学情報化投資額調査　　

15：45　5.　教職員の職能開発の活動　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　
・　ICT利用教育改善研究発表会
・　教育イノベーション大会
・　短期大学教育改革ICT戦略会議
・　大学職員情報化研究講習会
・　大学情報セキュリテ研究講習会
・　FD情報通信技術研究講習会など

16：20 ＜参加者との意見交流＞
17：00 閉会

令和４年12月９日(金)　オンライン開催、無料
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学修者本位の教育への転換、質の向上を目指した

新しい学びの創出、学修成果の質保証に向けた教学

マネジメント確立の対応が急がれている中、ICTを

駆使して教育の手法や仕組み、教職員の意識改革、

学生一人ひとりに応じた学修支援を大学全体の問題

として捉え、教育改革DX、学生支援改革DX、業務

改革DXに向けた取組みを着実に実行していくこと

が重要な課題となっている。

そこで本協会では、私立大学における職員の職務

能力の開発・強化を支援するため、教育の質向上を

目指した企画・提案及び学修成果の可視化、全学的

教学マネジメントの確立に向けた指針の実施、業務

改革に求められるICTの利活用等について、知識・

理解の獲得と実践的な考察力の促進を支援すること

を目的に本研究講習会を実施している。昨年までは、

実践的な課題解決を中心に行う基礎講習コースと

ICTに係る最新の情報提供を中心に行うICT活用コ

ースに分けて実施してきたが、コロナ禍によるオン

ライン開催が続く中、参加者も減少傾向にあったこ

とから、今年度は初めての試みとして両コースを一

本化して開催し、DX化に向けた先進的な取組等の

情報提供をした上で、フリーディスカッションを行

う１日コースとグループ討議を行い、大学改革を目

指した具体的なDXの構想提案をまとめる２日コー

スを設定し実施することにした。

開催方法については、今年度もコロナ禍が終息し

ておらず、集合型研修の開催は困難であると判断し、

11月15日〜16日の２日間にわたりZoomを利用した

オンラインで実施した。

参加者全体では、35大学・１法人から66名（１

日コース44名・２日コース22名）、所属部門では、

情報センター部門26％、学事・教務部門が20％と

（ａ）所属部門構成比

多く、総務・広報が15％、学生部門６％、人事、企

画、管財部門がそれぞれ５％、そのほか就職・会

計・図書館等であった。年齢別では、20代が33％、

30代が27％、40代が22％、50代が14％、60代が

３％であった。男女比は男性64％、女性36％であ

った。オンライン開催という利便性もあってか幅広

い年代・部門からの参加となった。（図１参照）

１．プログラム構成 
本講習会では、１日目の全体会において、①教育

改革に向けたDX、②学生支援改革に向けたDX、③

業務改革に向けたDXについて、それらを考察する

ためのICT利活用の意義・先進事例について情報提

供を受け、デジタル技術を駆使して大学改革を進め

る上での課題認識を深めた後、１日コースでは部

門・大学規模等を参考にグループ分けを行い、情報

提供の中で関心ある課題等について各参加者から感

想・意見を受け、フリーディスカッションの場を設

定した。２日コースでは１日目の後半及び２日目の

グループ討議・発表において、本研修のテーマとし

て設定した①から③の観点から、具体的な課題を絞

り込み、自らがどのように関与すべきか、ICTを道

具として利活用した望ましい改善案の提言作りを行

い、グループ発表・相互評価を通じて、主体的な考

察力、イノベーションに取組む姿勢の獲得すること

を目指した。

２．事前課題
今年度は、あらかじめ、①「2040年に向けた高

等教育のグランドデザイン（答申）」（中教審第211

号）② 新たな時代を見据えた質保証システムの改

善・充実について（審議まとめ）（令和４年３月中

図１　参加者の構成　　　　　　　　　　　　　　　　　

（ｂ）年代別

（ｃ）男女比
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教審大学分科会）③「教学マネジメント指針」（令

和２年１月中教審大学分科会）④教育と研究を両輪

とする高等教育の在り方について〜教育研究機能の

高度化を支える教職員と組織マネジメント〜」（審

議まとめ）（令和３年２月中教審大学分科会）等を

参照し、大学の抱える今日的課題について理解する

ことを事前学修として課した。また、参加者自身の

目標設定を明確にするため、自大学の活動を振り返

り、他大学に紹介する自己紹介シートを作成させ、

同じグループのメンバー間で事前に共有させること

で、当日のグループ討議がスムーズに進行するよう

に配慮をした。

３．全体研修
（１）開会の挨拶
冒頭、本運営委員会の担当理事である早稲田大学

山名理事が協会を代表して挨拶した。同氏は参加者、

情報提供者への謝辞、協会の目的及び開催の趣旨に

ついて語られた。

（２）イントロダクション
「大学改革に向けた職員の役割」と題して上智学

院理事である運営委員会の木村委員長から、大学職

員として主体的に取組むための心構えとして、①環

境の変化を知る、②社会に目を向ける、そして③

「見える化」、「はかる化」から「見せる化」につい

て紹介するとともに、大学職員が果たす役割につい

て理解と共有化を図った。

（３）情報提供
１）「LMSの高度化と学修データ統合システムによ

る学修者本位の教育の実現」

熊本　悦子　氏（神戸大学DX情報統括本部

情報基盤センター教授）

神戸大学では、DX推進の目標として「with/after

コロナ禍において最先端のデジタル技術によって、

質の高い授業や実習・実験を安全に実現するための

教育環境・教育システムを構築し、学修者本位の質

の高い教育を実現するとともに、課題設定・課題解

決型人材の育成すること」を掲げ、「LMSの高度化

と学修データ統合システムによる学修者本位の教育

の実現」に向けた取組みを推進している。

具体的な取組みとしては、デジタル教材配信シス

テム「LEAFシステム」の導入による学修行動分析

と教育効果の検証、ハイフレックス型オンライン授

業システムの整備（27教室）、学修データ統合管理

システム（KDWH）の構築とAIアプリによる学修ビ

ックデータ分析の実施、分析結果を可視化し学生に

フィードバックするシステム「LAViS」の導入等が

あげられ、学修者本位の質の高い教育を実現するた

めの環境が整った。特にKDWHの導入は、システム

ごとに管理されていた多様なデータの一元管理と蓄

積したデータの多角的な分析・可視化が可能となり、

教学IRにおけるデータ分析の障壁・課題を一部解消

し、今後の取組みにつながる大きな成果であった。

これらの取組みは「神戸大学DX推進本部」及び

「Plus-DXプロジェクトチーム」が大学全体のDX推

進事業と連携を図り実施してきたが、令和４年４月、

DX推進本部と情報基盤センターを統合改組した

「DX・情報統括本部」の設置により、DX推進体制

がさらに強化された。

今後は新体制のもと、デジタル技術を積極的に活

用した教育効果の高いハイブリッド授業の拡充、教

学IRの充実・活用によるエビデンスに基づいた教

育・学修改善の実施、学修状況の可視化による個別

最適化された学修指導・授業改善による「学修者本

位の質の高い教育の実現」と「課題設定・課題解決

型人材の育成」を目指す。

２）「教育DXに向けたスマートキャンパス構想」

藤田　高夫　氏（関西大学副学長・国際部長）

関西大学では、①学生の学習機会の制限・制約バ

リアを軽減・除去、②学修成果の可視化、③DX推

進に対応したインフラ、環境整備、④学内業務の効

率化の４つの柱を立ててDXへの取組みを推進した。

DX構想検討時には５つのキャンパス間で提供し

ている科目に不均衡が生じており、オンデマンドや

リアルタイムの授業配信用機器、支援スタッフの不

足等が背景に存在した。一方、実現上の前提として、

2018年にLMSを全学的に浸透させるために更新し、

BYODに対応するため2016年からWi-Fi環境を前倒

し整備し、2014年から開始したCOIL型授業をコロ

ナ禍で注目を浴びて強化することにした。

Plus-DXに採択された二つの柱としてLMSの強化

が条件であったためオンデマンド授業配信用に

Panoptoを導入しLMSと組合せ、課外活動と連携し

たキャリア支援ポートフォリオを構築した。さらに、

ハイフレックス型授業に対応したGlobal Smart

Classroomと発話を伴う遠隔授業に対応するSelf

Learning Spaceを全キャンパスに設置した。

トップダウンでの推進体制をとり、教学部門と法

人部門からなる「DX推進会議」が方針を決め、教

学に浸透させるため全学部長から構成される「DX

運営委員会」により情報を周知することにした。特

に留意したことは、当初から学内外へ推進に関する

情報発信をする広報活動を開始したことであった。

今後の展望として、コロナ収束後を見据えた新し

いオンラインコンテンツを開発すること、学習ログ

を追跡することによる学修者自身にとっての成果の

可視化を図ること、各部局に分散されているデータ

を有機的に活用する統合データベースを構築するこ

とがあげられる。そのために、原則対面授業の方針

の下でオンライン授業の提供環境を活用する方法、

学習ログ等の溜まっていくデータを分析する方法と

体制作り、利用者が限定されたハイフレックス型授

業環境を全学的に普及・浸透させる手段の確立等の

課題を解決していくことになる。

３）「学修課程・成果の可視化を目的とした医療系

の学びにおけるDX推進」

瀬戸　僚馬　氏（東京医療保健大学学長戦略本

部教授）　

東京医療保健大学では、コロナ禍以前から、

Society5.0に向けた文理融合によるAI人材育成に着
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目し、また全学生へのPC貸与、LMSツールやオン

デマンドシステムの導入等、デジタル技術を積極的

に取り入れていた。DX推進計画に拍車を掛けたの

は、令和２年度の文部科学省の遠隔授業の補助金に

関する文書中の「DX化」という言葉にも後押しさ

れ、新型コロナウイルス感染症対応のBCPとして開

始した遠隔授業を契機に、医療の大学に当然必要と

考えられていた対面での実験・実習においても、学

修効果を高める観点から全学による積極的なICT活

用によるDX化が進められた。

DXを推進するための整備経費を確保するため、

文部科学省等の補助金を積極的に活用し、ルーブリ

ックを用いた学修評価・可視化システム、バーチャ

ル看護学修システム、医療技術アーカイブシステム

等、DX推進計画に基づく教育課程と成果の可視化

として、令和２年度大学改革推進等補助金「デジタ

ルを活用した大学・高専教育高度化プラン（取組

①）」に申請し、デジタル技術を積極的に取り入れ

ている点、DXを全学的に推進する体制等が評価さ

れ採択された。

令和３年度には、DX推進計画をさらに推し進め、

教育DXの基本理念や推進体制、学修環境の整備等

を明記したDX計画を策定した。学内でDXが普及し

ているタイミングで、文部科学省による令和３年度

大学改革推進等補助金「ウィズコロナ時代の新たな

医療に対応できる医療人材育成事業」、「デジタルと

専門分野の掛け合わせによる産業DXをけん引する

高度人材育成事業」の募集に申請して採択された。

令和４年度は、同時進行の「数理・データサイエン

ス・AI教育認定プログラム（MDASH）」にも申請し

全学部で認定された。

また、「一歩先の教育」を実現するため、DXによ

る基盤強化により「学修者本位の多様な教育の提

供」、「学びの質の向上」を図る第３期中期目標・計

画を立て、計画達成のための方策として、教育DX

の推進、研究DXの推進、事務DXの推進を掲げてい

る。同時期に、「骨太方針2022」（令和４年６月）

が閣議決定され、医療の将来像も示され、医療系大

学における教育の方向性が明らかとなった。IoTや

AIがこれからの医療の世界に拡大されることが予想

されるため、学生は今の医療で働くのではなく、５

年後10年後の医療で活躍することを念頭に、５年後

10年後の医療の形を考えた教育をしていく。18歳

人口が減少する中で、誰一人取り残さない大学づく

りにICTを使ってどうやるかを今後も考えていく。

４）「大学体験価値モデルの創造を目指して」

寺澤　武　氏（桜美林大学学長室）

大学の機能として求められるものは、学修者に対

して、大学の保有する人的・物的リソースを最大限

に利用し、正課内外で最良の学修機会を提供するこ

とが最大の使命といえるのではないか。大学体験価

値とは、卒業後に大学生活を振り返ったとき「あの

頃が一番楽しかった」と言える時間と空間ではない

か。

桜美林大学では、大学体験価値モデルを「学修×

コミュニティ参加＝大学体験価値」と定義し、これ
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らの相関関係の分析を行うことで、学生満足度の新

指標としたい。

これらを高める施策としては、学修データ及び学

内施設の利用状況・各種システムへのログイン状況

等を用いた学生のGPA予測式の高精度化及び学修ポ

ートフォリオシステムへの組込、通信環境、授業運

営方針等の整備による学修機会の担保、オンライ

ン・オンデマンド・ハイブリッド／ハイフレックス

に対応した授業内容の見直し、在学生の「価値観」

や卒業生のコミュニティ帰属意識の分析による大学

の施策と学生の意識のずれ解消へ向けたデータ蓄

積、授業外の交流を促進するためのオンライン交流

プラットフォームの導入によるキャンパスを越えた

交流機会の創出等があげられる。オンライン・オフ

ラインを問わない、大学の提供するサービス利用率

の向上を図ることがこのモデルの指標になる。

DX化は、専門的な知識が無くても使える様々な

分析ツール、RPAやAIチャットボット等を利用した

定型業務の省力化・均質化、時間と空間、言語を越

えた教育及び交流の場等をもたらし、チャンスでも

あり、変化への対応も迫られる苦難のタイミングで

もある。

今後、さらに発展した取組みを実施し、学生が大

学の提供する施設に滞在している率、大学の提供す

るサービスに参加する率を増加させるとともに、学

修成果との相関関係の分析を行うことで、このモデ

ルに還元する。

５）「創造的業務への移行を目指して〜RPAの活用

実践・効果〜」

三原　あや　氏（立命館大学　財務部財務

経理課長)

立命館財務経理課では、２大学５附属校の学生

49,778名、教職員3,566名、全拠点（部課数約120）

の経理処理を京都市の朱雀キャンパスで実施してお

り、決算期の超過勤務や休日出勤が常態化していた

ことにより、2018年度のRPA導入に至った。

経理課業務改善のRPAシステム選択は、経理課職

員が担当した。導入業務は、業務の洗い出しから始

め、「定型」「定期的」「大量」に加え、クリティカ

ル度合いを基準に実施優先順位を決定し、経理課内

で業務の整理や見直しを実施した。RPA化のために

は、業務手順を見える化するためのフローの作成は

重要であり、必ず複数人の目線で業務の見直しを実

施した。次にシナリオの品質を保つための共通のル

ールを定め、必要部品をテンプレート化した。RPA

ロボットの安定稼働に向けて運用ルールの策定をし

た。①セキュリティ・エラー対応のため職員の就業

時間内での稼働とする、②継承性を担保するために

一覧やフローのメンテナンスの更新ルールを定め

た、③シナリオの実行時間を管理するためにタスク

を管理する。以上により、４年経過した現在も大凡

維持している。

RPA導入により、決算終了時期が半月早まり、

GWの休暇取得日数も３倍増、決算時期の一人あた

りの総労働時間は７％減、超過勤務は30％減、年度

末には休日出勤なしという成果に繋がった。また、
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７）「サイバー攻撃のリスクとセキュリティ対策の

基礎知識」

松坂　志　氏（情報処理推進機構セキュリ

ティ対策推進部標的型攻撃

対策グループ）

情報処理推進機構では、情報セキュリティ10大脅

威を毎年公開している。

2022年版は１位が「ランサムウェアによる被害」

となった。ランサムウェア攻撃とは、攻撃者がウイ

ルスを何らかの方法でパソコンやサーバに感染さ

せ、パソコン内のファイルを暗号化することで、パ

ソコン自体を利用できなくさせ、ファイルやパソコ

ンを元に戻すための金銭を要求するという攻撃手法

である。

従来のランサムウェア攻撃は、攻撃者がばらまき

型メールや悪意あるウェブページにより不特定多数

に攻撃し、感染した人からデータの復旧と引き換え

に身代金を要求していたが、人によっては身代金を

払うまでのデータではない場合があった。

現在のランサムウェア攻撃は、攻撃者は企業や組

織を標的にしている。攻撃者は何らかの方法で企

業・組織のネットワークへひそかに侵入し、そこか

らネットワーク内で侵害範囲を拡大させ、重要デー

タの保管サーバからデータを窃取し、ランサムウェ

アによる暗号化や、ドメインコントローラ等の管理

サーバを乗っ取り組織内の業務用パソコン等を一斉

にランサムウェアで暗号化することで、事業継続

（データ・システムの復旧）や窃取したデータを公

開しないことと引き換えに身代金を要求する侵入型

ランサムウェア攻撃になった。

攻撃対象が個人から企業・組織になったことで、

身代金の規模は数千万円から数億円を要求され、被

害企業・組織は1,000を超えると思われる。あらゆ

る企業・組織が対象となりうる。

また、攻撃者は高度な分業や複数グループが連携

しているため、小さなほころびから企業・組織は非

常に大きなダメージにつながるので、不審なモノ・

コトを見かけたら通報する。「情報セキュリティ対

策の基本」は、多要素認証を使う、ソフトウェアを

最新にアップデートする、クリック前に考える、強

固なパスワードを使う等の徹底が個人にも必要である。

なお、サイバー攻撃は今後悪化することが予想さ

れるため、リソースに対する経営層の理解や、シス

テム対策だけでなく、多層的に組織全体で戦う必要

がある。

４．１日コースのフリーディスカッション
１日コース参加者を対象に当日受講した各種の情

報提供に関する感想・意見、あるいは自大学自身の

取組みや抱えている課題等について、参加者間で情

報共有するための場を新たな試みとして設定した。

二部構成として前半は５グループ、後半は所属部門

別の３グループに分かれ各45分、計90分間実施した。

以下に、情報提供に関する感想・意見の一部を紹介

する。

・　東京医療保健大学のDX推進事例は、同じ医療系

大学として同様の悩みを共有できる内容であった。

副次的な効果として、自発的に業務フローを整理し、

RPAにあわせた業務手順の見直しや実行方法を検討

する機会となり、業務を減らす意識が醸成され、何

よりも担当者の精神的な負担が軽減できたことは大

きな成果である。

2019年度には、財務経理課のRPA活用が学内の

グッドプラクティスとして紹介された。経理課では

新たにワークフローシステムの活用を開始し、各種

申請の電子化、人員削減や在宅勤務を可能とした。

他部署においてもワークフローシステム利用が開始

され、脱押印の動きが加速した。

今後の課題としては、DXやRPAによって紙手続

きをさらに削減し、教職員の仕事の質として、創造

的業務に取り組む時間の増加を目指している。

６）「大学データの収集・前処理から分析、

結果の共有まで：そして価値創造へ」

鎌田　浩史　氏（上智学院IR推進室チーム

リーダー・上智大学基盤

教育センター非常勤講師）

上智大学IR推進室の業務内容から、IR業務を行う

上でどのように大学データを収集・分析・共有して

有効活用するのか説明された。

まず、大学データの収集では、①個人情報の収集

に対する抵抗。②学内データの散逸。③学内データ

の未整理の課題がある。

これに対して、個人情報の事業所内利用は「個人

情報保護法第23条」の適用範囲外であり、大学全体

で「学生情報は共有財産である」という雰囲気を醸

成することが重要。また、データの散逸については、

データの棚卸を行い、「どのようなデータがどこに

あるかを把握する」データカタログの整備が大切。

最後にデータ整理については、入力・保管・分析の

時に構造化することが肝心であるとした。

次のデータ分析では、「いきなり細部をみない」

という鉄の掟を紹介し、全体を俯瞰（鳥の目）し、

詳細を分析（虫の目）し、潮流を把握（魚の目）す

る３つの視点が重要であるとした。

また、データは比較することが大切であり、①内

部比較、②ベンチマーク、③時間推移の比較方法を紹

介し、ベンチマークとしては私立大学連盟のデータ

やSciVal等のオープンデータの利活用が有効である。

分析結果の共有では、大学のデータ資料は細かい

ものが多いと指摘し、単純にグラフ化するだけで、

分かりやすい（見てわかる）データになり、データ

の性質に合わせたグラフを利用することが重要であ

り、よく使われる「円グラフ」は非推奨であると注

意を促した。そして、グラフでは事実を伝えるだけ

でなく、メッセージを入れることが大切とし、デザ

インする際には、アートではなく「伝わりやすさ」

を重視することが必要であるとした。

最後の価値創造については、IR業務の視点から

「IRは組織ではなく機能である」とし、エビデンス

のあるデータを分析して、他者に分かりやすく可視

化（グラフ化）してメッセージを伝えることで、意

識や課題を共有し業務改善を進め、建学の理念を実

現することが重要である。
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・　立命館大学の業務の見える化からRPA運用によ

る労働時間の削減までの取組み事例は興味深かっ

た。

・　関西大学の施設設備が参考になった。機材先行

だけでなく活用が大事という点が響いた。

（２）各大学での事例・課題について情報交換の一

部を紹介する

・　クラウドサービスの利用状況及びクラウドのセ

キュリティについての考え方について

・　遠隔授業の方法、LMSや動画配信の仕組みにつ

いて

・　ITスキル不得手者へのフォローの方法について

・　ペーパレス化の進捗状況及び課題について

短い時間ではあったものの参加者間で有意義な情

報交換が積極的に行われ、今後の各大学の施策検討

に向けたヒントが得られたものと考える。

５．２日コースのグループ討議・発表・相互
評価

（１）グループ討議
１日目は、前半に行われた情報提供や参加者が調

べてきた課題等について情報共有しながら、グルー

プ単位で「教育改革DX」、「学生支援改革DX」、「業

務改革DX」の３テーマを一つに絞り込み、解決す

べき課題を設定の上、具体的課題解決提案をまとめ

中間報告としてメールで提出することにした。

従来の集合研修時に比べて開催期間が短く、かつ

オンライン講習会ということで、時間配分やコミュ

ニケーションの難しさに配慮し、参加者には事前に

研修用ワークシートを配付し、「タイムスケジュー

ル」や「今、検討すべきこと」が明確になるように

して進めた。また、各グループには運営委員がファ

シリテーターとして参加し、議論が煮詰まらないよ

うに適宜アドヴァイス等を行った。

（２）グループ討議のプログラム内容
２日目は、前日に提出された各グループの中間報

告をWebに掲載し、相互に他のグループへの感想や

意見を掲示板に書き込んでもらい、それを参考に最終

提案を作成した。

（３）各グループの発表
４グループ中、「教育改革DX」が２グループ、

「学生支援改革DX」と「業務改革DX」が各１グル

ープであった。具体的には、①形骸化しがちなポー

トフォリオを学修以外の情報やAIや教員によるフィ

ードバック機能を実装することにより学生の主体性

を引き出す提案、②学生ひとり一人にあわせたAIの

導入やVR、メタバースを活用した新しい学びの提

案、③ネット上仮想空間を用いた学生とのコミュニ

ケーション円滑化プロジェクトの提案、④学生目線

と組織目線に分けたチャットボットの導入による属

人化を解消するDXの提案等が行われた。

各提案とも今日的なICT技術が活用されており、

参加者の多くが長期化するコロナ禍の影響を受けな

がら日常業務を遂行ら迫られているせいか一昨年、

昨年に比べてDXに対する意識が向上しているよう

事業活動報告

に見受けられた。

（４）相互評価
発表後、その都度、質疑・参加者全員での相互評

価を行い、発表内容の共有や実際に導入する際の問

題点等の深堀を図った。最後の講評では、祖父江副

委員長から「多くの大学に同じような悩みや課題が

ある。本講習で得た成果を自大学に帰ってぜひ役立

てて欲しい、2020年から小学生のカリキュラムに

プログラミングが必修となり、そのようなITネイテ

ィブの学生が入学してきた時、大学のDXに求めら

れるものはかなり高いものになる。それを念頭にお

いて業務にあたって欲しい」と総括し、閉会とした。

（５）研修事後レポート・アンケート（次ページ図
３参照）

参加者には、本講習終了後、３週間程度の期間を

とり研修事後レポート・アンケートの提出を求めた。

１）課題解決力

講習全体を通して「課題解決力」は、発揮・伸長

した21％（前年対比−６％）、ヒントを得た74％

（前年対比＋１％）と参加者の95％が、何らかの

“気づき”を得ている結果となった。自由記述では

「他大学職員と情報や意見交換することで、新しい

学びや今後どのようにすべきか知ることができた。」

「今回のグループ討議を通してロジカルな思考力が

得られた。」等の回答が寄せられた。

２）創造的思考力

「創造的思考力」については、発揮・伸長した

26％（前年対比＋１％）、ヒントを得た74％（前年

対比＋１％)と昨年同様、参加者全員が何らかの成

果を感じている結果となった。グループの発表の中

にも、チャットボット・AI・VR・メタバース等の

今日的なキーワードが複数みられた。

３）ICT・データ活用意識

「ICT・データ活用意識」については発揮・伸長

した26％（前年対比−３％）、ヒントを得た68％

（前年対比−１％)と全体の約95％を占め、参加者は

ほぼICT・データ活用の意識を持っているという結

果となった。昨年同様、情報システム部門と学事・

教務部門の参加者の割合が多かったが、他の部門で

あってもコロナ禍の影響もありICTの活用やDXを意

識する場面が増加傾向にあると思われる。

４）グループ討議について

グループ討議においての「発言」については、積

極的だった32％（前年対比−14％)、発言はした

58％(前年対比＋９％)、あまりしなかった10％（前

年対比＋５％）という結果になった。１グループの

人数を５〜６人（昨年は６〜７人）にした結果、概

ね参加者全員が発言したと思われる。「交流と人脈

形成」については、積極的だった37％（前年対比＋

17％）、対応はした58％（前年対比＋９％）、あま

り広がらなかった５％（前年対比−26％）という結

果となり、昨年度に比べて大幅に改善した。「課

題・企画の検討」については、積極的だった53％

（前年対比＋２％）、発言はした42％（前年対比−

２％）、周りに頼っていた５％（前年対比±０）で
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良いきっかけとなった。」「オンラインでのグループ

討議であったが、活発な議論と情報交換ができた。」

等と良い評価の回答がある一方、「グループ討議で

は個々で話をする機会がとれず、その点が難しかっ

た。」「対面のほうが進行しやすく、且つ議論が活発

化しやすいと感じた。」という意見もあった。また

提案として「情報提供に関して、実際に導入した

ICT技術・製品名・導入計画や数値データの提供が

欲しかった。」「グループ討議に関して、実際にあっ

た課題に対して討論し、結果のアイデアと実際の解

決事例を比較してみてはどうか。」等の意見も寄せ

られた。

あり、昨年同様、Zoomの操作に慣れている参加者

も多く、オンラインでも課題の検討等ができるとい

う結果となった。

５）その他の意見について

情報提供テーマについては、すべて高評価であっ

たが、個別ではハイフレックス型授業、データの処

理・分析・共有について参考になったという回答が

あった。職場に戻ってからの行動計画ついては、

ICT知識の向上、意識改革と共有、自大学でできる

DX提案の他、ペーパーレス化、RPAの導入検討等、

身近なことから着手したいという回答が多かった。

研修全体を通しては、概ね「他大学の現状等を知る

図２　アンケート結果

６．まとめ
①　長期化するコロナ禍の影響から、３年連続での

オンライン開催となったが、運営側、参加者の

Zoomの操作や討議マナーに関する慣れもあり、

大きな支障もなく運営することができた。

②　初の試みであった１日コースのフリーディスカ

ッションでは、事後アンケートにおいて、各大学

の取組を詳しく聴けたことに対して一定の評価が

ある反面、所属部門別のフリーディスカッション

の時間を長くしてほしいという意見も複数寄せら

れており、また、担当した運営委員からも、あら

かじめテーマごとにグループ分けをする、業務経

験によりグループ分けをする等の工夫についての

指摘もあったことから時間配分・テーマ・グルー

プ構成の見直しが、運営側の課題となった。

③　２日間コースについては、参加者が22人（前年

対比−22人）と半減したため、グループの人数を

５〜６人（前年６〜７人）４グループで実施、業

務経験や知識に起因する要件を除けば、昨年同様、

グループ討議を円滑に進めることができた。しか

し、今年も対面では存在する「雑談」のような時

間が必要という意見が寄せられ、初対面の参加者

でのオンラインによるグループ討議の難しさは解

消されなかった。また、討議時間も集合研修時に

比べて短いため、課題解決に対して一定の成果は

みたものの深堀には至らない面もあった。

研修全体として事後アンケートの評価は、概ね良

好にもかかわらず、参加者数については毎年減少傾

向にあり、本講習の良さを加盟大学にしっかりと伝

えていくという必要性があるという意見も出され、

次年度以降の継続課題としたい。

最後に、長く続くコロナ禍というこれまで経験を

したことがない難局であるにも関わらず、全国の教

職員が１〜２日間にわたる講習会に貴重な時間を割

いて参加をしてくれたこと、また、職場に戻ってか

らの力強い行動計画を示してくれたことに対して、

運営委員一同から感謝とエールを送るとともに、本

講習会への参加がきっかけとなり、少しでも日々の

業務のDX推進に寄与することを願ってやまない。

文責：大学職員情報化研究講習会運営委員会
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令和４年度（2022年度）

「学生による社会スタディ」開催報告

5
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オンラインによるテレビ会議形式で開催した結果、グループ討議を含む「全プログラム参加」と「有識者の情報提供

に限定参加」を合わせて、42大学91名が参加した。

１．開催目的
全国の国立・公立・私立の大学１・２年生を対象に、情報通信技術を活用した新しい価値創造の重要性に気づき、早

い段階から発展的な学びが展開できることを支援する。

２．開催日時・場所
令和５年２月８日（水）にZoomによるテレビ会議形式でアルカディア市ヶ谷から配信した。

３．参加者の構成
（１）全プログラム参加者（51名）

参加大学は、国立３大学、公立１大学、私立17大学の21大学。参加者の内訳は、1年生49％、2年生51％、男性

51％、女性49％、人文社会系27％、法学系7％、経済・経営系17％、情報・理工系20％、メディア系20％、家政

系３％、医療系５％であった。

（２）情報提供のみ参加者（40名）

参加大学は、国立１大学、私立20大学の21大学。参加者の内訳は、１年生38％、2年生62％、男性58％、女性

42％、学部別では人文社会系23％、法学系５％、経済・経営系40％、情報・理工系15％、メディア系13％、家政

系３％、医療系３％であった。

４．プログラム概要

12：00

12：30

12：40

13：00〜13：50

13：50

14：00〜14：50

14：50〜15：40

15：40

15：50〜16：50

16：50〜17：30

17：30

Zoom接続確認

開会挨拶
社会スタディの進め方について

【有識者からの情報提供と意見交換】
１．「未来は君たちの手にある- DXやメタバースなどによるイノベーション-」

須藤　　修　氏　（中央大学国際情報学部教授、東京大学大学院特任教授）
デジタル技術が産業・生活・文化に至る社会のあらゆる分野に浸透し、地球規模で、個人の幸せや　社会の豊かさ

を実現する価値創造に結び付ける取り組みが進展している。世界の主流は、DX(デジタル変革)に加えてVX(現実世界

と仮想世界を融合する変革)に大きく変わろうとしている。

未来は君たちの手にあるので、文理の境界を超え、新しい社会の創造に向けたスキルの習得や社会的実践を通じて

イノベーションにチャレンジして欲しい。

休憩
２．「意味のイノベーションによるアントレプレナーシップへのチャレンジ」

小西　一有　氏　（合同会社タッチコア代表、九州工業大学客員教授）
グローバルなデジタル変革の中では、従来の「問題解決のイノベーション」では競争に勝てない。大事なことは、

「モノからコト」へのような人々の生活の豊かさや幸せ感をもたらす「意味のイノベーション」を実現することであ

る。そのためには、既成概念、固定概念を覆すような発想とそれを実践するマインド、すなわち「起業家精神」の訓

練が重要であり、学生時代から失敗をおそれずにチャレンジして欲しい。

３．「サイバーとフィジカルを融合した学びでデータ革命にチャレンジ」
大原　茂之　氏　（東海大学名誉教授、株式会社オプテック代表取締役）　 

日本は新しい変化への対応が苦手で昔の成功体験から抜け出せないでいる。その要因の一つとして、領域ごとの活

動にとどまっており、サイバー上でデータを横断的に活用し、物事を予測してリアルの世界で構想を実現していくこ

とが遅れていることがあげられる。データ駆動型の社会で活躍するには、教室の学びだけでなく、サイバー空間を活

用して多くの分野と交わり、データを科学的に活用し、新しい価値創造に主体的に行動できることが求められる。

休憩
【気づきの整理と発展】
１．気づきの整理と発展のためのグループ討議
※グループで「情報通信技術を活用して未来社会にどのように向きあうか」について考える。

２．気づきの発表
※グループごとにまとめた結果を代表者が発表する。

閉会
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V．参加者の声（回答者29名のアンケート集計）
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この発表会は、全国の国立・公立・私立の大学・短期大学教員を対象に、教育改善のためのICT利用によるFD（ファ

カルティ・ディベロップメント）活動の振興普及を促進・奨励し、その成果の公表を通じて大学教育の質向上を図るこ

とを目的として、平成５年より実施しています。

ICTを利用して教育改善を実施している①アクティブ・ラーニング※１、②双方向型授業、③反転授業、④PBL※２、

⑤TBL※３、⑥事前・事後学修※４、⑦協調・協働学修、⑧遠隔授業※５、⑨学部等連係課程授業※６、⑩地域社会・産業界と

の連携授業などの取組みとします。優れた発表に対しては、文部科学大臣賞、私立大学情報教育協会賞や奨励賞を授与

し、その教育業績を顕彰します。これまで文部科学大臣賞５件、私立大学情報教育協会賞33件、奨励賞54件などを授与

し、教育改革へ貢献しています。2023年度の発表を下記の通り募集いたしますので、ふるってご応募下さい。詳細は当

協会のホームページ（次ページにURL記載）にも掲載しています。。

発表募集要項 学修者本位の教育と教育の質向上を目指すICT利用

2023年度 ICT利用による教育改善研究発表会
オンライン開催

主催：公益社団法人 私立大学情報教育協会、後援：文部科学省(予定)

募 集

日　　時：２０２３年８月２５日(金)
オンライン(配信)会場：アルカディア市ヶ谷(私学会館)　

東京都千代田区九段北4-2-25　（地図　https://www.arcadia-jp.org/access/)

■応募要件
以下の要件のすべてを満たしているものとします。

（１）ICTの利用により教育改善効果が認められるものであること。
（２）大学、短期大学の現職教員が主体の研究発表であること。
（３）個人・グループの取組み、または学部・学科などの組織的取組みであること。
（４）学部、学科の教育目的・目標の達成に寄与しているものであること。

■発表内容
○ 教育改善の目的・目標 ：問題の所在、研究の目的・目標を明瞭にして下さい。

○ 教育改善の内容と方法 ：ICTを利用して問題をどのように改善しようとしたのか、その経緯を明らかにして下さい。

○ 教育実践による教育効果：実践による教育効果とエビデンスを示して下さい。

■発表時間
１件につき20分（発表13分、質疑応答５分、発表準備２分）を予定しています。

■発表方法
発表スライド等を作成した上で、発表映像（13分：時間厳守）を事前に事務局に提出し、当日は原則として配信会場

からの発表映像配信後に、オンラインにて質疑応答をいただきます。

※発表映像は、mp4等の映像ファイル、あるいはPPT等の発表スライドに音声を入れて作成ください。

＜参考：授賞の基準＞　授賞の基準は、以下を満たしているものとします。
・文部科学大臣賞
（１）教育改善の目的・目標が顕著に達成されているものであること。

（２）ＩＣＴを利用した教育改善の内容と方法が画期的であること。

（３）他の教育分野での応用・展開が十分期待できるものであること。

（４）日本の高等教育の向上に資することが極めて期待できるものであること。

・私立大学情報教育協会賞
（１）教育改善の目的・目標が達成されているものであること。

（２）ＩＣＴを利用した教育改善の内容と方法に新規性があること。

（３）他の教育分野での応用・展開が期待できるものであること。

・奨励賞
（１）教育改善の目的・目標が達成されているものであること。

（２）今後のさらなる発展・展開が期待できること。

※１　従来のような知識の伝達・注入を中心とした授業から、教員と学生が意思疎通を図りつつ、一緒になって切磋琢磨し、相互に刺激を与えなが
ら知的に成長する場を創り、学生が主体的に問題を発見し、解決策を探求する学修

※２　問題発見・課題解決型学修
※３　チーム基盤型学修
※４　学生に授業のための事前の準備（資料の下調べや読書、思考、学生同士のディスカッション、他の専門家等とのコミュニケーション等）、授業

の受講（教員の直接指導、その中での教員と学生、学生同士の対話や意思疎通）や事後の展開（授業内容の確認や理解の深化のための探究等）
を促す教育上の工夫、インターンシップやサービス・ラーニング

※５　オンデマンド型、リアルタイム型、ハイブリッド型(対面授業と遠隔授業の組合せ) 
※６　横断的な分野に係る教育課程を複数学部で実施する教育課程に基づく授業



69JUCE Journal 2022年度 No.4

募 集

■発表申込費と参加費
発表申込費と参加費は、無料(加盟・非加盟に関わらず無料)です。但し、発表者は、発表会論文資料代として1,000円

を納付いただきます。（※配信会場に来場しない方は、本協会の指定口座に振り込みいただきます）

■申込方法と締切り
（１）申込みは、原則として研究発表者（大学・短期大学の教員で、当日の発表者）１人につき１件とします。

（２）Webから申込み下さい。下記サイトで｢発表申し込みへ｣のボタンを押し、画面表示に従って入力下さい。

「シラバス」またはそれに準ずるもの（Ａ４版４ページ以内）も送信下さい。

申込サイト： https://www.juce.jp/LINK/houhou/

（３）シラバス（本発表で扱う授業の内容や構成がわかるような資料）は、申込み画面に表示される送信機能を利用

して送信下さい。

申込締切　２０２３年５月１４日（日）

申込内容で当協会が取得する個人情報は、次の目的にのみ使用します。「大学名、氏名、所属（学部、部署）」は、発

表会開催要項、当協会Webに開示します。「電子メールアドレス、大学または自宅の住所、電話番号、ＦＡＸ番号」は、

発表確定等の通知や今後実施する事業の案内の際に連絡先情報として使用します。

■授賞選考の方法
書類選考：発表申込書の適格性を確認します。

１次選考：発表会の発表内容および発表会論文に基づいて、２次選考の対象となる研究発表を選考します。

２次選考：２次選考の対象となった研究発表について、１次選考の発表内容および発表会論文を精査し、授賞を決定

します。

■発表会に関するスケジュール

発表申込の締切 5月14日（日）

5月20日（土）

5月23日（火）

7月23日（日）

8月25日（金）

9月23日（土）

10月17日（火）

書類選考

書類選考結果の通知

発表会論文提出の締め切り（Ａ４版、４ページ）

１次選考（発表会）

２次選考

選考結果の通知

ICT利用による教育改善研究発表会 私情協　教育イノベーション大会

２０２３年９月７日（木）

Zoom

大学・短期大学の教職員

開催日

オンライン会場

申込者

発表内容

レフリーの有無

２０２３年８月２５日（金）

Zoom

大学・短期大学の教員

・ICT利用による効果的な教育改善

・教育の改善成果

・計画・試行段階は不可

・ICT利用による教育改善の取組みや、学修支援の

取組みなど

・計画・試行段階も可能

有り 無し

■ICTを利用した教育改善に関する本協会の実施事業
本協会ではICTを利用した教育改善に関する発表を「ICT利用による教育改善研究発表会」と「私情協　教育イノベー

ション大会」で同時期に募集しますので、下表の発表募集内容の比較をご覧いただき応募下さい。

※私情協教育イノベーション大会の発表申込は別途Webでご案内いたします。

■問い合わせ
公益社団法人 私立大学情報教育協会　事務局

〒102-0073　千代田区九段北4-1-14 九段北TLビル4F TEL:03-3261-2798／FAX:03-3261-5473

E-mail: info@juce.jp https://www.juce.jp/LINK/houhou/

授賞の有無 有り 無し

11月30日（木）受賞者の表彰

8月16日（水）発表スライド・発表映像の提出締め切り
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本発表は、教育でのICT活用やその支援のあり方、環境構築について、日頃の取組みや考えを発表いただき、参加者と

の意見交換を通じて、教育のイノベーションに役立てていただくことを目的として開催します。発表は「2023年度 私

情協 教育イノベーション大会」（９月５日～７日の３日間開催）の３日目に行います。つきましては、下記要領で発表

を募集しますので、ふるってご応募下さい。

※募集要項は本協会Webにも掲載しています。https://www.juce.jp/LINK/taikai/23happyo/

2023年度　私情協 教育イノベーション大会

オンライン開催

発表者募集のご案内

募 集

●発表日と会場

２０２３年９月７日（木）
Zoomによるオンライン開催

主　催：　公益社団法人私立大学情報教育協会　

●発表内容
遠隔授業（リアルタイム型、オンデマンド型、ハイブリッド型など）、アクティブ・ラーニング（能動的

学修）※1、双方向型授業、反転授業、PBL※２、TBL※３、教室外の事前・事後学修※４、協調・協働学修、モバ

イル・ラーニング、データサイエンス・AIの授業への応用、VR・ARなどを活用した教育、教育効果の測定

と評価（AI活用を含む）、社会人の学び直し教育など、ICT活用及びその支援の事例、構想段階・実験段階も

含みます。また、個人・グループの取組み、大学・学部・学科などの組織的取組みも含みます。

※ 参考として、昨年度の大会発表内容は本協会の「教育事例等コンテンツのオンデマンド配信」よりご覧下さい。

オンデマンド配信は法人単位での申込みが必要で有料となります。詳しくは下記サイトをご覧下さい。

https://www.juce.jp/ondemand/

＜注＞
※１　従来のような知識の伝達・注入を中心とした授業から、教員と学生が意思疎通を図りつつ、一緒になって切磋琢磨し、相互に刺激を与えながら

知的に成長する場を創り、学生が主体的に問題を発見し解を見いだしていく学修。
※２　問題発見・問題解決型学修。
※３　チーム基盤型学修。
※４　学生に授業のための事前準備（資料の下調べや読書、思考、学生同士のディスカッション、他の専門家等とのコミュニケーション等）、授業の受

講（教員の直接指導、その中での教員と学生、学生同士の対話や意思疎通）や事後の展開（授業内容の確認や理解の深化のための探究等）を促
す教育上の工夫、インターンシップやサービス・ラーニング。

●発表時間 １件20分（発表15分、　質疑・入れ替え５分）

●発表資格
発表代表者（１名）は、大学・短期大学の教職員とします。（同一の発表者による複数応募はご遠慮下さい）

●発表者の参加費 14,000円（税込）　　※加盟・非加盟校とも同額です。

（発表者は９月５日～７日の全プログラムに上記14,000円で参加いただけます）

※ 発表者には、発表証明書を発行いたします。

●発表方法
次の何れかを選択いただきます。

①　Zoomによる発表・質疑応答

②　事前に発表ビデオを作成して本協会に提出し、当日Zoomで配信・質疑応答
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●申込方法と締切

Webから下記サイトの「発表申込みへ」のボタンを押し、画面表示に従って入力後、送信下さい。

申込サイト https://www.juce.jp/LINK/taikai/23happyo/

<申込締切>　２０２３年７月２１日（金）必着

<発表概要>

申込みの際は、以下の「発表概要」について入力いただきますので、あらかじめ準備下さい。

①　キーワード（自由記述、３つ以内でお書き下さい）

②　取組み年数（１つ選択）

計画段階・１～２年・３年以上
③　発表内容（複数選択可）

遠隔授業（リアルタイム型、オンデマンド型、ハイブリッド型など）、アクティブ・ラーニング（能動的学修）、

双方向型授業、反転授業、PBL、TBL、教室外の事前・事後学修、協調・協働学修、モバイル・ラーニング、

データサイエンス・AIの授業への応用、VR・ARなどを活用した教育、教育効果の測定と評価（AI活用を含む）、

社会人の学び直し教育、その他（記入）

④　実施分野（１つ選択）

人文科学系・社会科学系・語学系・芸術デザイン系・理工系・生活系（栄養、被服、生活経済など）・医歯

薬系・看護系・体育系・情報系・学系共通・その他（記入）

⑤　本文（[1]～[4]の内容を全体で1,000字～1,200字の範囲でまとめて下さい）

[1]目的、意図　　[2]方法　　[3]成果あるいは期待される効果　[4]今後の課題

[5]取組みの組織名称（事例が組織的取組みの場合のみ、備考欄に記載下さい）

※申込内容で当協会が取得する個人情報は、下記の目的に限定して使用します。
「大学名、氏名、所属（学部、部署）」は、発表者として発表会の開催要項や本協会のWebに掲載します。「メールアドレス、大学または自宅の住
所、電話番号、FAX番号」は、発表確定等の通知や今後実施する事業の案内の際に、連絡先情報として使用します。

●発表者の確定
大会運営委員会で審査の上、７月下旬に通知を予定します。発表概要が不明瞭、または発表内容が大会の

主旨に沿わないと判断された場合は、発表をお断りする場合があります。

●発表用抄録（配布資料掲載用レジュメ）の提出
分量：Ａ４判２枚　締切：８月21日（月）厳守

●発表までのスケジュール
発表申込締切　　：７月 21日（金）

発表確定通知　　：７月下旬

発表用抄録締切　：８月 21日（月）

大会発表　　　　：９月７日（木）

●「本大会発表」と「ICT利用による教育改善研究発表会」の発表募集について

本協会では、ICTを利用した教育改善に関する発表を「ICT利用による教育改善研究発表会」と「私情協　教育

イノベーション大会」で同時期に募集しますので、下表の発表募集内容の比較をご覧いただき応募下さい。

私情協　教育イノベーション大会 ICT利用による教育改善研究発表会

2023年８月25日（金）

Zoom

大学・短期大学の教員

開催日

オンライン会場

申込者

発表内容

レフリーの有無

授賞の有無

2023年９月７日（木）

Zoom

大学・短期大学の教職員

・ICT利用による教育改善の取組みや学修

支援の取組みなど

・計画・試行段階も可能

・ICT利用による効果的な教育改善

・教育の改善成果

・計画・試行段階は不可

無し

無し

有り

有り

●問い合わせ 公益社団法人 私立大学情報教育協会 事務局

〒102-0073　千代田区九段北4-1-14 九段北TLビル４Ｆ　TEL:03-3261-2798 e-mail: info@juce.jp

区　　　分
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学生収容定員

視聴コンテンツ

2022年度分のみ 2021年度分のみ 2020年度分のみ
2022年度と
2021年度

7,000人以下

10,000人以下

10,001人以上

33,000円

44,000円

55,000円

3,300円 ０円

4,400円 ０円

5,500円 ０円

36,300円

48,400円

60,500円

視聴コンテンツ

2022年度分のみ 2021年度分のみ 2020年度分のみ 2022年度と2021年度

44,000円 4,400円 ０円 48,400円

本協会では、アクティブ・ラーニング実現を

目指した提案や教学マネジメントの仕組みづく

り、教育改善のための教育方法などに関する

様々な会議、発表会等を開催し、講演、実践事

例の紹介などを行っていますが、これをデジタ

ルアーカイブし、大学教職員の方々にファカル

ティ・ディベロップメント（FD）、スタッフ・

ディベロップメント（SD）の研究資料として活

用いただくため、オンデマンドで配信しており

ます。大学では、教員の教育力向上と職員の教

育・学修支援として、また、賛助会員企業では、

大学での教育支援の状況やニーズを把握するた

めの情報収集として、ぜひお役立て下さい。

詳細は本ページ末のURLよりご覧下さい。

●内容

本協会で実施した会議、発表会等の講演・事

例紹介のビデオコンテンツおよびレジュメで、

配信の許諾が得られたものです。ただし、質疑

応答、討議、本協会の活動紹介などは除きま

す。

＜対象とする会議、発表会等＞

ICT利用による教育改善研究発表会、教育改

革FD/ICT理事長学長等会議、私情協 教育イノ

ベーション大会、短期大学教育改革ICT戦略会

議、教育改革事務部門管理者会議、大学情報セキ

ュリティ研究講習会です。

●コンテンツ数
2022年度 ： 99件

2021年度 ：109件

2020年度 ： 97件

●申込単位と利用者
●正会員（学校法人）、賛助会員（企業）
●加盟大学・短期大学の教職員および賛助会

員企業の社員で、利用者数の制限はありま

せん（学生は対象外とします）。

●申し込みと配信期限

参加申し込み受付：随時受け付けます。

配信期間　　　　：2022年12月１日〜2023年

11月30日　

（継続配信は再度、お申し込み

いただきます）

●配信分担金

12月１日から翌年11月30日までの１年分の

金額となります。

12月１日以降の申込みも配信期限は翌年11

月30日となり、分担金も下記の金額になりま

す。

●問い合わせ先
公益社団法人私立大学情報教育協会

TEL：03-3261-2798　FAX：03-3261-5473

E-mail:info@juce.jp

https://www.juce.jp/ondemand/

※学生収容定員の算定方法は、正会員設置の加盟大学・短

期大学の学生収容定員の合計とします。

○正会員

○賛助会員（一律の金額）

オンデマンド配信 視聴参加の募集について

講演・発表会等アーカイブの

募 集

サンプルコンテンツを上記サイトから

ご覧いただけます。
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日本システム技術株式会社

賛助会員だより

デジタルハリウッド大学における
GAKUEN/UNIVERSAL PASSPORT

導入事例
～導入による期待と効果について～

大学向け総合パッケージシステム「GAKUEN」

（事務システム）と「UNIVERSAL PASSPORT」

（ポータルシステム）を導入した背景と経緯をデ

ジタルハリウッド大学事務局長池谷和浩氏に伺い

ました。

英語教育に力を入れています。さらに、現役の実

務家教員が多数在籍しており、現場で通用する最

先端の技術、知識を吸収できる環境を展開してい

ます。

■GAKUENシリーズ導入の背景
導入の背景としては、サーバのリプレイスと同

時に事務システムのバージョンアップを行い、既

存システムの運用を継続する案と新規システムへ

の更改を同時に検討していました。旧システムに

おいては、WebサービスとCRM、サーバ、出欠管

理システム等を組み合わせて構成することで、学

生支援の仕組みを定着することができましたが、

度重なる開発のため「バグの解消が難しい」「デ

ータの連携におけるエラー」「いずれのシステム

とも連動していない」など様々な課題を抱えてい

ました。このような中で、より良いサービスを提

供するために、新規システムの導入する方針を決

定しました。

システム選定の方針として、「学生と教員へ安

定した学内プラットフォームを提供したい」、「学

生と教員の利便性を向上させたい」、「職員の業務

効率化を図りたい」という考えに基づき、システ

ム構成や各社プロダクトを比較検討の結果、大学

の質向上をプラットフォーム側からも下支えでき

ると期待しGAKUENシリーズの導入が決定しま

した。

デジタルハリウッド大学キャンパス

ポータルサイト画面

■大学紹介
デジタルハリウッド大学は、2005年にデジタ

ルハリウッド株式会社により設立された株式会社

立の大学です。

１学部１学科でデジタルコンテンツ（3DCG、

ゲーム・プログラミング、映像、グラフィック、

Webデザイン、メディアアート）企画・コミュニ

ケーション（ビジネスプラン、マーケティング、

広報PR）の教育やグローバルな人材を育成する



■今後の展望
教職員業務の定着化や、学修ポートフォリオの

運用（PDCAサイクルの再考）など、工夫が必要

な点や取り組むべき課題も見えてきています。本

学では、中長期計画において、教務システムによ

るUI/UXの向上やLMS（ラーニング・マネジメン

ト・システム）による学修者中心の教育を実現す

ることあげており、教務システムの導入について

関心高く計画を進めてきました。

今後も時流に合わせたGAKUENシリーズの機

能拡充に期待し、ビジョン実現に取り組んでいき

ます。

■導入システム概要
・職員向け基幹事務システム

（GAKUEN EX）

Base、教務、入試、学費、

CreateReport

・学生／教職員向けWebサービスシステム

（UNIVERSAL PASSPORT RX）

Base、教務、アプリ、授業、出欠管理、

スマホ出席、IC出欠連携、学生、教室、

学修ポートフォリオ、マイステップ

シラバス外部公開

問い合わせ先
日本システム技術株式会社
【東日本地区】文教事業部

TEL：03-6718-2790
E-mail： g-bun_sales@jast.co.jp

【西日本地区】GAKUEN事業部
TEL：06-4560-1030
E-mail： g-sales@jast.co.jp
URL：https://www.jast-gakuen.com/

■導入後の効果
GAKUENシリーズ導入後、教員と職員の業務

効率化を特に実感しています。

旧システムで課題となっていた、基幹システム

とポータルシステム間の連携エラーがなく、ポー

タルシステムにおける情報も正確でたいへん役立

っています。

テスト機能では、問題、解答、配当点数を事前

設定することで、学生が解答すると自動的に点数

を反映することができます。これにより、採点業

務の負担が減り授業の定員増加が可能となりまし

た。また、集計が自動で実施され、平均点や正解

率の統計を確認することができるため、授業の改

善にも役立っています。

そのほか、履修作業がスムーズになりました。

旧システムでは履修エラー放置件数が367件発生

していたのに対し、UNIVERSAL PASSPORTでは

履修エラー件数が6件まで減ったため、履修に対

する問い合わせも激減するという効果も表れてい

ます。
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さらに随時開催されているGAKUEN製品勉強

会への参加による新規職員の操作習得や大学の業

務時期に合わせたメールマガジンの配信など、導

入後もサポートが手厚くたいへん役立っていま

す。これらを踏まえて効果検証を行ったところ、

「業務効率が上がった」と数値上でも結果が出て

います。その点については、学内でも高く評価さ

れています。

採点結果画面‐自動的に点数を反映（画面イメージ）

業務効率化による削減時間（担当者の体感時間）

平均点、正解率などの統計情報を一覧で確認

（画面イメージ）



75JUCE Journal 2022年度 No.4

１．調査及び研究、公表・促進
１）ICTを活用した教育改善モデルの公表

人文・社会・自然科学の分野別に求められる学士力を考察
し、学士力の実現に向けてICTを活用した教育改善モデルの提
言を公表しています。また、インターネット上で多面的な視点
から知識を組み合わせる分野横断フォーラム型のPBLモデルの
研究を行っています。

２）問題発見・解決型教育等（PBL）の研究
本質を見極める意識をもって行動するICTを駆使したPBL授

業の進め方、ICTによる学びのプラットフォーム作り、ビデオ
試問によるPBLの点検・評価・助言モデル構想を研究し、オー
プンに教員有志による対話集会を開催し、理解の促進を図ること
にしています。

３）授業改善調査，情報環境調査
教育の質的転換に向けて教育改善に対する教員の受け止め方

を把握するため「私立大学教員の授業改善調査」と情報環境の整
備状況を振り返り課題を整理する「私立大学情報環境基本調査」
を実施、分析し、それぞれ白書を作成・公表しています。

４）情報教育のガイドライン研究
①分野別情報活用能力ガイドラインの公表

人文・社会・自然科学の各分野における情報活用能力の到
達目標、教育学習方法、学修成果の評価についてガイドライ
ンを公表しています。

②社会で求められる情報活用能力育成教育のガイドラインの研究
「問題発見・解決を思考する枠組み」を基盤に、健全な情報
社会を構築するための知識・態度とIoT、モデル化、シミュ
レーション、データサイエンス、AI、プログラミング等を活
用する統合した学修モデルを研究しています。

③情報倫理教育のガイドラインの公表
④情報専門人材教育の学修モデルとデータサイエンス・AI教育の
研究

イノベーションに関与できる構想力・実践力を培うための
教育モデルとして産学連携による分野横断型PBL学修の仕組
みを研究しています。また、データサイエンス・AI教育の取
組み情報を収集し、本協会のプラットフォームにて公表して
います。リテラシーレベルのワークショップ（無料）も実施
しています。

５）学修ポートフォリオの参考指針の公表
「学修ポートフォリオ」の研究としてポートフォリオ導入に

向けた共通理解の促進、ポートフォリオ情報の活用対策と教職
員の関り方、ICTを用いたeポートフォリオの構築・運用に伴う
留意点・課題についてを研究し、平成29年５月に参考指針をと

本協会は、私立の大学、短期大学を設置する学校法人（正会員）
をもって組織していますが、その他に本協会の事業に賛同して支援
いただく関係企業による賛助会員組織があります。

本協会は、私立の大学・短期大学における教育の質の向上を図る
ため、情報通信技術の可能性と限界を踏まえて、望ましい教育改善
モデルの探求、高度な情報環境の整備促進、大学連携・産学連携に
よる教育支援の推進、教職員の職能開発などの事業を通じて、社会
の信頼に応えられる人材育成に寄与することを目的に、平成23年４

入会案内

設立の経緯
月１日に認定された新公益法人の団体です。　

本法人の淵源は、昭和52年に社団法人日本私立大学連盟、日本私
立大学協会、私立大学懇話会の三団体を母体に創立した私立大学等
情報処理教育連絡協議会で、その後、平成４年に文部省において社
団法人私立大学情報教育協会の設立が許可されました。

組　織

正会員は166法人（183大学、46短期大学）となっており、賛助
会員49社が加盟しています（会員数は2023年３月31日現在のもの
です）。会員については本誌の最後に掲載しています。

事業内容
りまとめ、公表し、eポートフォリオシステムの導入・整備・活
用を呼びかけています。

６）「補助金活用による教育改革実現のための情報環境整備計画調
査による財政支援の提案

２．大学連携、産学連携による教育支援の振興及び推進
１）インターネットによる電子著作物（教育研究コンテンツ）の

相互利用の仲介・促進を図っています。また、ICT活用教育の
推進に向けて改正著作権法の施行に向けて理解の促進を働きか
けています。

２）情報系専門人材分野を対象とした「産学連携人材ニーズ交流
会」と「大学教員の企業現場研修」の支援及びICTの重要性を
学生に気づかせる「学生による社会スタディ」を実施していま
す。

３．大学教員の職能開発及び大学教員の表彰
１）情報通信技術を活用したレフリー付きの教育改善の研究発表
２）教育指導能力開発のための情報通信技術の研究講習
３）教育改革に必要な教育政策及び情報通信技術の活用方法と対

策の探求
４）短期大学教育を強化するための情報通信技術を活用した教育

戦略の提案と「地域貢献支援活動コンソーシアム」による授業
モデルの研究

５）情報セキュリティの危機管理能力の強化を図るセミナー
６）ICTを駆使して業務改善に取り組む職員能力開発の研究講習

４．法人の事業に対する理解の普及
１）機関誌「大学教育と情報」の発行とWebによる公表
２）事業活動報告交流会の実施

５．会員を対象としたその他の事業
１）情報化投資額の費用対効果の有効性評価と各大学へのフィー

ドバック
２）情報通信技術の活用、教育・学修支援、財政援助の有効活用

などの相談・助言
３）IR等を支援する拠点校、クラウド活用を支援する国立情報学研究所

と必要に応じて連携するとともに「日本オープンオンライン教育推
進協議会（JMOOC）を支援

４）教育改革FD/ICT理事長・学長等会議、教育改革事務部門管理
者会議の開催

５）教職員の知識・理解を拡大するためのビデオ・オンデマンド
の配信

正会員：本協会の目的に賛同して入会した私立の大学、短期大学を設
置する学校法人で、本協会理事会で入会を認められたもの。

入会資格

賛助会員：本協会の事業を賛助する法人または団体で本協会理事会で
入会を認められたもの。 



「大学教育と情報」投稿規程 （2021年２月改訂）

１．投稿原稿の対象
教育の質向上を目指したデジタル・トランスフォーメーションに関する事例紹介、ICT活用による企業・社会と連携

したPBL授業の取組みと効果・課題、数理・データサイエンス・AI活用教育の導入事例の紹介、情報活用・情報倫理教
育の効果的な授業事例の紹介、遠隔授業と対面授業を組み合わせたハイブリッド型授業の取組みの紹介、海外大学又
は関係機関の情報など参考となる内容を対象とします。

２．投稿の資格
原則として、大学・短期大学の教職員とします。

３．原稿の書き方
（１）字数

3,600字（機関誌２ページ）もしくは5,400字（機関誌３ページ）以内
（２）構成

本文には、タイトル、本文中の見出しをつけてください。（見出しの例：　１．はじめに　２．＊＊＊　３．＊＊＊）
（３）本文

Wordまたはテキスト形式で作成し、Wordの場合は、図表等を文章に挿入し作成ください。
（４）図表等

図表等、上記字数に含みます。（めやす：ヨコ７cm× タテ５cmの大きさで、約200字分）
１）写真：JPEGまたはTIFF形式とし、解像度600dpi程度としてください。
２）ブラウザ画面：JPEGまたはTIFF形式とし、解像度600dpi程度としてください。
３）その他図表：JPEG、TIFF、Excel、Word、PowerPointのいずれかの形式としてください。

（５）本文内容
１）教育内容ついては、学問分野、授業での科目名、目的、履修対象者と人数、実施内容、実施前と後の比較、

教員や学生（TA等）への負担、教育効果（数値で示せるものがある場合）、学生の反応、今後の課題につい
て記述ください。

２）システム構築・運用については、構築の背景、目的、費用と時間、完成日、作成者、構築についての留意
点、学内からの支援内容（教員による作成の場合）、学内の反応、今後の課題について記述ください。

３）企業による紹介については、問い合せ先を明記ください。

４．送付方法
本協会事務局へメール添付にて送付ください。
添付ファイルの容量が５MBを超える場合は本協会事務局にご相談ください。

５．原稿受付の連絡
本協会事務局へ原稿が届いた後、１週間以内に事務局より著者へその旨連絡します。

６．原稿の取り扱い
投稿原稿は、事業普及委員会において取り扱いを決定します。

７．掲載決定通知
事業普及委員会において掲載が決定した場合は、掲載号を書面で通知し、修正を依頼する場合はその内容と期日に

ついても通知します。

８．校正
著者校正は初校の段階で１回のみ行う。その際、大幅な内容の変更は認めません。

９．「大学教育と情報」の贈呈
掲載誌を著者に５部贈呈します。部数を追加を希望する場合は本協会事務局に相談ください。

10．ホームぺージへの掲載
本誌への掲載が確定した原稿は、機関誌に掲載する他、本協会のホームページにて公開します。

11．問い合わせ・送付先
公益社団法人私立大学情報教育協会事務局
TEL：03-3261-2798　FAX：03-3261-5473 E-mail : info@juce.jp

〒102-0073　東京都千代田区九段北4-1-14　九段北TLビル4F

JUCE Journal 2022年度 No.476

投稿規程
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公益社団法人  私立大学情報教育協会社員並びに会員代表者名簿
166法人（183大学　46短期大学）

（2023年３月１日現在）

名　簿

77

北海学園大学・北海商科大学

安酸　敏眞（理事長・学長）

北海道医療大学

二瓶　裕之（情報センター長）

北海道情報大学

中島　潤（情報センター長）

東北学院大学

杉浦　茂樹（教養学部教授）

東北工業大学

半澤　勝之（情報サービスセンター長）

東北福祉大学

千葉　公慈（学長）

東日本国際大学・いわき短期大学

関沢　和泉（電算室長）

流通経済大学

井川　信子（総合情報センター長）

白鴎大学

古瀬　一隆（経営学部教授）

十文字学園女子大学

岡本　英之（法人副本部長、事務局長）

城西大学・城西国際大学・城西短期大学

中村　俊子（情報科学研究センター所長）

女子栄養大学・女子栄養大学短期大学部

井手　政司（情報・ネットワーク部長）

駿河台大学

狐塚　賢一郎（メディアセンター長）

西武文理大学

野口　佳一（サービス経営学部教授）

獨協大学・獨協医科大学・姫路獨協大学

田中　善英（教育研究支援センター所長）

日本工業大学

辻村　泰寛（先進工学部教授、教務部長、CIO）

文教大学

佐久間　拓也（情報センター長）

文京学院大学

浜　正樹（DX推進センター長、情報教育研究センター長）

江戸川大学

小口　彦太（学長）

敬愛大学・千葉敬愛短期大学

森島　隆晴（教務部長）

秀明大学

大塚　時雄（秀明IT教育センター長）

淑徳大学

松山　恵美子（総合福祉学部社会福祉学科長）

聖徳大学・聖徳大学短期大学部

川並　弘純（理事長・学長）

中央学院大学

大村　芳昭（学長）

帝京平成大学

礒部　大（教育開発・学修支援機構ICT活用教育部会准教授）

東京歯科大学

一戸　達也（学長）

東洋学園大学

今井　克佳（共用教育研究施設長、現代経営学部教授）

青山学院大学

宮治　裕（情報メディアセンター所長）

大妻女子大学・大妻女子大学短期大学部

山倉　健嗣（総合情報センター所長）

桜美林大学

鈴木　克夫（大学院国際学術研究科教授）

学習院大学・学習院女子大学

岡本　久（理学部長）

共立女子大学・共立女子短期大学

福田　收（情報センター長）

工学院大学

馬場　健一（図書館長、情報科学研究教育センター所長）

駒澤大学

𠮷田　尚史（副学長）

実践女子大学・実践女子大学短期大学部

山﨑 壮（情報センター長）

芝浦工業大学

角田　和巳（工学部教授）

順天堂大学

木南　英紀（学長特別補佐）

上智大学・上智大学短期大学部

今井　康博（情報システム室長）

昭和大学

泉　美貴（医学教育推進室教授）

昭和女子大学

小原　奈津子（学長）

白梅学園大学・白梅学園短期大学

倉澤　寿之（情報処理センター長）

成蹊大学

富谷　光良（高等教育開発・支援センター所長）
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専修大学・石巻専修大学

松永　賢次（情報科学センター長）

創価大学・創価女子短期大学

浅井　学（ｅラーニングセンター長）

大東文化大学

白井　康之（学園総合情報センター所長）

高千穂大学

寺内　一（学長）

拓殖大学・拓殖大学北海道短期大学

鈴木　昭一（学長）

玉川大学

渡邊　透（学生支援センター長）

津田塾大学

青柳　龍也（計算センター長）

帝京大学・帝京大学短期大学

冲永　佳史（理事長・学長）

東海大学

中嶋　卓雄（学長補佐）

東京医療保健大学

亀山　周二（学長）

東京家政大学・東京家政大学短期大学部

小池　新（コンピュータシステム管理センター所長）

東京工科大学

生野　壮一郎（メディアセンター長）

東京女子大学

加藤　由花（情報処理センター長）

東京女子医科大学

丸　義朗（学長）

東京電機大学

小山　裕徳（総合メディアセンター長）

東京都市大学

山口　勝己（情報基盤センター所長）

東京農業大学・東京情報大学

島田　沢彦（情報教育センター長）

東京未来大学

鈴木　公啓（情報教育センター長）

東京理科大学

兵庫　明（理事、理工学部教授）

東邦大学

逸見　真恒（ネットワークセンター長）

東洋大学

村田　奈々子（副学長）

二松学舎大学

小町　邦明（事務局長）

日本大学・日本大学短期大学部

大貫　進一郎（理事・副学長）

日本医科大学・日本獣医生命科学大学

林　宏光（ICT推進センター長）

日本女子大学

長谷川　治久（メディアセンター所長）

文化学園大学

清水　孝悦（理事長・学長）

武蔵大学

竹内　広宜（経済学部教授）

武蔵野大学

上林　憲行（MUSICセンター長）

明治大学

向殿　政男（顧問、名誉教授）

明治学院大学

太田　和俊（情報センター長）

立教大学

平山　孝人（メディアセンター長）

立正大学

白木　洋平（情報環境基盤センター長）

早稲田大学

山名　早人（理事、理工学術院教授）

神奈川大学

佐藤　裕美（常務理事）

神奈川工科大学

西村　広光（情報教育研究センター所長）

相模女子大学・相模女子大学短期大学部

本橋　明彦（大学事務部長）

産業能率大学・自由が丘産能短期大学

宮内　ミナミ（経営学部教授）

湘南工科大学

本多　博彦（メディア情報センター長）

新潟薬科大学

下條　文武（理事長・学長）

金沢工業大学

河合　儀昌（常任理事、情報処理サービスセンター所長）

福井工業大学

北上　眞二（情報メディアセンター長）

山梨学院大学・山梨学院短期大学

長田　利也（法人本部情報基盤センター課長）

中京学院大学・中京学院大学短期大学部

林　勇人（学長）

中部学院大学・中部学院大学短期大学部

中川　雅人（総合研究センター副所長）

静岡産業大学

堀川　知廣（学長）

聖隷クリストファー大学

藤田　正人（教学事務統括センター長）

愛知大学・愛知大学短期大学部

岩田　員典（情報メディアセンター所長）

愛知学院大学・愛知学院大学短期大学部

引田　弘道（学長）
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愛知学泉大学・愛知学泉短期大学

寺部　曉（理事長・学長）

愛知工業大学

鈴木　晋（計算センター長）

愛知淑徳大学

松尾　貴司（情報教育センター長）

桜花学園大学・名古屋短期大学

大谷　岳（学長）

金城学院大学

安藤　玲子（マルチメディアセンター長）

至学館大学・至学館大学短期大学部

前野　博（情報処理センター長）

椙山女学園大学

米田　公則（学園情報センター長）

大同大学

竹内　義則（情報センター長）

中京大学

目加田　慶人（情報センター長）

中部大学

保黒　政大（総合情報センター長）

名古屋外国語大学・名古屋学芸大学

中西　克彦（理事長）

名古屋学院大学

肥田　朋子（学術情報センター長）

名古屋女子大学・名古屋女子大学短期大学部

越原　洋二郎（学術情報センター長）

南山大学・南山大学短期大学部

ロバート・キサラ（学長）

日本福祉大学

児玉　善郎（学長）

名城大学

大津　史子（情報センター長）

大谷大学

江森　英世（研究・国際交流担当副学長）

京都外国語大学・京都外国語短期大学

由井　紀久子（副学長）

京都光華女子大学・京都光華女子大学短期大学部

尾藤　恵津子（情報システム部長）

京都産業大学

山田　修司（副学長）

京都女子大学

中山　玲子（教務部長）

京都橘大学

松井　元秀（総務部長）

京都ノートルダム女子大学

加藤佐千子（図書館情報センター館長）

同志社大学・同志社女子大学

廣安　知之（生命医科学部長）

佛教大学

原　清治（副学長）

立命館大学・立命館アジア太平洋大学

中本　大（教学部長）

龍谷大学・龍谷大学短期大学部

松木平　淳太（副学長、総合情報化機構長）

大阪学院大学・大阪学院大学短期大学部

坂口　清隆（事務局長）

大阪芸術大学・大阪芸術大学短期大学部

武村　泰宏（教務部システム管理センター長）

大阪工業大学・摂南大学・広島国際大学

吉野　正美（常務理事）

大阪歯科大学

辻林　徹（歯学部教授）

大阪樟蔭女子大学

森　眞太郎（理事長）

大阪女学院大学

橋本　誠一（ラーニングソリューションセンター長）

大阪成蹊大学・びわこ成蹊スポーツ大学・大阪成蹊短期大学

山本　昌直（法人事務本部長）

追手門学院大学

小島　香住（図書館・情報メディア部次長）

関西大学

谷田　則幸（インフォメーションテクノロジーセンター所長）

近畿大学・近畿大学短期大学部・近畿大学九州短期大学

井口　信和（総合情報基盤センター長）

四天王寺大学・四天王寺大学短期大学部

松岡　隆（高等教育推進センター長）

太成学院大学

足立　裕亮（理事長・学長）

帝塚山学院大学

津田　謹輔（学長）

阪南大学

前田　利之（副学長、情報センター長）

大手前大学・大手前短期大学

玉田　浩之（情報メディアセンター長）

関西学院大学

巳波　弘佳（副学長、理工学部教授）

神戸学院大学

毛利　進太郎（図書館・情報支援センター所長）

神戸松蔭女子学院大学

古家　伸一（情報教育センター所長）

神戸女学院大学

出口　弘（情報処理センターディレクター）

神戸女子大学・神戸女子短期大学

中坊　武夫（学園情報センター長）

神戸親和女子大学

高橋　一夫（学習教育総合センター長）
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機関誌「大学教育と情報」アンケート
より充実した情報を掲載していくため、ご意見をお寄せ下さいますようお願いいたします。

＜ご回答方法＞
○　Web画面にご記入の上、送信　　http://www.juce.jp/jenquete/
○ 本ページをコピー、ご記入の上、FAX（03-3261-5473）にて送付

１．今号についてご感想やご意見をご記入下さい。

２．本誌で今後掲載してほしい内容についてご意見をご記入下さい。

３．ご回答いただいた方について、下記に該当するものを選択下さい（複数回答可）。
大学・短期大学の教員 大学・短期大学の職員

□　学部・学科 □　教育支援部門 □　賛助会員の企業
□　教育支援部門 □　FD部門 □　その他
□　FD部門 □　情報センター部門
□　情報センター部門 □　管理部門

□　その他

園田学園女子大学・園田学園女子大学短期大学部

堀田　博史（情報教育センター所長）

兵庫大学・兵庫大学短期大学部

高野　敦子（学修基盤センター長）

武庫川女子大学・武庫川女子大学短期大学部

山﨑 彰（副学長）

流通科学大学

藤井　啓吾（学長）

畿央大学

冬木　正彦（理事長・学長）

奈良学園大学

仁後　公幸（大学事務局長）

岡山理科大学・千葉科学大学・倉敷芸術科学大学

加計　晃太郎（理事長・総長）

吉備国際大学・九州保健福祉大学

加計　勇樹（理事長・総長）

就実大学・就実短期大学

神宝　和美（会計・管財部長）

ノートルダム清心女子大学

津田　葵（学長）

広島工業大学

土井　章充（ICTセンター副センター長）

広島女学院大学

小林　文香（総合学生支援センター長）

広島文化学園大学・広島文化学園短期大学

坂越　正樹（学長）

福山大学

金子　邦彦（共同利用副センター長（ICTサービス部門長））

久留米工業大学

森　和典（学術情報センター長）

西南学院大学

史　一華（商学部教授）

聖マリア学院大学

井手　悠一郎（IR室長）

第一薬科大学

小松　生明（副学長）

筑紫女学園大学

持尾　弘司（情報化・ICT活用推進センター長）

福岡大学

瀬川　波子（情報基盤センター長）

福岡工業大学・福岡工業大学短期大学部

松木　裕二（情報基盤センター長）

福岡女学院大学・福岡女学院大学短期大学部

赤間　健一（情報教育センター長）

長崎総合科学大学

大山　健（副学長、情報科学センター長）

熊本学園大学

ジョセフ・トウメイ（ｅキャンパスセンター長）

崇城大学

中山　泰宗（総合情報センター長）

別府大学・別府大学短期大学部

西村　靖史（メディア教育・研究センター情報教育・研究部長）

宮崎産業経営大学

白石　敬晶（情報センター長）

鹿児島国際大学

表　正幸（情報処理センター所長）
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